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この 資料は昭和45年 度におけ る 日本 自転車
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械工業振 興資金の交 付を受けて作 成 した もの

で あります。

財団法人 日本経営情 報開発協会
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麟 の高繊 に轍 ・わ撫'・{⇔ ピ・「弊 賢 察

まことに聞 く・保轍 は・'At・・'z'`"'8i'o'O・台蝋 纈 勲

位の雌 を占めるに至った・これは瑞 こにおい亘 経鱒 ㌘ 巨埠

腸 満 の国際化・あ・いは労働 の繊 に対財 ・ための経営輪

然的鰭 であり・また繊 維 ぽ 等警 鴻 に才ぷ はそ嚥

率 向 上,質 的 サ ー ビス の上 昇 等 の要 請 に よ る もの であ る。一 い 、

特 に企業 に おい て は,資 本 の 自由 イヒ,国 際 競 争 の激 化 ゐ中ヒ あ っそ そ

の 発展 を期 す るた めに は 大棚 な経営 の合 翻 ヒξ近 代 化 が峡 で ある。

す な わ ち,増 大 す る経営 情 報 を迅 速 に処 理 し適 切 な意 思 決 定 を下 す こと

が 肝要 で,そ れ を可 能 な ら しめ る手 ● の 一2
,ζしてコ ン ピュー タの 高 度'∵

棚 が 挙 げ られ る。 .。'

しか るに現在 のわ が国 で は企業 に お け る経 営情 報 体 系 は必ず しぢ確 立

してお らず,殊 に そ の重要 な一部 門 をな す会 詩∴ 財務 部 門 に お け るコン

ビ ・一 夕 の利 用 は現 行法 規 との関係 もあ ・て・+分 地 ・、・が ひ ・・

一方
,コ ン ピュー タの保 有 台数 が約7α000台 と見 られ る米 国 に お

ワ ペ 　 ぐ

い ては・ その利用 水準は極め て高 く・ 特に企業 におい層てはほ 朗話勇・○

競 情 思渋 の鵬 ・ して経営 に大 きな貢献 をな してい ・・そ顕 ∵

つ には コン ピ ュー タ の 高 度利 用 を可 能 にす る よ うな法 的措 置 な り慣行 カボ

認 め られ て い るか らで あ る。

この よ うな情 勢 の下 に(財)日 本 経 営 情 報 開発 協 会 は ,企 業 の 会計 ・

財務 部 門 に お け る コン ピュー タ の 高度 利 用 を促進・す る こ とを目的 として

44年9月 会 計 ・税 務研 究 委員 会 を設 置 し:た6:

'

L:・
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した が っ て,こ の委 員 会 の 目的 とす る ところ は,"

① 企業 会計 の コン ピ ュー タ化 に 伴 う商法 上 の 問毒点 の解 明 と その対 策

② 同 じ く税法 上 の問選 点 の解 明 と必要 な措置 につ い ての研 究

③ 企 業 会 計原 則,監 査 制度,内 部 統 制 に関 す る規 準 の作成

④ 新 しい 会 計理 論,簿 記 技 術 の 開発

で あ り,そ の構 成 員 は,商 法 ,税 法,会 計 各部 門 の学 者,公 認 会 計士,

企業 の経理 ・ コ ン ピ ュー タ部 門 の専 門家 を網 羅 す るほ か,関 係 官 庁 の責

任者 を特別 委員 と して含 め てい る。

当 委員 会 は44年12月 法 制審 議 会 に対 し 「商法 改正 に関 す る要望 書 」

を提 出 した の を皮切 りに,活 発 な調 査 研 究活 動 を進め ,45年 に は欧 米

各 国 に お け るEDP会 計 の実 態 調査 を行 ない←帰 国後 東京 およ び大 阪 に

お い てシン ポジ ウ ム を開 催 した。 ま た,帝 法改 正 に関 しては 法 制 審議会

幹 部 と,商 法 のみ な らず 民事訴 訟 法 につ い て も種 々意 見 の交 換 を行 な っ

て きた。

一 あ 税務 に つ い ては国 税 庁 と
,監 査 制摩 につ い ては公 認 会計士 協会

と,種 々 検討 を重 ね てい る。

こ こに提 出 す る意 見書 お よ び報 告書 は当委 員 会 が46年3月 ま での諸

活 動 の 成 果 の一 応 の ま とめ で あ り,当 委 員 会 の活 動 は まだ今 後 も継続 す

るも ので あ り,そ の意 見 等 も必 ず し も固定 した もの で は な い。

なお,本 書 に お い て委員 会 の意見 に わた る部分 は必 ず しも委 員全 員 の

完 全 な一致 に よ る もの ば か りではな く,言 わ ば 多数 説 で あ る もの もあ る。

また これ ら の意見 はす べ て 民間側 委 員 の意 見 で あ ワ,特 別 委 員 は討 議 に

は参 加 は してい るが,こ こに 示 す意 見 に つい ては責任 を負 う もの で ない

こ と を特 に お断 りす る。

昭 和46年3月30日

}

治

会計税務研究委員会

委員長 黒 沢 清
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一 .商 法 改 正 に 関 す る 要 望 に つ い て
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法 制 審 議 会

会 長 西 郷 吉之助 殿

法制審議 会商法部会

部会長 鈴 木 竹 雄 殿

昭 末日44年12J弓2日

財団法 人 日本経営情報開発協会

会 長 植 村 甲午郎

日

商法改正 に関する要 望について

謹 啓 貴 台 にお かれ ま しては ます ま す ご清 栄 の こ と と.お慶 び 申 し上 げ

ま す。

ご高承 の と お り,わ が国 に おけ る コン ピュー タの 発達 ・普 及 は め ざま

し く,企 業 に お きま して も,各 種 の業 務 が コン ピュー タの活 用 に よ り,

迅速,適 確 に 処 理さ れ る よ うに な っ て まい りま した。

しか しなが ら.会 計 ・財務 部 門 にお い て は,現 行 法 規 の 制約 等 も あ り,

コ ン ピュ ー タの効 率 的 な利 用 が ま だ十 分 に進 ん で お らな い の が実状 で あ

ります。

こ の現状 に鑑 み,本 協 会は,本 年9月12日,企 業 の会 計,お よび 税

務 の 分野 に おけ る電子 計 算機 の利 用 に 伴 り法 律 上,会 計上 の諸問題 を研

究 し,積 極 的 な対 象 をた て,企 業 経営 の合 理 化 に寄 与す る こ とを 目的 と'

し て,「 会 計 ・税務 研究 委員会 」 を設 け て,鋭 意,研 究 討 議 を進 め て参

りま した。

このた び,同 委 員 会 で は,別 紙 の よ うな 「商 法改 正 に関 す る要 望書 」

を作成 しま した が,こ れ は,企 業 の 会計財 務 業務 の電 子 計 算 機 処 理 に伴

一5一



う帳 簿書類 等 の取 り扱 い に関 して新 た な規 定 を設 け る こ とを ご承認 い た

だ きた い とい う趣 旨 の もので,本 協 会 と して は,そ の実 現 を切望 す る も

の で あ りま す。

貴 台 に おか れ ま して も,こ の趣 旨 を ご勘酌 の うえ,実 現 方 につ き特 段

の ご配慮 を賜 わ ります よ う,こ こに お願 い 申 し上 げ る次第 で ご ざい ます 。
`

、

敬 具

声

`
U
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昭和45年10月1日

財 団法人 日本経営情報開発協会

会 長 植 村 甲午郎

財 団法 人 関 西 情 報 セ ン タ_

会 長 芦 原 義 重

社 団法人 経 済 団 体 連 合 会

会 長 植 村 甲午郎

関 西 経 済 連 合 会

会 長 芦 原 義 重

商 法改 正 に 関 す る要 望 に っい て

コ ン ピュー タの 普 及に 伴 い ,わ が国 の企 業 に おい て も,各 種 の業 務 を

コ ン ピュ ー タで 処 理 す る よ うに な っ て参 りま した。

特 に,大 量 の証 票 を 処 理 し,記 録 す る,株 式社 債部 門や,会 計 ・財 務

部 門 に お い ては,コ ン ピュー タの効 用 は極 め て大 きな ものが あ りま す 。

最近 行 なわ れ た経 済 団 体連 合 会 の 調 査 に よれ ば,上 記 業務 を コン ピュ

ー タに よ っ て処理 す る企 業 が急 速 に増 加 し てい る こ とが解 ります
。 しか

し なが ら,現 行法 規 に お い ては,コ ン ピュ ー タに よる商 業帳 簿等 の 作成

お よび保 存 に関す る 明確 な規 定 が な い ので,企 業 と しては 大変 困惑 して

お ります。

この点 に関 しては,す で に昭 和43年12月 に経 済 団体 連 合 会 よ り,

貴台 あ て に要 望 書 を建 議 して お り,ま た 昨 年12月 に は 日本経営 情 報 開
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発協 会 よ り,商 法 改 正 に 関 す る要望書 を提 出 し,ご 審 議 の 程 を お願 い 申

し上 げ てお ります が,そ の後,諸 外国 の事 例 を調査 い た しま した 所,欧

米 諸 国 にお い ては,或 い は,法 改 正 に より,或 いは解 釈 の拡 張 に よ り,

い ず れ もコ ン ピュー タの使 用 を適法 と認 め てお ります。

した がい ま して,貴 台 に お かれ ま して も,最 近 の情 勢 の 進 展 を ご賢 察

の上,コ ン ピュー タの採 用 に よる商 業帳 簿 等 の作成 お よび 保 存 が是 認 さ

れ ます よ うに,関 係 法規 の改 正 等 に つ き,ご 審 議 い た だ きた く,改 めて

お願 い 申 し上げ る次 第で あ ります。

●

竜
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二.商 法 改 正 に 関 す る要 望 書

昭和44年12月2日

声
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`

1.提 案 の 趣 旨

近 年,わ が 国 に お け る コ ン ビ三 一 タの 発 達 普 及 は,ま こ と

に め さま し く,そ の設 置 台 数 は す でva5,000台 を こえ,米

国 につ いで 世 界 第2位 に達 しよ うと して い る 。

米 国 に お い ては,現 在50,000台 の コン ピ ュ ー タを保 有

し・その利用 水準 もきわ めて高度 の域に達 し,企 業にお いて

コン ピュー タは,長 期計画の 策定や意 思決定の用具 と して経

営に重要 な役 割 を果 してお り,こ の よ うな状勢に対処す るた

め,す でに会計 ・財務関係法規 につ いて も,コ ン ピュー タの

高度 利用を 可能 な らしめ る よ うな改 正が実施されてい る。

資本 の 自由化 を 目前にひかえ,わ が 国において も企業 経営

の 近代化を促進 し,国 際競 争力 を強 め,国 民経済 の成長 に寄

与す るためには,膨 大 な経 営情 報 を迅速かつ適切 に処理 して

い くことが,緊 急の課 題 となって いる。 しか るに現状 では経

営情 報体系の重要 な部門で ある会計 ・財 務部門 におけ る コン

ピュー タ利用の立遅れが 目立 ち,こ れが経営情 報体系全 般の

整備 に も支障 を与 え る こ とが憂慮 されてい る。

したが って,コ ン ピュー タの企業 会計へ の導 入 とその総合

的 ・組 織的適 用 を制約 している重 要 な要因 と考 え られ る現行

関連法規 の再検討,あ るいは改正が早急 に と り上げ られ るべ

一11一



きで あ る。

こ こに提 出す る商法 改 正案 は,こ の よ うな状 勢 を背 景 に 企

業 の 会計 ・財 務業 務 の 合理 化 ・近 代 化 を助 長 し,経 営 の 高度

化 に寄 与 す る こ とを 目的 と し,会 計 ・財務 部 門 にお い て,コ

ン ピュ ー タの利 用 が広 く許 容 され る こ とを意 図 して,作 成 さ

れ た もの で あ る。

2.商 法 改 正 案

商法 に,情 報 保存装置 に よる帳簿書類の作成 または保存 に

関 してつ ぎの 条項 を設 け る。

臼)(書 類 の作成または保存)

会計帳簿,財 務諸表お よひ営業 に関す る重要書類,株 主

総会お・よび取締役会の議事録,株 主 名簿 な らび に社債原簿,

その他商法 上作成 を要求 されている書類(以 下 これ らを書

類 とい う)は,パ ンチ カー ド,磁 気記 憶媒 体(磁 気テ ープ,

磁気デ ィスク,磁 気 ドラム),マ イク ロ写真,そ の他 の情

報保存装置 に よ り作 成 または保存す るこ とがで きる。

ただ し,こ れ らの 方法で保存する書類 は,相 当期 間内に

明確かつ容 易に読め る書 面にす る ことがで きるもので な く

一一12一



ては な らな い。

`

'

(2)(書 類 の閲覧)

商 人が(1)の方法 で書類 を保存 してい る ときは,そ の書 類

を閲覧 又は謄写す る権利 を有す る ものは,そ れ らを相 当の

期 間内に明確 かつ 容易に読 め る書面にす る こ とを商人に対

して請求で きる。

〔理 由 〕

(a)企 業 の会計 ・財務におけ る処理業務が膨大に な り,迅

速,正 確 に処理す る必 要が ある。磁 気記憶媒体 等は この

よ うな要請 に適合 してい る。

(b)情 報保存装置 としては,帳 簿類 よ りも安 定 してお り信

頼性が高 い。(別 紙 「磁 気 テープの記録保存能力調 査報

告書」参照)

(c)磁 気記憶媒 体等に よって帳簿書類 を保存す る場合,そ

の ままでは見読不 可能なので,(1)た だ し書 き,お よび②

の よ うな規 定を設け る必 要が あ る。

5.監 査 の 問 題

磁気記憶媒 体等に よ り保存 され る会 計記録は見読不 可能 な

一13一



ために,監 査上,問 題が生 ず る ことを懸念 す る意見 もあるが,

そ れは次の よ うな方法 等で解決 で きる。

(1)監 査対象業 務の特 定デ ータを抽 出 して証態(入 力)と 帳

簿 記入(出 力)を 突合せる 。

(2)例 外 ケ ースの モデルを調べ るた めに,テ ス トデ ックを用

意 し,コ ン ピュータ処理 を行 ない,予 め作成 した正当結果

と対比す る。

③ 監査人が監 査 プ ログ ラムを用意 して,こ れに よって精密

監 査を行 な う。

また,本 協 会の改 正案 では,商 人は見読不 可能な書類 を監

査人の要求 に もとつい て明確 かつ容易に読 める書面 にす るこ

とを義務づけ られ てい るので,従 来の 監査方法 ももちろん適

用で き,磁 気記憶媒 体等に よる会計記録 の保 存 を認めて も,

監 査上,特 に支障 を きたす こ とは ない。

4

以 上

・-14・ 一



三.電 子 計 算 機 に 便 用 す る磁 気 テ ー プ

の 記 録 保 存 能 力 に関 す る調 査 報 告

昭和44年11月29日

磁 気 テ ー プ特 別 研 究 会

委 員 長 木 沢 誠
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1磁 化 の 不 変 性

磁 気 テー プは磁 化に よ って情報 を記録す る もの である。 し

たが って,そ の利用に際 しては,ま ず考慮 されなけ れば な ら

ないのは,。 磁化 された ものは長期 的に不変で あるか"と い

うことで ある。 この点につ いては,一 旦磁化 された もの(磁

気テ ープに記録 されたデ ー タ)は 極端 な磁界 をかけ ないか ぎ

り変化 しない,即 ち"磁 化 された ものは不変"と い う前提 に

立 って磁気テ ー プの利用条件 を考え て よい。

2保 管 の 条 件

磁 気 テープは上質 の ポ リエステル ・テー プの表面 に磁性 材

料 を塗布 した もので あ り,こ こに情 報 を記録す る基本 原理は

電子計算機 用の もの も録音用の もの も変わ りは ないが,電 子

計算機用磁 気テー プは録音用 よ りは るかに上質の もので ある。

磁 気 テープは,そ の保 管 と取扱 いについて注意 をすれ ば,

これほ ど確 実 な記 録(憶)媒 体は な く,従 来の帳 簿類に比 較

して格 段に信 頼性 が高 い。

(旬 温度 およひ湿度

磁 気テープは常温 ・常湿の状態 においては,安 全 であ る
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が,特 に 保管 に 適 した温 度 は4℃ ～340C(後 記4「 火 災

に 対 す る取 扱 い」 参 照),最 適 条件 は21℃ ～27℃ で あ

る 。 ま た,湿 度 は20%～80%で50%前 後 が 最 適 とさ

れ て い る 。 これ は通 常の 空 調装 置 を そ なえ た 部屋 で は 容易

に 満 足 さ れ る条 件 で あ る。

匂

㊥)磁 界

磁 気 テ ー プの 保 存 上 一 番 の 問 題 は"磁 界"で あ る が～ 通

常 の 磁 気 テ ープの 保磁 力 は 約250エ ル ス テ ッ ドで あ るの

で ・50エ ル ス テ ッ ド以下 の 磁 界 が 加 え られ て も記 録 さ れ

た 情報 に影 響 は な い 。 したが って,発 電 機 や モ ー タ,変 圧

器 な ど,か な り強 い磁 界 を発 生す る機 器が あ って も,こ れ

か ら7～8cη 離 れ れば 影響は ない 。

(G)汚 れ

磁 気テ ープにチ リや ホコ リが付着 した場 合で も,記 録さ

れ てい る内容 自体は 何 ら影響 を受けないが,磁 気 テ ープの

表 面にチ リやホコ リの薄膜が生ずることにより,読 み取 り上 ミ

スが起 こる場 合が あるの で注意す る必要が ある。(後 記3

「指紋等に対す る取扱い」参照)
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実 験 に よれ ぱ チ 艸 ホ コ リは 、-5ミ 方 ン以上 四 で あ

る と,ト ラブル を起 こす原 因 とな る。 した が って 肉眼 で 見 え

る よ うな,チ リ,ホ コ リが な い 限 り問題 は起 こ らない 。

㈱1ミ ク ロンは 千 分 の1ミ リメー トル で,15ミ ク ロン

の チ リとは 花 粉,胞 子 と同 じ大 き さで あ る 。

(D)巻 直 し

磁気 テー プの材質,磁 化 につ いては,す でに述べ た よ う

に 何 ら技 術的 な不安は ない。一しか し,一 度記録 した磁 気テ

ー プを長 期間保管す る場合に
.巻 きの不揃 いや巻 く際の張

力の不均衡か ら磁気 テープに変形 を起 こす ことがあ り,読 み

誤 りなどの 原因 に なる ことが ある。そ こで長期間保管 をす

るテ ープについ ては,1年 に1回 程度巻 き直 しをすれば絶

対に安心 できる。

●

(助 放 射 能

ラジオ ・ア イ ソ トー プ(放 射 性 同位 元 素)な どの 利用 が

高 ま る に つ れ,磁 気 テ ー プの 磁性 層 や パ ッキ ング材 に対 す

る放 射 能 の影 響 が 云 々され て い るが,100メ ガ レ プで も,

変 化 は認 め られ ない 。100メ カ レ プ とは 人 間の 致 死 量 の
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20万 倍 の放 射 能 で あ るか ら,現 実 に は 問 題 に な らな い。

る 指 紋 等 に対 す る取 扱い

「汚 れ」 の 項 で 述 べ た と う り,チ リや ホ コ リに よ っ て読 み

取 り ミス が起 こる こ とが あ るが,そ れ を 防 ぐた め に は,た と

え ぱ磁 気 テ ー プ取扱 い に当 って,指 紋 等 をつ け ない よ うに注

意 す る こ とが大 切 で あ る 。指 紋 は 脂 肪 と塩 分 を含 ん で い て チ

リや ホ コ リを集 積 させ る原 因 に な るか らで あ る 。 しか し,チ

リや ホ コ リは 簡単 な ク リー ニ ン グで 除 去 で き る し,通 常 の テ

ー プ駆 動 装 置 は オ ペ レ ー シ ョン中 に 磁 気 テ ー プの掃 除 を行 な

うよ うに な って い る の で,相 当 ひ どい汚 れ で ない限 り,'オ ペ

レ ー シ ョンに 影 響 を及ぼ す こ とは 考 え られ ない。

4火 災に対す る取 扱い

実験 に よれば,周 囲温度が テー プに及ぼす影 響は下 記の通

りで ある。

120℃ 以 下

1200C

1500C

160℃

変 化 な し

ベ ー スが歪 み は じめ る

ベ ー ス15%縮 む

ベ ース2 .5%縮 む

■
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290℃

540℃

ベ ー ス材 や バ イ ン ダが軟 化 しだす

ベ ー ス とバ イン ダは こげ てぼ ろぼ ろ に

な る

炭 化 して 真 黒 に な る

したが って万一 火災 に よ り周囲温度が120℃ 以上 にな っ

た場合は使 用不 可能になる恐 れが あ る。120℃ 近 くにな っ

た場 合はす みやか に損 傷されてい ないテー プに転記 しなけれ

ば な らない。

9

●

5冠 水に対す る取扱 い

磁 気テ ープは紙 と異 な り,水 に対 して も十分 に耐え得 る。

例えば,火 災の際に 水を大量に浴び た場合 で も,24時 間以

内に水か ら取 り出 し,通 常の室温 で乾燥させ れば元通 りに便

用で きる。乾燥 につ いては,乾 燥作 用 を助長 し,よ り早 く元

の状態に も どすために,少 くとも2回 以上の巻 き直 しを行 な

う必 要が ある。

以上,記 録保存能力についての 調査結果 で あるが,す べて こ

れ らは,最 悪D条 件の場合 を考 えて いるので,通 常の状態にお

いて保管 ・管理を行 な うな らぱ,磁 気 テープは相 当長 期間保存

に耐え得 るわけで ある。
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四.電 子計算機の導入に伴 う商法等改正問題

に関する見解
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四.電 子計算 機 の導入に伴 う商法等 改正問題

に関す る見解

■

企 業 の会 計業 務 ・株式業 務 等 の処 理 に電 子 計 算機 を使 用 し,そ の記 録

の作 成 ・保 管 を電磁 的記 録 によ って行 な うた め には,基 本 法 た る商 法 を

改 正す るこ とが望 ま しく,昭 和44年12月 ・,会 計 ・税 務 研 究 委 員会 は

「商 法改 正 に関す る要望 書」 を法制 審 議 会 に 提 出 した。

商法改 正 につい て の 当 委 員会 の 考 え方 は上 記 要望 書 に尽 され てい るが,

そ の 後 商 法改 正 に伴っで,民 事訴訟 法,刑 法,刑 事訴 訟 法 等 に影 響 を及 ぼ

す種 々の 問題 が提 起 され て きたの で,当 委 員会 では,こ れ ら につ い て検

討 す る と とも に,民 事 訴 訟 法 に つ い て は,東 大 教 授新 堂幸 司氏,一 ツ橋

大 助 教 授竹 下 守 夫氏,刑 法 ご刑訴法につい て は,東 大教 授 平野 竜 一 氏 同 じ

く藤木 英 雄 氏 の特 別 の ご協 力 とご意 見を え て,こ こ に この 見解 書 を と り

ま とめ た もの で あ る。 上 記4先 生 に は厚 く謝 意 を表 す る と ともに,こ こ

に述 べ た 見解 は すべ て当委 員会 の もの で,文 責 は も ちろん 当委 員会 に あ

る こ とをむ断 りす る。

1電 磁的記録 に よる作 成 または保 存の対 象
ぼ

磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィス ク,磁 気 ドラ ム等(パ ンチ カー ドを 用い る

場 合 には これ も含 む。 以 下 これ らを 「電磁 的 記 録 」 とい う)に より作

成 ま た は 保 存 で き る 旨を 明定 す る必 要 が ある か ど うか につ き,問 題 と

な るの は次 の もの で あ る。

一25一



1,会 計帳 簿

会 計 帳 簿 は電 磁的 記録 に よ り保 存す る こ とが で きる 旨をリョ足す べ

きであ る。 現 在,企 業 会計 業 務 は 電子計 算 機 に よっ て処 理 す る こ と

か不 可避 とな り,会 計 帳簿 も電 磁 的 記録 によ り保 存 さ れる部 分 が 生

ず る こ とは必 然 的 に な った。 しか も これ に よ り企業 の 会計 ・財務 業

務 の合 理化,近 代化 が 助長 され,経 営 の 高度化 に寄 与 す るこ とに な

る。

,

2.営 業 に関 す る重 要 書 類

営 業 に関 す る重要 書 類 も電磁 的 記録 に よ り保 存 す る ことがで きる

旨を明 足 すべ きで ある。 現在,発 注 あるい は銀 行 に対 す る振込 依 頼

に際 して,同 一 内容 の磁 気 テ ー プを2本 作成 し,1本 を取 引先 に交

付 し,他 の1本 を保存 してお くとい う方 法 を とる こ とが あ る。 ま た ,

電気.ガ ス等 の公共料金 の請求書は電磁的記録 か らプリン ト・アウトし,そ

の控えは電磁的記録 のま ま保存 してい るものが多い。 このよ うな実情に あ

るので電磁的記録 に よ吻保存す ることができる旨を明定すぺ きである。

5.貸 借 対照 表,損 益計 算書,附 属 明細書

これ らの書 類 は電 磁的 記録 を用 い る場 合 で も,決 算 期 ごと に,当

然,書 面 の形 に プ リン ト ・ア ウ トされ るか ら,特 に電磁 的記録 に ょ

り保 存 す る こ とか で きる 旨の規 定 を 設け る必 要 は ない。 な お ,こ れ

らの もの の マ イク ロ フィ ル ム に よる保存 を認 め る こ とを考 慮す べ き

で ある。

'

◎
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4.株 主 名 簿

株 主 名 簿 は 電磁 的記録 を用 い て 作成 で き る 旨を 明足 す べ きで ある。

株 主 名 簿 は株 主 数 の塘 加 と株 式 取 引 の頻繁 化 に伴 い,実 務 上,電 磁

的 記録 を用 い て作成 す る こ とが 不 可 避 で あ り,ま た これ によ り株 式

事 務 の合 理 化 が 促 進 さ れ てい る 。 しか も特 に 不都合 も生 じて い ない。

なお,株 式 事務 の よ り一 膳 の合理 化 の た め,株 主 か届 出た カナ文字

(漢 字 に フ リガナ を付 した場 合 も含 む)に よる株 主 の 氏名 お よび 住

所 の記 載 を認 め る こ とが重 要 であ る。

5.社 債 原簿

社 債原 簿 も驚 磁 的 記録 を用 い て作成 で きる 旨を明 足す べ きで ある。

わ が国 で発行 され て い る社 債 は,ほ とん どが無 記 名 式 で あ るが ,そ

の 期 限前 償 還,転 換 社 債 の転換,利 札 の処理 な ど,償 還 ま での社債

原 簿上 の処 理 に つ き,電 子 計算 機 を利 用 す る と,極 め て能 率 的 で あ

る。 記名社 債 ロ外 債 に つい て利 用 さカ る の が通 常 で あるが ,こ の場

合 には,社 債原 簿 は株 主 名 簿 と同 じよ う宏機 能 を営 む もの で あ り,

電 磁 的記録 に よる こ とが 合理 的 で あ る。 さ らに,登 録社 債 に つい て

は・社麟 登録 法 に より社債畳鰯 の備 濃 き力渇 求 され ているが

(8条),社 債 登 録 簿 も上 述 した と ころ と同 じ挫 由 に よb電 磁 的 記

録 に よる こ とが で き る 旨を 明定 す べ きでiら.る。

R電 磁的記録を用いた帳簿書類の閲覧

1・ 企 業 の経 営 に電 磁 的 記録 を用 い る こ と と した 場合 ,帳 簿 書 類 は 電
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磁 的 記録 に よ り作 成 ま た は保 存 され る こ とが 多 く なる。 しか しなが

ら商 業 帳簿 は,現 行法 の 解釈 上,従 来 の ごと き書 面の形 で保存 しな

け れ ば な らな い とされ る慣 れ か ある。 ζれ は電 子 計 算 機 の効率 的 な

使用 を妨 げ るの で,こ の よ うな解 釈 を否定 す る た め に,商 法上,作

成 ま た は保 存 を義務 づ け られ てい る帳 簿 書 類は,3で 述 べ る よ うに

見 読 可能 性 を閲 覧権 者 の た めに 保 証す る限 り,電 磁 的 記 録 に よる こ

と もで きる もの と明 定 され たい 。

2.帳 簿 書類 は文 書 に な った 帳簿 ・書 類 の よ うに そのま ま で 直 ちに免

訴 可 能 な形 を とる も の もあれ ば,磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィス ク,マ イ

ク ロ写 真 等 々の如 く電 子 計算 機 な どで 転 換 しなけ れ ば,そ の ま ま で

は 見読 可 能 に な らな い形 の もの もある。 これ らの形 態 は技 術 革新 に

よ って今後 と も変 革 す る こ とが予想 さ れ るの で,固 定 的 な条 文 を設

に け て実 態 の変 化 に即応 で き ない ことに な らない ように,留 意 す る こ

とが望 ま しい。 この た め に包括 的 な条 文 を設 け て 何 れ の形 を とる も

の で あ って も,法 律上 是 認 す る 旨を明 らか にす る こ とが妥当 で あ る。

3.ごi電磁 的 記 録 に あ って は,そ のま ま では 見読 可能 でkい の で,閲 覧

権者 が見 読 可 能 な もの に転 換 す る こ とを請求 で きる もの と し,こ の

点 は乏 くに法 律 上 明文 の規 定 を以 て定 め てお・く必要 が ある。

この よ うな規 定 か あれ ば,企 業 は電 磁 的 記 録 を 見読可 能 な形 にす

るた め に必要 な プ ロ グ ラム を保 存 す る こ とに な る。 ま た監 査上 の必

要 性等 か ら流 れ図表(フ ロー チ ャー ト)等 を も用 意 しプ ログ ラムに

限 らず 必 要 な監 査 証跡 を残 して 監 査 目的 に合 致 す る よ うにす る こ と

も考 慮 され ね ば な らな い。
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■

正 使用 機種に変 更が あった場 合の問題.;

帳 簿 ・書類 を電 磁的 記録 に よ り作成 ま た は保 存 す る こ とを認 め る に'

つ い て は,そ れ を相 当 の期 間 内 に見読 可 能 な もの とす る こ とがで きな'

け れ ば な らな い こ と を前 提 と してい る(E-3参 照)。

この こ とを前提 とすれ ば使 用機 種 の変 更 に当 って は,旧 機 種 と新 機

種 との間 に,共 用性(compatibility)を 持 つ よ うに配 慮 され なけ

『れ ば な らず
,ま た共 用性 を 持 た な い新機 種 が採 用 さ れ る場 合 には,磁

気 テ ー プ,プ ログ ラ ム等 もす べ て新 機 種 に適合 す る よ うに再 作成

(reprogra㎜in9,conversio⇒)さ れて保 有 さ れな け れば な ら

ない こ とに な る。 した が っ て,特 に この問 題 に つい て立法 上 の手 当て

は必 要 な い と考 え られ る。

N営 業上の重要書類の保存範囲

白

営 業上 の重 要書 類 に つ い て は,現 行法 上 その範 囲 が不 明 確 であ るが,

電磁 的 記録 を もちい る こと に よ り実務 上,一 層 そ の範 囲 の 明確化 が必

要 で あ るの で,「 会計 の 書類 」(商 法 第293条6項)を 保 存 す る よ

うに 規 定 を改 め て原 始帳 憩 の保 存 範 囲 を 明確 にす る こ とが望 ま しい。

V帳 簿書類の保存年限

現 行 商法 上,保 存年 限 は一 律 に10年 と定 め られ て い るが,こ の点

を改 めて,帳 簿 書類 の種類に より保存年限 を異にす る必要が ある。 す
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な わ ち企 業 の営 業 上基 本 的 に必 要 な もの(貸 借 対 照 表 ,損 益計 算 書,

附 属明 細 書)は10年 の保 存 と し,会 計 帳 簿 そ の他 の ものは5年 の 保

存 とす べ きで あ る。 なぜ な らば

① 企 業 の高 度化,大 規 模 化 に伴 っ て保 存 すぺ き帳 簿 ・書類 が膨大 化

し,そ のす べ て を10年 間保 存 す るこ とは困 難 で あb ,且 つ重 要 性

に乏 しい こ と

② 監 査 制度 の 強化 に伴 い,監 査 人 に充 分 な責任 を課 す こ とが 可能 に

な って きた こ と

③ 取 締 役 の民事 責 任 につ い てはそ の無 過 失 の立 証 責任 は取 締 役 に あ

るの で,こ れ に必 要 な帳簿 書 類 の保 存 は 自衛 上う 法 の強 制 な しに行

なわ れ るか ら,そ の保 存 は企 業 の 判 断 に ゆだ ね て も よい こ と

等 々 の理 由 に よ り,商 法 上,保 存 を義 務 づ け る期 間 は最 低 限 に とど

め るべ きで ある。

W裁 判所の提出命令の対象

電 磁 的記 録 自体 を再 現 す る こ とは,裁 判 所 に とっ て不 可能 な 場合 が

多 い し,可 能だ として も容 易 でな い の が大部 分 で ある か ら,そ れ らを

プ リン トア ウ トした もの の提 出 命令 を認 め る必 要 が ある。 なお裁 判上 ,

プ リン トア ウ トした もの と電 磁 的記 録 の 内容 との同 一 性 が問 題 とな っ

た場合 に は,プ リン トア ウ トした関 係者 を証 人 と して尋問 す る方 法 に

ょ り,ま た検 証の手 続 に よ り,そ の同 一 性 を確 認す る ことが可 能 で あ

る。

e
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W電 磁的 記録 あるいはそれ をプ リン トアウ トした ものの

証拠 能力の 問題

1.民 事上 の 証拠 能ヵ

わが国 では民 事 に お いて は証 拠 能 力 を制 限 す る定 め が ない し,プ

リン トア ウ ト した もの と電 磁 的記 録 の 内容 との 同一 性 お よび電磁 的

記 録 の 内容 の真 実 性 を確認 す る手 段 が確保 され てい る の で(ロ,田 ,

W参 照),電 磁 的 記録 の内 容 あ るい は,そ れ を プ リン トア ウ トした

もの の証拠 能 力 を特別 に制 限 す る規 定 を設 け る必要 はな い と考 え る

ぺ きで あ る。 も っ ともプ リン トア ウ トした もの に つ い て は
,電 磁 的

記 録 との同一 性 を証 す る作 成 者 の署 名 がそ れ に な され て おれば ,民

事 訴 訟 法 第322条1項 の適 用上 は,「 原本 ・正 本 又 ハ 認讃 アル 謄

本 」 と同 じ取 り扱 い を受け る 旨の規 定 を 設け る こ とを,立 法上 考慮

す る余 地 が あ ろ う。

な ま㍉ 民事 に おい て も証拠 能 力 の制 限 の あ るア メ リ カ法 の もとで ,

電磁 的 記録 か ら再 生 さ カ た もの の証 拠 能 力 を制 定法 上 認 め てい る場

合(注1)だ け でな く,そ うで ない壕 舎 に も(注2),そ の証 拠 能

力 を認 めた判 例 が あb,学 説(注3)も これ を支持 してい る こ とに

注 目 すべ きで ある。 ま た イ ギ リス では コ ン ピュ ー タに よって 作成 さ

れ た文書 の証 拠 能 力 につ い て詳細 な 規定 が あ る(注4)。

・(注1)ネ ブ ラス カ州最 高 裁1965年2月5臼 判 決

(V.コ ン ピュ ー タ と法 律〆53頁tt'判 例1")

(注2)ミ シ シ ッ ピー州最 高裁1969年4月21日 判 決

(V.コ ン ピュー タと法 律,67頁"判 例2")
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(注3)

(注4)

R・N・ フ リ ー 、ド著 「主 拠 」

(V.コ ン ピ ュ ー タ と 法 律,43頁 に 邦 訳 が あ る)

CivilEviden(ieAct

(「EDP会 計 を め ぐ る 諸 問 題 欧 米 に お け る 実 態

調 査 と わ が 国 の あ9方 一一一口一]75頁 以 下) ●

2.刑 事上 の証 拠 能 力

刑 事 につ い ては刑 事 訴 訟法323条 に お いて 「商 業帳 簿,航 海 日

誌,そ の他 業 務 の通 常 の 過程 にお い て作成 さ れ た 書面 」 は 証拠 能 力

が認 め られ てい る(同 条2号)。 そ こで 電磁 的 記 録 に保存 さ カた会

計 帳 簿 は,書 面 とは い え な い が,営 業 の通 常 の過 程 で作成 され た も

の で あ り,そ の証拠 能 力 を認 める こ とが で きる で あろ う。 ま た電 磁

的 記録 か ら プ リン トア ウ トされ た もの も,「 営 業 の通 常 の過程 にお

い て作 成 さ れ た 」電 磁 的 記録 をそ の まま プ リン トア ウ トした もの で

あるか ら・そ の証拠 能 力 を認 め る の が相 当 で あ る が そ の 書 面 が 電

磁的 記 録 か ら忠実 に プ リン トア ウ トされ だ もので ある こ とは,自 由

な証 明 に よ り立 証 す れ ば足 り るで あろ う。

なま",プ リン トア ウ トさ れ た 書面 は,そ れ が電磁 的 記録 を正確 に

再 現 した もの で あ る 旨 の管 理 者 の保 証 が ある と きは,そ れ は刑 訴 法

323条3号 の 「特 に信 用 す べ き 情況 の下 に作成 さ れ た書 面 」 と し

て証 拠能 力 を認 め る ことが可 能 で あ る。 した が って この点 につ い て,

特 に立 法 の必要 は な い と考 え られ る。

■
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W文 書等 に関す る罰則規定 との 関係

●

(1)刑 法259,261条 との関 係

プ リン トア ウ ト した もの を毅 案 ずれ ば,そ れ が権 利義 務 に関 す る

他 人 の文 書 に該 当す る と きは,刑 法259条 が 適用 され るで あろ う。

電磁 的 記 録 自体 を損 壊 しだ場 合 に刑 法259条 を適 用 す る こ とは理

論 上 不可 能 とはい え ない が,刑 法261条 が 適 用 され る と解 す る方

が穏 当 で あろ う。 電 磁 的 記録 を抹 消 しだ場 合 に も,そ の もの の効 用 ・

を害 す る に い た った も の と して,上 と同 じよ うに刑 法261条 が適

用 さ れ るで あろ う。

⑯

令

(2)刑 法159・ 一・.161条 との関 係

プ リン トア ウ トした もの に変 造 を加 え ま た は変 造 しだ 文書 を行 使

しだ場 合 に は,刑 法159条2項3項 お よび 刑 法161条 の適 用 が

あ る と考 え られ るが,電 磁 的 記録 を うつ しか え てそ の 内容 を偽 った

場 合 に これ らの規 定 の適 用 が あ る かは問題 で ある が,こ れ を認 め る

余地 もあ る と考 え られ る。 そ の場 合,も との電磁 的 記録 を うつ しか

え る際 に,も との記 録 に作為 を加 え て それ と異 な る内容 の電 磁 的 記 録

録 を作 成 した と きは,偽 造 に該 当 す る と考 え られ る。

なお,プ リン トア ウ トす る権 限 の ない者 が 行 使 の 目的 で勝 手 に プ

リン トア ウ トした場 合 には,そ の プ リン トア ウ トの内容 のい かん を

問 わず,偽 造 に該 当す る。
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(3)商 法498条1項19号,破 産 法 ろ74条5号4号,

会社 更 生 法290条1項5号 と の関 係

これ らの 規 定 にお け る 「株 主 名 簿 」「社 債原 簿 」 「帳 簿 」 「商 業

帳 簿 」等 に つ き電磁 的 記 録 に よる作成 ・保 存 を認 め だ場 合,電 磁 的

記 録 自身 が 「株主名 簿 」等 に該 当す る と考 え られ るので,上 述 の 規

定 につ き特 に改 正 す る 必要 は ない と考 え られ る。

'

φ
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1・ 税 務 行 政 と今 後 の 方 向

ウ ィ リ ア ム ・H・ ス ミ ス

a税 務 行 政 に お け るコ ン ピュ ー タ

1967年,合 衆 国 内国 歳 入 庁 はEDPマ ス ター ・ファ イル ・シス テ

ムの全 国 的規 模 に わ た る 設備 を完 成 した05年 間 に わ た る各地 方単 位 の

納 税 者 の報 告 書 を研 究 した成 果 が ここに 結 実 したoマ ス ター ・フ ァ イル

そ の もの には 納税 者 の納税 申告 書 の3か 年 の記 録 が 収 め られ て お り,ま

た合 衆 国 に おけ るす べ て の個 人 方 らび に企 業 の勘 定 の 状 態 が示 され て い

るo

この シス テ ムを設 計 した主 要 な 目的 は,第1に 報 告 済 の納 税 デ ー タの

検 証 を容 易 に行 な うこ と と,第2に 納税 申告 書 の個 別 処理 の方 法 で は な

くむ しろ一 括 ・集 中処理 に よる方法 を備 え る こ と,第3に 過 少 申告 あ る

いは過 少勘 定 を組織 的 にか つ完全 に チ ェ ックす る こ と,第4に 監 査 証査

技術 の改 善 の ため に コ ン ピュー タ の計 算 処理 能 力 を利 用 す る こ と,第5

に給 与 ・配 当 ・利「ト等 の支 払 者が提 出 す る支払 調書(information

returns)と そ れ らに関係 した納 税 申告 書(taxreturns)を 付 け合 わ

せ る仕 事 の単純 化 をはか る こ と等 が あげ られ る。

この シス テ ムに おけ る情 報 の流 れ は 地方 国税 局 での納 税 申告書 の受 領

か ら始 ま るoま ず予 備 的 宏 スク リー ン と必 要 な照 査 に よる申告 書 内容 の

確 定 を行 な っ た後,一 定 の情 報 が編 集 され,磁 気 テー プに 記録 され る○

そ の後,記 録 され た デ ー タは地 方 国税 局 の コン ピュー タ に よっ て厳 密 に

(math・ematicalbう 照合 され るo必 要 な修 正 等 が これ らの テ ー プ に行

なわ れ る と,こ れ らの テー プは ウエ ス ト ・バー ジ ニ ア,マ ー チ ィ スフ ル
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クに あ る ナ ショ ナル ・コ ン ピュー タ ・セン ター に送 付 され,そ こで マ ス

タr-・ フ ァ イル に転 記 され,保 存 され る こ とに な るoこ の時 点 で コ ン ピ

ュー タ ・シス テ ム な らびに マ シ ン ・プ ログ ラムが デ ー タ に作用 す る。 も

し,納 税 申告書 にお い て税 の 還付 が要 求 され て い る と した ら,還 付 金額

記載 小 切手 の発 行 前 に,こ の シス テ ムは 当該 納 税者 が この還付 金 と相 殺

すべ き税 負 担 を持 つ か ど うか を決 定 す る こ とに なる。 ま た も し,納 税 申

告=書が予 定 納 税 書 で ある と した ら,コ ン ピュー タは 自動 的 に4分 の1期

分 の納 税 告 知 書 を準 備 す る ことに なる で あ ろ うo不 正 申告 の チ ェ ック な

らび に申告 書 の監 査証 査 もコ ン ピュー タに よっ て行 なわ れ てい るo年 度

末 に,コ ン ピュー タは納 税者 が受 け とるべ き納 税 報 告書 を決 定 し,さ ら

に これ らの報 告書 の包 み を正 確 に分 類 して 郵送 され るべ き宛 先 を も準備

す るo

合 衆 国 内国歳 入 庁 は コン ピュー タを 他 の い ろい ろ な 目的 に も用 いて い'

るoそ の うちの主 要 な もの と して は,歳 入 な らびに 国富 統計 の 編集,税

法 の改正 が歳 入 に及 ぼ す影 響 の予 測,納 税 者 の意 識測 定,法 律情 報 の集

積 等 が 上 げ られ る で あろ うo

●

bテ ープによ る申告書の提出
β

合衆 国 内国 歳 入 庁 は磁 気 テ ー プ に よる納 税 申告書 の提 出を現 在 は考 え

てい ない が,給 与 等支 払 調 書(様 式W-2,1099な らびに1.087)

につ い ては磁 気 テ ー プ に よる提 出 を この数 年来 受 け つ け て い るo計 算 機

を用 い て い る給 与 ・配 当 ・利子 等 の支 払 者 は この形 式 に よる調 書提 出 を

便利 で あ りか つ経 済 的 で あ る と考 え て い る01968年 には3,500万
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以 上 の給 与 等 支 払 調査 が この よ うに して提 出 さ れたo

ペ ー パ ー に よる給 与 等 支払 調 書 の代 りに磁 気 テー プで これ を提 出 す る

場 合 の 必要条 件は,1966年7月25日 付 内国 歳入 庁 規 則66-22

に定 め られ てい るo一 般 的 にそ こで必要 とされ る条 件 は テー プ提 出 を で

き るだ け簡 単 に行 な え る よ う配 慮 され て い るが,し か し提 出テ ー プ が 内

国 歳入 庁 に よっ て現 実 に使 用 し うる こ とを保 証 す るた め に も,提 出 は歳

入庁 の認 可 を要 す る。 あ る場 合 に おい て は,歳 入庁 規 則 をす べ て満 た さ

ない 内容 で あっ て も認 め られ るo

テー プに よ る給 与等支 払調 書 提 出の 申 請書 は地 方 歳 入局 の サー ビス ・

セ ン ターの管理 者 あ て送付 され ねば なら ない こ とが定 め られ て い る
。

c申 告書の分類 と区分

■

8

予 算 に よる制 約 か ら,歳 入 庁 は毎 年 提 出 され る数 百 万 とい う納 税 申告

書 のほ ん の一 部 しか調 査 す る こ とが で き ないo納 税 者 の納 税 意 識 を高 め,

さ らに人 的 資源 を よ り効 率的 に発 揮 す るた め に,歳 入 庁 は重 要 な 申告 ミ

ス を含 む 可能 性 の大 きい納 税 申告 書 を確認 し うる電子 的方 法(electru→

nicmethod)を とる こ とに 踏 み 切 った。

1963年 以 前 には,申 告 書 の仕 訳 け は経 験 の あ る地 方 歳 入 局 に よっ

て行 な われ て い たoこ の よ うな人 間の手 に よる方法 は 非常 に多 くの経 験

の ある税 務 調査 官 を必要 とし,さ らに 申告 書 選 択 の 基準 が不 統 一 に な っ

て い た。 他 方,機 械 化 に よる方 法 を導入 した初 期 に お い てす ら,あ ま り

に多 くの 申告書 を機 械 にか けす ぎた た め 多 くの費用 を 必要 と した し,ま

た重 要 な税 の 申告 ミスの ある 申告 書 の調 査 に集 中処 理 を な しえ なか っ たo
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(初 期 の機 械 化 の 時期 に おい て は機 械 に よる第1段 階 で のス ク リ「一ンに

続 い て,第2段 階 で人 間に よ るス ク リー ンが 必要 とされ たo)

機 械 に よる分 類 の効 果 を あげ る こ とを 目的 と して,1965年,申 告

書 選 別 の科 学 的 方 法 の開 発,特 に選別 機 能 分 析 に 関す る技術 開 発研 究 が

始 ま った。 そ の結 果,申 告 書が マス タ ー ・フ ァイル を通 して処 理 され る

・に従
って 重要 な税 額変 更 の可 能 性 を 多分 に含 む 申告 書 を チェ ック し うる

選 別機 能 の技術 が 開発 され たo

納税 者1意識 測 定(TaxpayerComplianceMbsurelnent)プ ログ ラムに よ

っ て集 め られ た証 査 デー タを用 い るこ とに よって,申 告 書選 別 機 能方 法

は,納 税 申告 書 に よっ て報 告 され た 情報 につ い て の相 対 的 な重 要 度 を明

確 に識 別 し うる よ うに なった○ こ こで の重 要 度 と納 税 者 の情 報 を結 びつ

け,多 くの 申告 ミス を含 む 申告 書 と申告 ミス がほ とん どない か あ るい は

ま った くない 申告 書 と を コン ピュ」 タに区別 させ る 申告 ミス予 想 リス ト

を作 成 す る こ とが で きる よ うに なっ たc異 っ た階 層 の相 異 った 申告書 に

対 しては そ れ に応 じた 異 っ た プ ログ ラムが 適用 され る こ とに よ り,も っ

とも緻 密 な納税 申告 書 まで も証査 の ため に見 分 け られ る ことに な った。

内 国歳 入 庁 は現 在 申告 階層 別 の選 別機 能 プ ログ ラム を準備 しつ つ ある○

これ が完 全 に行 なわれ る よ うに な る と,第1に 納税 申告 書 の大 量 の調査,

第2に 低 コス トでの 申告 書分 類,第3に 納 付 税 額 変更 を行 な う納 税 者 の

著 しい減 少,第4に コ ン ビ=一 夕移 動経 費 の一 単位 あftptの コス ト減 等

を行 なえ る新 しい シス テ ムが期 待 し うるで あろ う。
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d税 モデル

提案 さ れ てい る税 法 の 効果 の評 価 と税 収 入 の測定 の ため迅 速 か つ正 確'

な技術 を必 要 とす る財 務 省の要 請 に応 じる ため,合 衆 国 内 国歳 入庁 は納

税人 口の統 計 的 モ デ ル を開 発 した。

個 人 所 得 に関す る税 モ デ ル(TaxMbdel)は1.0万 人 を越 え ない階 層

別 サ ン プル で機 械 に読 み と らせ る こ とが で きるか た ちの デー タ よ り成 っ

て い るoそ れ は合 衆 国 のす べ ての納 税 者 を統計 的 に示 す こ とが で きる よ

うに配慮 され てい るoま た このデー タは 総 合的 な コン ピューータ ・プ ログ

も

ラムの ある グ ルー プ と結 び合 わ され て い る。 との個 人 納税 者 の た めの税

モデ ル は 非常 な有効 性 を示 して い る の で,内 国 歳 入 庁 は他 の納 税者 の分
.

野 に も この考 え を広 げ た○ 個 人事 業 主 な らび に法 人 企 業 の た め の税 モ デ

ル につ い ては 前 者 は1964年 の 申告 書 か ら,後 者{(つ い ては1966

年 の 申告 書 か ら開発 され たo

税 モ デ ルの 開 発 に よって,税 率 の 全 般 的変 更,免 税,控 除 な らび にそ

の他 の変 更 が 収 入 金額 や税 配分 に及 ぼ す影 響 を予 測 す る こ とが 容 易 に な

っ た01964年 の歳 入法 改正 の 沿革 は,広 範 囲 の法 律変 更 に際 して税

モデ ルに よって容 易 に課 税 の査 定 が な され た適 切 な例 とい うこ とがで き

よう。 税率 変 更 に加 え るに,こ の 改 正 では,療 養 費 免税,医 療 費 控除,

配当所 得控 除,退 職 所 得控 除 な らび に基 礎控 除 に つ い て 配 慮 が な さ
'

れ たo

この税 モデル は,源 泉 徴収 済 所 得 税 と実 際 の税 負 担 額 をよ り一 層一 致 さ

せ る よ うな源 泉徴 収 制 度改 善 の諸 提 案 を検討 す る際に ,さ らに利 用 し うる
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と考 え られ るoす で に200以 上 の 税 モ デル に わ たっ て,納 税 者 の 各階

層 別 源 泉徴 収 の変 更 が与 え る諸 影 響 を検討 す る た め コ ン ピュー タの シ ミ

、=V－ ト作 業 が 行 なわ れて い るo

税 モデルは,税 務 行 政 の諸 目的 の た めの調 査 ・研 究 用 具 と して の価 値 に

加 うるに,そ れ に よっ て一般 的 な経 済 的調 査 のた め の微 視 的分 析 の 技術

を適 用す る と とが可 能 に なっ たo事 実,こ の モ デ ルか ら農 務 省,商 務 省,

そ の他 政 府各 省 のた め に 多 くの資 料表 が作 成 され てい るo個 人 の 納税 者

の税 モデ～レの コ ピー は,納 税 者 の個 人 名 等 を除 いた 上 で ,民 間 調 査機 関

が購 入 し うる便 宜 がは か られ て い る。

■

●
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2.証 拠

ロ イ ・N・ フ リ ー ド

コ ン ピュ一 夕 ・シス テ ムの記 録 は ,外 観,型 拾 よび内 容 にお い て,伝

統 的 な記録 と 著 し く 異 な るの で,コ ン ビ ・。一 夕の使 用 に よ り,証 拠 の

許容 性 お よび立 証 の 技術 に関 して 興 味 の あ る問題 が提 起 され て い るoコ

ン ピュー タ ・シス テ ムは.ま た 記録 保 存 の た めに い ろ い ろ な要 件 を充 た

す こ とが必 要 と なるo本 章 は,法 律 家 が実 務 に お い て 出会 うで あろ うタ

イ プの問題 を 紹介 し,そ れ に対 しい か に して解 答 が 見 出 され るか を示 唆

しよ うとす る もので あ るo

コ ン ピュ ー タに関 連 す る証 拠 上 お よび立 証 上 の考 察 は,次 の よ うに分

類 され る。
注1)

営業,記 録 に 関 す る規 則(.busineiSsrecordsrule)ま た は商

業 、噸 規 則(、h。pb。 。k,ul52Lも とでの 許 容 性

裁判外 の許容 としての許容性

融 証 拠 の 原 則(、 。,,。,。i、。。。e,。1ぽ)唖 用 の可 能 性

コ ン ピュー タの操 作 を通 して の情 況 証 拠

コ ン ピュー タ記録 の発 見

鑑 定 人 の助 力 に よっ て使 用 さ れ る場 合 の コ ン ビュー の役 割

記録 保 存 に つい て の考 察 には.充 さ なけ れ ば な らない 要 件 の 問題 と法

律上 の本 質 的 で ない 負担 の 除去 の 問題 が含 まれ るoこ れ らの点 の そ れぞ

れ につ いて,こ の論 文 にお い て次 々に取 扱 うこ とにす るo
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a営 業記録 に 関す る規 則(BusineSsReCordsRUIe)

伝 聞 証拠 禁 止 の規 則 の例 外 として の営業 上 の記録 に含 まれ る文 書 とい

う表 現 が,さ い わい に も非 常 に一 般 的 な⑳ で(た とえば28U,S,G§

1732(a),§20ftheUniformBusinessRecordsasEvidenceAst

andRulesland63(13)oftheUniformRlllesofEvidence),コ ン

'
ピュ一 夕 ・シス テ ム に よ る新 しい タ イプの 記録 は,形 式 の 問題 と しては,

この よ うな有利 な取扱 い を受 け る資格 を与 え られ るoそ れ らは 「記録 」

で あ るが,大 部 分 の場 合 は,同 時 に会 計 「帳 簿」 で もあ るoコ ン ピュー

タの記 録 は,行 動 や事 件 の な りゆ きを十 分 に綿密 に記録 して お り,ま た

営業 の通 常 の 過 程 で使 用 され て い るの で,信 頼性 の テ ス トに合 格 して お

り,し たが っ て,肉 眼 で容 易 に読 む こ とが で きない とい うだけ の理 由 で,

営業 上 の記 録 と して有 利 な取 扱 を 受 け る資格 を奪 われ るべ きでは ないo

そ れ故,か か る記録 は,そ れ を保 存 してい る会社 がそ の内容 の真 実 性 を

立 証 す るた め に用 い る こ とが で きて しか るべ きで あるo

特 殊 の機 械 に よって読 む こ とが で きる言 葉 で あ らわ され てい る記 録 は,

裁 判 官 や 陪審 員が 読 む こ とが で きな いか ら,直 接 に証拠 と して 用 い る こ

とが で きない とい う事実 は,真 の 障害 では ない。 普 通 に読 め る よ うな言

葉 に プ リン トア ウ トされ た ものは,マ グネ ティ ック ・テ ー プ,デ ィス ク,

ドラ ムそ の他 の新 しい媒 体 に よる記 録 を法 廷 で容 易 に使 用 し うる よ うに.

す る もの で あっ て,機 械 的 に作 成 され た複 製 物 で ある6訴 訟 の た めに 特

に 作 られ た これ らの プ リ ン ト ア ウ トは,.利 用 す る こ との で きな い新 し

い タイ プの記 録 の代 替物 と して証 拠 と して採 用 され るづ きで あ る。 似 か
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よ っ た も の を あ げ る と す れ ば,外 国 語 の 通 訳 者 ま た は 翻 訳 者 が 適 当 な 先

例 で あ るoコ ン ピ ュ ー タ ・ シ ス テ ム の 印 刷 機 は 本 質 的 に は 機 械 化 さ れ た

翻 訳 者 で あ るo

'以 上 の 提 案 は す で に 裁 判 上 も 採 用 さ れ て い る
oTransportIndemrrity

注4)

Cb.viSeib178Neb253,132N.W2d871(1965)(判 例1)(判

例2)は ま さ に そ の 適 例 で.あ る 。LoUisville&NashviHeR.cR.

Co.v.KnoxHomesCorp・,343F.2d887・896(CA-519'65)

に は,同 じ よ うな ア プ ロー チ が 連 邦 裁 判 所 で も 多 分 期 待 で き る セ あ ろ う

こ と を 示 し て い る 。

必 要 な ご ど で は な い が,州 法 の な か に は,コ ン ピ ュ ー タ 記 録 が 通 常 と

異 な る 形 式 に も か か わ ら ず そ の 許 容 性 を 明 確 に 確 認 す る も の も あ るoた

と え ば デ ラ ウ エ ア ー 般 会 社 法224条 は そ の 例 で あ るo

b裁 判 外の許容

⑨

●

肉 眼 では読 む こ との で きな い新 しい 形式 で あ る コ ン ピュー タ記録 が,

プ リ ン トア ウ小 を 通 して,裁 判 上 の 記録 に取 り入 れ られ る証拠 とす る

こ とが で きる以上,こ の よ うな記 録 は 裁 判外 で も許 容 され る もの と して

認 め られ るべ き もの で あ るoコ ン ピュー タ ・シス テ ムは,会 社 が い ろい

ろ な情 報 の処 理操 作 を,人 手 に よっ て では な く機 械 に よっ てす るた めに

設 定 す る もので あ るか ら,機 械 に よっ て発 生 した 情報 につ い て は,そ れ

らが会社の利益に反す るもので も,権 限の ある従業員 に ょって作成 され

た報 告 書 と同 じよ うに,こ の原 則 が 適 用 され るべ きで あ るo
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C最 良証 拠 の原 則(BestE▼idenceRule)

最 良証 拠 の原 則 が あ る か らとい っ て,コ ン ピュー タ記 録 に よる こ とが

阻 止 され るべ き では な いo通 常,こ の原 則 は 営 業上 の記 録 には 適 用 され

ない。 この ことは,た とえ ば 捺 印証 書 の よ うに,正 確 な 内容 の 書面 が発

行 され て い る場合 に は適 当 で ある。 そ の書 面 が 機 械 の 中 に組 入 れ られ て ・

い る場 合 に は一 一この よ うな状 態 は 今 日は 非 常 に稀 な こ とで あるが}一 一,

その プ リン トア ウ トされ た もの は,も しす べ て の記 録 され た 資料 が再 生 ・

され た と い う保 証 が あ る場合 に は,そ れ らの書 面 を裁 判 上 の記 録 と して

提 出す る のに も っ と も よい 伝達 物(vehicle)で あ る。 こ こで も,翻 訳 ・

との類 比 が適 当 で あ る。

曽

dコ ン ピュ ー タの操 作 を通 しての情 況証 拠(circunstancialprOOf)

による立証

コン ピュー タ ・シス テ ム の企 画 者 は,ま す ます ,伝 統的 な記録 な しで

す ま せ る よ うに なっ て い るo多 くの場 合,機 械 シ ステ ムに よれ ば,形 式

的 には 分 れ て い るい くつ かの操 作 を統 合 す る ので,中 間記録 を作 る必要

が ないoか っ ては 通 常書 面 にあ らわ され て い た事 実 で あ って,現 在 で は

書 面 に あ らわ され て い ない もの の立証 は,多 くの場 合,情 況証 拠 に よっ

て十 分 にす る こ とが で きるoこ の よ うな 情況 証拠 に よる立 証 は,二 つ の

方法 の ど ち らか です る こ とが 可能 で あ るo一 つ は プ ログ ラム*"よ び特 定

の イ ンプ ッ トを実 際 に再 現 しで ア ウ トプ ッ トされ た もの の うち疑 問の あ
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る部 分 の 動 きを複 製 す る ～二とが で きれ ば,そ の方 法 で あ るoそ こで は,

は じめ の動 き と同 じで なけれ ば な らず,ま たそ の こ とが 立証 され な け れ

ば な らないoも う1つ の方 法 は,ア ウ トプ ッ トの うち疑 問 の あ る部分 の

プ ログ ラ ムお よび イ ン プ ッ トを資格 の ある者 に よっ て検 査 す る こ とが で

きる場 合 には そ うす る こ とで あるo

コ ン ピュー タの 高度 な正確 性 か らみ て ,こ の よ うな情 況証 拠 に よる立

証 は,人 間 の行 為 を含 む立 証 よ り も,も っ と説得 性 が あ る こ とを認 め る

べ きで あ るoそ して,こ の タ イ プの立 証 を 試み るに 際 して は ,法 律 家 は,

機 械 的蓋 然性 に関 して コ ン ピュー タの専 門家 に よる証言 を受 け る用 意 を

す べ きで あるoさ い わ い に も,そ の蓋 然 性 は通 常 非 常 に大 きい の で,実

際 の 困難 性 は提 起 され な いで あ ろ うo

注6)
eコ ン ピュ ー タ記 録 の 開 示(disco▼ery)

◆

●

嬬 鯵 証 人召 輪 状(,ub,。ena,dnces,ec講7]、 た 、る 。 と も含 ・

め て,訴 訟 の相 手 方 ま た は第 三 者 に対 して事 実 ま だ は文 書 の発 表 を要 求

す る とい う問題 にお い て,新 しい 形式 に よる記録 が 存在 す る可 能性 の あ

る こ とを承 認 す べ きで あ り,か つ,要 求 され る記 録 の形 式 を明 確化 す べ

きで あるoい くつ か の事 件 にお い て,機 械 に よっ て読 む ことの で きる資

料 が ・ コ ン ピュー タに よる,よ り容易 なより経 済的 な分 析 の ため に,伝 統 的

な書 面 に よる記録 と と もに,ま たは そ れ に代 っ て散 せ られ るか も しれ な

いoそ れ に よっ て,機 械 に よっ て読 み うるパ ンチ カー ドに転 換 す る とい

う手 続 は避 け られ るで あろ うo他 方,要 求 した当 事 者 が コ ン ピュー タ記

録 を利用 す る こ とが不 可 能 な場 合 には,読 む こ との で きな い 記録 が 作 ら
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れ る と い う危 険 が あ るo

弁 護 士 が 肉 眼 で 読 む こ と が で き る 記 録 を 要 望 し た の に 対 し て,新 し い

コ ン ピ ュ ー タ 記 録 の み が 利 用 可 能 だ と い う主 張 を 受 け た 場 合,弁 護 士 は ,

伝 統 的 記 録 を 保 存 し な か っ た の は,会 社 が コ ン ピ ュ ー タ ・ シ ス テ ム を 利

用 し て 経 済 的 利 益,そ の 他 の 利 益 を は か っ て い る の だ と い う理 由 で,こ

ち ら が 費 用 を 負 担 し な い で プ リ ン ト ア ウ トす る こ と を 主 張 す る と と が

で き る で あ ろ うo他 方,も は や 必 要 の な い 記 録 を,た ん な'る 法 律 関 係 の

相 手 方 の 必 要 の た め に 作 る こ と が 要 求 者 が 費 用 を 負 担 し 安 い か ぎ り は で

き な い と い う主 張 は,説 得 性 を 欠 く で あ ろ うoコ ン ピ ュ ー タ 記 録 の ブ リ

ン ト ア ウliを 求 め る 当 事 者 に 有 利 な 事 件 と し て,Local743.IAM

v.UnitedAircraftCorp,220F,Supp.19(DCCom.1963)

Aff'd337F.2d5(CA-21964),cert.denied380U.S.

908(196'5)留 捌3)が あるo・ ・…(中 略 一 訳 者)… ・・。

官

fコ ン ピュ ー タ計 算 に よ る分析

コ ン ピュー タに よる分析 か ら生 じた情報 は ,そ の分 析 を指 揮 した資 格

の ある鑑 定 人 の意 見 と して証拠 に採用 され るoこ の 目的 のた め に利 用 さ

れ た コ ン ピュー タは,本 質 的 には計 算機 械 と して役 立 っ て お り,こ れ が

なけれ ば,も っ と初 歩的 な機 械 の助 け を借 りて人 手 に よって な され て い

た'で あ ろ う操 作 を してい る○ そ れ に よっ て生 じた情 報 は,イ ン プ ッ トさ

れ た 資料 お よび操 作 技術 に つ いて の性 格 と妥 当 性 に関 す る知 識 を備 え た

者 が証 人 席 にい な い と,反 対 尋 問 に よっ てテ ス トすることは不可 能 で あ る。

◆

■
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●

'g記 録保存 の要求

利 用 し うる証 拠が 実際 に必要 だ とい うこ とに加 えて,コ ン ピュー タ化

を企 画 して い る特 定 の シス テ ムで保 存 しなけ れば な らない記 録 の種 類 は,

特 定 の制 定 法 ま た は政 令(通 常 特 定 の 産業 に適 用 され うる),権 威 ある

政 府 外 の 明細 書.契 約,ま た は 内国 歳入 庁 の監 査 手続 法 に よって 指定 さ

れ るか も しれ ないo通 常,コ ン ピュー タが利 用 可 能 に なる以 前 に採 用 さ

れ た 要件 の なか に は,新 しい システ ム に合 致 しない ものが あ り,そ れ は

社 会 に害 を与 え る こ とな しに 削除 す る こ とが で き るで あ ろ う し,機 械 シ

ステ ムは社 会 の利 益 を増 進 す る で あろ うo適 例 と して,病 院 に保 存 され

てい る患者 の 病気 の記録 が ある○ 病 院 資格 認 定 合 同委 員会 の 基準 は,多

くの 州 の厚 生 省 の規 則 と同 じ よ うに,多 分,同 一 性 の証 明 の た め だ ろ う

が,医 者 の署 名 を添 え る こ とを要 求 して い るoし か しなが ら,こ れ らの

記録 を,署 名 をす る ことの 不可 能 な新 しい媒 体 に よ り保存 す る こ とは,

よ り以上 の 改 善 さ れた病 気 の治 癒 と プ ライ バ シー が 約束 さ れ るo現 在 コ

ン ピュー タと両 立 し うる同一 性 確認 の方 法(た とえば 機 械 に よっ て読 み

うる浮 彫 りを施 した封 か ん紙(αnbossedwafers)な ど》を採 用 す るた

め の工 夫 に着 手 され つ つ あ り,成 功 の見 通 しは きわ めて 明 る い。

コ ン ピュー タ ・システ ム を ,伝 統 的技 術 に代 え て,記 録 保 存 のた め に

使 用 す る ことが いけ ない とい う理 由は存 在 しない よ うに 思 われ る。(明

確 な形 式 的要 件 が充 され るか ぎ り)。 そ れ に もか かわ らず,い くつ か の

州 で は(224条 につ い て前 述 した デ ラ ウェ ア 州 を含 み),特 別 に,会

社 に対 して,各 種 の検 査 の権 利 を尊 重 す べ き こ とを要 求 しな が ら,こ の
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よ うな変 化 を認 めて い るoこ の よ うなや り方 が,そ の他 の者 で も記録 を

コ ン ピュー タ で保 存 す る権 限 を もつ とい うこ とに ,疑 い を投 げ かけ る こ

との ない よ うに望 み た いo

注1)営 業 記 録 に 関す る規 則(businessrecordsrule)

営 業 記 録 の証拠 と して の取 り扱 い につ い ては,「 証拠 と して の

営 業記 録 に関 する 統一 法(theUniformBusinessRecords

asEvidenceAct)」 に規 定 が あ る。 そ の翻訳 は
,海 外EDP

実 態 調査 団報 告 書 に掲載 され る。

注2)商 業 帳 簿 蜆 貝lj(shopbookrule)

伝聞 証拠(hearsayevidence)は 証 拠 と して許容 され な い と.

い う原 則 の例 外 と して,歯 入 が営 業 の通 常 の過 程 で 作 成 した帳 簿

の原 本 は証拠 と して許容 され るとい う法 則

注3)最 良証拠 の原 則(bestevidencerule)

二 次的 証拠 に対 す る一 次的 証 拠 をbestevidenceと い う
。 す

な わ ち謄 本 の よ うな もの は二 次 的 証拠 と みな され るの に対 して原

本 は 一 次的 証 拠 とみ なされ る。 文 書 の 内容 を証 明す るには ,提 出

し うる か ぎ り原 本 を提 出す べ しとす る の が この 原 則。

か

注4)(判 例1)の 翻 訳 は 本 論 文 の 翻 訳 の 後 に掲 載 さ れ て い る 。 以 下

の(判 例)も 同 様 で あ る 。

注5)(判 例2)と し てHershelKingv・StateofMississipPi

forUseandBenefitofMurdockAcceptance

Corporation,,222So・2d
.393(1969)の 翻 訳 を 掲 載r

す る 。 こ の 事 件 は,本 論 文 に 引 用 さ れ て い る も の で は な い が,本
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論文 で取 り扱 われ てい る問題 に関す る最 新 の判 決 で あ る。

注6)開 示(discovery)

法 律 に よる保 証 の も とに,公 判 前記 当 事 者 が相 手方 また は第 三

者 か ら訴 訟 資料 を取 得 す る制度(竹 下 「discovery」 英 米法判

例 百選 ・ジュ リス ト254頁 参 照)。

注7)文 書 持 参 証人 召 換 令状(subPoenasducestec㎜)

令 状 に指定 した文書 を持 参 して 証人 と して 出頭 す べ し と命ず る

罰 則付 令 状。

なお,以 上 の英 米 法 上 の用語 の 意 味 につ い て は,高 柳,末 延編

「英 米法 辞 典」 に負 う ところが大 きい。
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〔 判 例fi〕 」

TransportIndemnityCompany
,

Appelleev.JohnSeib,Appellant

ImpleadedwithJohnSeib,,a/b/a

ShippersMotorExpresseta1.
,

Appellees,SupremeCourtofNebraska

Feb・5,1965.

保 険 契約 に基 づ き既 経 過保 険料(Premimlearned)請 求 の た め に,

保険業 者 に よ り堤 起 され た訴 訟。 ラ ンカ ス ター郡 地 方 裁 判 所 の ポー ク判

事は,原 告に 有 利 な判 決 を した の で,被 告 が控 訴 した。 最高 裁 判 所 の ホ

ワイ ト裁判 長 は,と くに以 下 の よ うに判 示 した。 す な わ ち,被 保 険 者 た

る トラ ック業 者 の た め に支 払 われ た賠 償額 お よび事業 が 受 け取 った 総額

の記 録 が電子 機 械 装置 に よ って 如 何 に して 作成 され か つ テ ー プで 保存 さ

れたか,ま た 契 約 に基 づ き既 経 過保 険 料 の総 額 が,か よ うな装置 に よっ

て,合 意 さ れた 形 式 に従 っ て,ど の よ うに計算 さ れ た か ,と い うこ とに

関す る保 険 会社 の取 締 役 経 理部 長 の証 言が あ った の で,営 業 記 録 法(

(BusinessRecordsLaw)(R,R,S,1943年 §25-12,109)

に よ り,テ ー プ の記 録 及 び 計算 を,証 拠 と して承 認 す る正 当 な基礎 が与

え られ た とい う判 決 で あっ た。

1証 拠370(4)

営 業 記 録 法 の 目的は,営 業 の通 常 の過 程 にお い て 作 られ,組 織 的 に 記
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入 さ れ た記 録 で あれ ば,こ れ を証拠 と して認 め,記 録 を最 初 に 記入 した

人 を 証人 と して確 認 しド所 在 を確 か め,出 廷 させ る必要 が ない とす る こ

とに あ る。(R,R,S,1943年 §25-12,109)

2証 拠376(1)

保 険会 社 の経 理 部 長 の証 言,す な わ ち,彼 の指 示 で,ト ラ ック運 送 に

従 事 す る被保 険 者 の た め に支払 われ た賠 償 金 の 記録,及 び事 業 が 受取 っ'

た金額の全額の記録が,電子機 械 装置 に より,ど のようにして作 成 され .か つ テー

プ で保存 され たか,な らび に,既 経 過保 険 料 が,い か に して,合 意 され

た方 式 に従 っ てか よ うな 電子 的装 置 に よ り計 算 され た か に関 す る証 言 に

よ り,営 業 記録 法 の もとで,か よ うな記 録 や計 算 の結果を証拠として認 め

るた め の十 分 な根 拠 が あ る とされ た。(R,R,S,1943年 §25-12,109)

3証 拠351,354(4)

営業 記 録 法 の 下で は,記 録 の特 別 な方式 な い し様 式 は タ 何 ら要 求 きれ

ないoま た,電 子 機械 装 置 に よ り作 成 さ れ,テ ー プに保 存 され た記録 は

そ れ が法 令 の要 求 を満 たす な らば,同 じ会 計 情報 や計 算 を記 録 す る会 計

帳 簿 ない し会 計記 録 と同様 に証 拠 と して許 容 され るo(R,R,S ,1943年

§25-12,109)
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4証 拠351

営業記録法は.,営 業の実体及 び職業 上の慣行 を,そ のまま裁判所へ持

ち込 め る よ うに考 慮 され た もの で あ り,こ の法令 につ い て ぱ そ の実 効 性

を破 壊 す る よ うな狭 い解 釈 が なさ れ るべ き では ないo

♂

5証 拠354(4)

被 保険 著 た る トラ ック業 者 の ため に,保 険会 社 に より支 払 われ た賠 償

金 の記 録,事 業 が 受け 取 った 金額 の 全 額 の 記 録 お よび電子 機 械装 置に よ

り作成 され,か つ テ「 ブで保 存 され,合 意 され た 形 式 に従 って,か よ、う

な機械鑓 に 抽 計算された結果発生 し概 経過保険料の記釧(つ き,

そ の情報 源,作 成 の 方法,時 期 が,営 業 記 録法 に も とづ き,証 拠 と して'

認め られ る こ とを正当 化 され る よ うな もの とされ た。

6証 拠356

電 子機 械 装 置 に よっ て テー プの記録 が作 成 さ れ,保 存 され,'か つ,そ

こでの情 報 伝達 とか計算 が営 業 の通 常 の過 程 で行 在 われ,か つ ,営 業 日.・

的 の みの た め に 作 成 されfい る場 合 には,テ ー プ の記録 か らめ再 生 が 訴i

訟 目的 の た め に な され た とい うこ とは,営 業 記 録法 にお ける 証拠 と して,

証 拠 能 力 を認 め る こ とを妨 げ な か った。(R ,.R,S,1943年 §25-・-12,109)
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7契 約99(1),175(1)

法は,両 当事者が 自分達 の契 約の趣 旨を理解 し,契 約 書の字句が示す

通 りの意 図を有 した もの と推定す るo

8訴 訟194(11)
、

概 して,契 約の解釈 に関 して,保 険契約で既経過保険料を請求す るた

めの訴訟で与 えられ る指示 とか,あ るいは両 当事者が契約の趣 旨を理解

している とい う推定 とかは,原 告の 立証責任 を果たす助 けになる ような

基本的 な事実 の存在に関す る推定 を宣言す る よ うな ,異 議の余地のある

ものではなか った。

9訴 答236(1)

裁 判 所 は.判 決 の 前後 を問 わ ず,正 当 性 を促 進 す るの に役 立 つ 限 り,

そ の状 況 の下 で適 当 な条 件 で,そ の 修正 が 本質 的 に請 求 や 防 御 を変 更 し

ない もので あれば,訴 答 の変 更 を許可 す る広 い 自由裁 量 を有 す る
。',

(R,R,S,1943年 §2.5--852)

10訴 答236(5)

約2年 間に亘った一連 の取引 に対す る保険契約 で,既 経過保険料を請
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求す る とい う本 質 的 に会計的 な 訴訟 に お い て,そ の訴 訟 の終 結 時 に至 っ て,↑

証拠に適応 す るよ うに金額 を変更す るとい う原告の請求 を許す ことは,

原 告 の請 求 の原 因 や 説 明 を変 更 しな い もの で あ り,又,自 由裁 量権 の 濫

用 で もなか っ たo(R,R,S,1943年 §25_-852)

●

裁判所によ る摘要

1.1943年R,,R,S,25-12,109節 に よれば ,行 為,条

件 あ る いは事 件 に関 す る営 業 記 録 は,以 下 の よ うな条 件 を満 た せば,

一証拠 能 力 の ある証拠 で ある
。 す なわ ち,保 管 者 ある い はそ の 他 の 資格

のある証人が.そ の 記録 の同 一 性 及 び作 成 の方式 につ い て証 言 し,か つ

そ の 記録 が 営業 の通 常 の過 程 で,そ の 行 為,条 件 あ るい は事 件 の発 生

時又 はそ れ に近 い時 点 で作成 され た場 合 で,さ らに裁 判 所 の正 当 な判

断 に よ り,当 該情 報 源,記 録 方 法 及 び作 成 時 点 が,証 拠 と して許容 す

る こと を正 当 化 す る ような もので あ る場 合 等 々で あ る。

2.法 令25-12,109,R・,R,S,1943の 日的 は,そ の記録を

当 初 に記 入 した 個人 を証 人 と して,そ の 同 一性,所 在 及 び製 作 した と

い う証 言 を必 要 とす る こ と な く,営 業 の通 常の 過 程 で組 織 的 に記録 さ

れ た もの を証 拠 と して 許 容 す る こ とに あ っ た。

3.記 録 の特 別 な様 式 な い し形 式 は,何 ら必 要 で は な く,又 電 子機 械 装

置 に よ り作 成 され,テ ー プ に保 存 され た 記録 は,法 令 の要 求 を満 た す

限 り,同 じ情 報 及 び 計 算 を記 録 す る会 計 帳 簿 な い し会 計 記録 と同様
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に証 拠 と して認 め られ るo

4.営 業 記録 法25・-12,「109節R,R,S,1943は,事 業 の現

実 と職業 上 の慣 行 を裁 判 所 に持 ち込 む こ とを意 図 した もの で あ るoし

たが っ て 同法 につ い て は,そ の実 効 性 を破 壊 す る よ うな狭 い解 釈 を し

て は な らな い。

◎

5・ 法は,当 事者達 が 契約 の趣 旨を理 解 し,又,・ 契 約書 の文 言 が示 す 意 図

を もっ て い た と推 定す るo

6.裁 判所は,判 決の前後 を問わず,正 当性 の促進に役立 ち,ま たその

状況 の下で適当 な条件 でそ の修正 が本格的 に請求ない し防御 を変えな

い場 合には,訴 訟手続 の修正を許す ことができるo

☆,.一

ネ ル ソン,ハ ー デ ィ ン グ&ア ク リー,チ ャー ルズF.!一 レン亨 チ 々

一 ル スJ .キ ン ボー ル,.リ ンカー ンが控 訴 人 代 理 で ある。

ペ リー&ペ リー リン.カー ンが被控 訴 人 代 理 で ある。 ホ ワ イ ト裁 判長,

カー ター,ス ペ ン サー,ボ ス ラフ及び ブ ラ ウワー判事
レ また ポ ロッ ク及

び シ ドナ ー地 方 判事 が本 件 に関与 した。 一;

ホワ イ ト裁 判長: 、

これ は 保険 料 請 求訴 訟 で あ る。

6,639ド ル46セ ン トの金 額 を原 告 に支 払 うよ う原告 勝 訴 の 陪審 員の判

決 が あ った た め,被 告 た る ジ ョン ・セ イブ が控 訴o

被 告 は 多 くの州 を ま た が って ト ラ ッ ク 業 を し て い た 。 原告 は遡 及

効 果 を有 す る保 険 契 約 を してい るoそ の契 約条 項 に も とづ き(証 拠 書類
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1及 び2),被 告は自分の毎月の収入総 額 の一 定 割 合 で計 算 され た だ け の前 払

保険 料 を支払 っ てい るoそ の保 険 は,対 人 傷 害,対 物 損 傷 及 び積 荷 責 任

を カバー して い る。 損害 が原 告 に報告 され れば,手 続 が 進 め られ て賠 償

金 が支 払 わ れ るo被 告 は損 害 発 生 状況 を四 半 期毎 に受 け るo被 告 は1,0

00ド ルに 達 す るま で損 害 額 及 び費用 の全 額 を支 払 い,原 告 はそ の超 過

額 を支 払 うo両 当事 者 に よ り合意 され た契 約 文 に依 れ ば,既 経 過 保 険料

は遡 及 して計 算 され る ご とに なっ て い るo他 の運 転 手(operator)の 引

き起 こ した損 害 は,計 算 の要 素 に入 れ ないo各 々の損 害 に,一 定 の検 証

費,間 接 費,税 金,手 数 料 及 び管理 費が 加 え られ る。 そ して正 味 の額 は,

既経 過 保険 料(earnedpremium)と して被 告 に賦 課 され る。 そ の金 額

は 各々の損 害について計算されるが,1,000ド ル以上にすることはできない。原告 は

損害 額の差額を支払 う。前払保 険料が損 害 額 を 超過 す る よ うな場 合 は,被 告

が払 い 戻 しを受け るo前 払 保険 料 が損 害 額 よ りも少 なけ れ ば,既 経過保 険

料と して被 告 は差 額 を 支 払 わ ね ば・な ら ない。 一ー一一保 険 契約 は いず れ

の 当事 者 か らで も、何 時 で も解 除 す る こ とが で き るo当 該 保険 は,19

60年4月 に加 入 さ れ,か つ1961年5月 に解 除 され たo

支 払 うべ き保 険 料 を確 定 す るた め に.カ リフォ ル ニ ア州 ロス ア ン ゼル

ス に本 社 が ある原 告 は,証 拠 書類14を 証 拠 と して提 出 した が,そ の書

類 は成 立 の基 礎 に 関 して異議 が 申 し立 て られ て い る。 そ れ を証 拠 と して .

受理 す る こと を許 可 した のは 誤 りで あ る と申 し立 て られ て い るo証 拠 に

よれ ば,書 証14の 性 格 な らびに これ を証拠 と して受 理 す る こ とを許 可

した根 拠 につ いて,次 の よ うな概 要 を把 握 で きるo書 証14は 電 子機 械

装 置 に よっ て作 成 さ れ,プ リン トされ た もの で あ るoそ れ は,原 告 の会

社 の取 締 役経 理 部 長 リー ラン ドS.ト ー マス の指 図 に よって作 成 され たo
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そ して,彼 の証 言 が書 証14を 証拠 と して許 可 す る根 拠 とな っ た もの で

あるo書 証14の 記録 は トー マス の管 理 保 管 の下 に あ るoそ の記録 か ら

得 られ た 公正 な結論 は,提 供 され た数 字及 び計 算 結果 が彼 の 個人 的 な知

識 の範 囲内 で 正 確 な 計 算 で あ る とい うこ とで あ るo直 接 尋 問 の結果,

この証 人,リ ー ラ 之 ド、S.ト ー マス は以 下 の よ うに証言 したo「 質 問

(ア ク リー氏 に よる)、.・=トー マス さん,書 証14は1.B.M.あ るい

はそ の他 の作 表 機 に よっ て計 算 され た ものか,お っ しゃっ て下 さ い。

答=こ れ らの計 算 は,機 械 に よっ て行 な われ ま したoそ れ らの機 械 は す

べ て電 子 計 算 機 ですo私 ど もは ,こ の よ うな保 険証 券 の様 式 に合 うよ う

に,ま ず 一定 の形 式 を用意 致 しま す,皆 さん が希 望 す る こ とが で きる よ

うに,い ろ い ろ の種 類 の保 険 が あ ります の で,一 定 の情 報 を機 械 に記憶

させ るた め に,一 定 の形 式 が 用 意 され なけ れ ば な りませ んoそ して,一

つ の ケー ス を選 びます と,そ の度 に,我 々はそ の ケー ス を機 械 に記憶 さ

せ ま すoそ うす る と機 械 は,保 険 料 を加 算 した り減 算 した り して計 算 の

作 業 を致 しA.すoＴ 度,簿 記 会 計 に よっ て 行 な われ る場合 に用 い られ る

手 段 と同 じこ とをす る訳 ですo私 ど もが形 式 を指 定致 します と,機 械 が

そ れ を計 算 しま して,テ ー プに すべ てを記 憶 致 しま すo

損 害 に 関す る情報 が機械 に打 ち込 まれ ま す と,機 械 がそ れ らを記 録 し

て,必 要 な方 式 で計 算 を致 します,そ して テー プにそ れ が記 録 され ,保

存 され ますo」 この 書 証 の 大 きい頁4頁 分 で各 々の事 故毎 に,日 付,運

転者 氏 名,事 故 の類 型(コ ー ド化 さ れ た もの),損 害 の額 及 び類型,保

険 約 款 に よっ て配 分 さft
,た経 費 及 びその 他 の情 報 が 記 録 され るoそ れちか

ら保 険 料 を計 算す る こ とが で き るo保 険 年 度 の間 に保 険料 に賦 課 され る

べ き支払 ず みの損 害 の総額 は,書 証14の 最 初 の2頁 に示 され てい るo
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、

支 払 われ た 前払 保 険 料 の額 が これ に記 録 され てい るo最 後 の4頁 に あ る

各 人 の 損害 記 録 は,1頁 及 び2頁 に あ る支払 義 務 の ある履 行 期 の到 来 した

保 険 料 の額 の 計算 を補 うこ とに な る01頁 及 び2頁 で,機 械 が保 険 料 に

配 賦 され るい ろい ろ な損 害 の全 額 を 出 し,そ れ を契約 の方 式(書 証1及

び2)に 合 わ せ,そ の 年 の支 払 義 務 の あ る保 険 料 の全 額 を計 算 し ,す で に

支払 わ れ た保 険 料 を控 除 し.そ して支 払 わ れ るべ き額 を示 すoそ れ は ,

通 常 の 営業 の過程 で行 なわ れ てい る簿 記 で ある。 そ れ は 四 半期 に1回 ,

被保 険 者 セイ ブに送 られ たoそ れ は累 積 的 な記 録 で あ るoそ の 情報 は テ

ー プva記 録 され
・ か つ何 時 で も機 働 ・・書 証14の よ う

.に一 定 の形 式 に

従 っ て現在までの支払われた損殼 離撤 及び支払われた保験料,お よび支払われるべ き

保険料を示す記録を再生することができる。 トーマスは,書 証14の 計算が,契 約 にお

ける被告Q保 険料と正 確 に一 致す る と証 言 した。この証 人F'一ーーマスは
,書 証14

の各 項 目につ き詳 細 な説 明 を したo彼 は 書証14に 示 され てい る損 害 賠

償 の 全 リス トを提 示 し,契 約 に従 っ て支 払 わ れ るべ き金 額 を計 算 して ,

これ らの鑑 と・翻14の 機械講 の結果 とを一致 させて経 た
。 こ

の証人 の証言は,魏14の 成立 の基礎 幽 三指 もの力嘉 どであるが
,

この 記録 の ・141頁 に及 ん で い るoそ の す べ て を要 約 す る こ とは で きな い
o

この記録 及 び 計算 は.原 告 の通 常 の業 務 執 行 の 一 部 と して為 さ れ た もの

で あ り.こ の 記録 の保 存 は業 務上 欠 くこ との で き ない部 分 を 占め て お り
,

また そ の記 録 は,被 告 の保険 契 約 とは 別 に保 管 され てい た こ とが 明 らか

で あるoこ の書証 に よれ ば,1g .60年4月1日 か ち1961年4月1日 に至

る保 険 年 度1年 間 に損 害賠 償 の た め に支 払 われ た 額 は ,39,828.50ド ル

で あるこ'とを示している。 契約 約 款 に した が っ て処 理 した結 果 ,既 経過 保 険

料 総 額1が10,301.45・ ドル で 前払 保 険 料 と して 被 告 に よ り3 ,046.18ド ル
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が支 払 われ ておb,赤 字 が2,069.03ド ルで,支 払 われ るべ き残 額 が

5,186.24ド ル で あ る。 同様 な ～二とを1961年4月1日 か ら1962年4

月に あては めて み る と,原 告 の 支払 われ るべ き額 が正味1,453.22ド ル

になb,総 額 で は6,639.46ド ルが 支 払 わ れ るべ きこ と に なる。 これ が

陪審員 の評決 の 結果 で ある。R,R,S,(1943年)25-12,109条 は

次の よ うに規 定 して い る。 即 ち 「行 為,条 件 あ るい は事 件 の記 録 は,以

下の よ うな要 件 を満 た す な らば,関 連 性 の ある限 りに おい て証拠 と して

許 容 され る。 す なわ ち,保 管 者 あ る いは 他 の 資格 を有 す る証 人 が,そ の

同一 性 とその 作 成 の方 式 につ い て証 言 し,か つ,営 業 の通 常 の過 程 で,

行為,条 件 な い し事 件 等 の発 生 時 あ るい はそれ に近 い 時 点 で 作成 され た

場合 で,さ らに裁判 所 の見 解 に よっ て,情 報 源,作 成 方 法 及び 作 成 時期

が,証 拠 として許 容 す る こ とを正 当 化 す る よ うな もの で ある場 合 であ るQ」

〔1〕 この法令 の解 釈 に当 っ て,当 裁 判 所 は,ヒ ギ ンズ対 ルー プ河 公 益 事

業 事 件 で次 の よ うに述 べ た(ネ ブ ラス カ159,地 方 裁判 所,549,

68N,W,第2版170頁)。 「この法 律 の 目的は,商 業 帳簿 が 伝 聞証・

拠 規則 の例 外 をな す とい う確立 され た原則 に基 本 的 な 変 更 を加 え る こ.'・

とに あ るの で は な く,営 業 の通 常 の過 程 で記録 を記 入 した個 人 を確 認

す る こ とな くそ の所 在 の いか ん を問 わ ず,か つ証 人 と して 出廷 させ る

まで も な く,組 織 的 に 記入 され た 記録 を 証拠 と して 許 容 す る こ と を認

め る こ とに あ るσ 」(下 線部 は強 調 した 部 分)。

〔2〕基礎 となる証 言(fundamentaltestimony)は,こ こで は法 令 に

従 う もの で あ り,前 述 の ヒギ ンズ事 件 で 述 べ られ た法令 の 目的 の範 囲

内 に 直接 に入 って い る。 テ ー プに記 録 した 損害 に関 する情 報 を 当初 提

供 した人 を証人 に立 て て,そ の 正当 性 をい う必 要 は なか った。
'被

告 は,ど の点 で この法 令 の 定 め る基 本 的 な要 件 に適 合 して い ない
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か を,我 々に指 摘 す る こ とに失敗 した。 同一 性及 びそ の作成 の 方式 お

よび営業 め通 常 の過 程 で作成 さ れ た とい うこ とは,十 分 に証 明 され た。

そ の意 味 合 や"同 一 性"の,完 全 に して理 解 し易 い 説 明 も為 され たo

我 々はそ れ を見 て,被 告 の 異議 は,書 証14の 重要 性 と信 頼 性 につ い

て のみ 触 れ て い るの で あ り,そ の証 拠 と しての 許容 性 につ い て で は な

いo書 証14は,被 告 に対 す る原 告 の受取 勘 定債 権 の記録 で あるoそ

れ は被 告 自身 に よって受 け取 られ た総 額と与 え た損 害 賠償 に 関す る報 告

を示 しえている。 それ は 電子 機 械 装 置 に 記憶 され,合 意 され た 形 式 で処

理 され,全 部 が通 常 の必 要 な営業 活 動 の一 部 と して処 理 され ,原 告 の'

会 社 の 記録 とな って い る。 そ の計 算 は,証 人 トー マ ス の証言 に よって

真 正 さ を証 され て お り,当 初 の損 害 額 と,受 け取 られ るべ き最 終 金額

の計 算 とが 一 致 してい たoこ の手 続 は,合 衆 国対 オ リボ事 件(3巡 回

裁判 所278,下 第2版415)で 承 認 され た もの と きっ ぱ り と適 合C

して い るoそ こでは以 下 の よ うに 判 示 して い るo「 証人 は 取 引 に おけ

る分 の み な らず,と くに文 書 を作 成 してい た そ の会 社 に おい て もパ十

分 に確立 して い る業 務 手 続 に つ い て証 言 したoこ の文 書 が,会 社 の記

録 を組 織 的 に き ちん と,適 時 に作 成 し,保 管 す るため の,会 社 の確 立'

さ れ た手 続 に従 っ て作 られ て いた た め に,この文書 には;す べ て真 正 で

ある との 証 明 が付 され て い るo」

〔3,4)記 録 に は特 別 な方式 も形 式 も必要 とされ ないo法 令 は 事業 の現 実

と職業 上 の慣 行 を裁 判所 に持 ち込 む意 図 を持 っ て い た。 そ こで法 令 は

そ の 明確 な実 効 性 を破 壊 す る よ うな狭 い解 釈 を しては な らな いo'(合

衆 国対 オ リボー(前 述))o

機 械 は,こ こで は営業 の通 常 の過 程 で,簿 記 会計 の仕 事 を遂 行 して
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い る。 書 面 の代 りに,情 報 や 計算 結 果 が テー プに保 存 され ,そ して い

つ で も再 生 され ・ プ リン トすること焚 きる・テープ に保 存 され 欄 録 は
,

原 告 の会 社 の事 務所 に毎 日入 っ て くる情 報 に基 づ いた,累 積 され た 記

録 を供 給 す るoそ してテ 一一ープは,各 々の被保 険者 の計 算 処理 をす るた

め に組 織 的 な手 続 に変 じて繊 に ㍗ プ 。 トさ旭 。

法 令 の条 文 に関 して,我 々は 次 の よ うな見解 を有す るoす なわ ち,

「情報 源,作 成 方法 及 び作成 時期 は,そ れ(書 証14)を 証拠 と して

許 容 す る こ とを正 当化 す る もので あ る。 」 そ うで ない と主 張 す る と
,

当 初 の損 害賠 償 の資 料 や 報告 を作 成 す る必 要が あ るが ダ.こ の場 合 は ,.

伝聞証 拠 の法 則 の厳 格 な適用 が あ って,多 分:承 認 さ れ 難 い で あ ろ

う。

⑲ 被告 には書 証14と 同 じ形式 で,し か も同 レテー プか ら作成 され た,

四半期 毎 の報告 力}送 られ たoそ れ は彼 の損 害 高 や経 費 支 出高 と支 払 う

べ き保 険 料 の計 算 とを示 してい たo原 告 との取 引期 間 中 ,被 告 は こ の

記録 の正 確 性 につ い て質 問 を発 しなか ったo書 証14は たん に これ ら

の 四半 期 ご との記 録 の累積 にす ぎないo原 始 資料 は,被 告 自身か ら提

供 され て い るo損 害 に対 す る支 払 額 や性 質 を尋 ね られ て い ないoこ の

状 況 は,文 書 の真実 性 と証拠 の 出所 を支 え る もの で あ カ,以 下 の よ う

な結論 を 導 き出す助 け に な るo「 情 報源,作 成 方法 及 び作成 時期 は,

そ れ を 証拠 と して 許容 す る こ上 を正 当化 す る もので あ る。・」(R,.R. ,S,

1943年25-12,109節)

被 告 は ヒギ ンズ対 ルー プ河 公 共 事業 の前 述 の事 件 を引用 して,書 証

14が この訴 訟 に 使用 す るた め に用 意 され たの で,証 拠 と して認 め ら

れ ない と主張 してい るo
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⑥ この主 張 は,本 質 を離 れ た形 式論 で あ るoテ ー プの記 録 か らの再 生

は(書 証14),訴 訟 の た め に作 られ た もの で あっ た。 しか し,テ ー

プの記録 や そ こに記 され て あ る情報 及 び計 算 は,営 業 の 通 常 の事 業活

動 の中 で ・ 営 業 目的 の み の ため に 作 られ た も の で あ る6被 告 の この 主

張 には,何 ら メ リッ トが ない0

9β〕 被 告 は第4の 指 示 を誤 りで ある と指 摘 して い るo第4の 指示 にお

い て,裁 判 所 は陪 審 員 に対 して以 下 の よ うに説 諭 したoす な わ ち,契 約

の解 釈 に 際 して,契 約 は全 体 と して解 釈 され ね ば な らな いoそ 亡で,「

両 当 事 者 は彼 らの契 約 の趣 旨 を理解 し,契 約語 句 が明 らか に してい る意

図 を持 っ て い る とい うこ とを,法 律 が推 定 す るo」 これ が実 体 法 の十 分

に確立された基本的 な言明 で あ る。(フ レン ツエ ル対 シー ブ ラン ト,161

ネブ ラス カ,505,73,N,W,第2版652参 照。)こ れは,法 の精

密か つ抽 象 的 な言 明で あ って,契 約 の意 味 と範 囲に つ いて,陪 審 員が決

定を下 す助 け とな る。 そ れは,過 失 の よ うな究 極的 な事実 の存 在 の推 定

を宣 言 した もの で は な い。 過 失 の推 定 は 立 証 の 助け にな り,裁 判 所 に対

して,か か る推 定 は覆 し うる とい うこ とを 言 明 す る ことを裁 判 所 に要 求

す る 場 合 が あ る か も しれ な い 。 ..・ ▲・。 裁 判 所 は

「推 定 す る 」 と1い う語 句 を 用 い た が,し か しそ れ は,原 告 の立 証

責任 を助 け る よ うに,事 実 の推 定 を創 設 す る意味 で用 い られ て い るの で

は なか っ たo推 定 と述 べ た こ とは,陪 審 員 に誤解 を与 え ない よ うに,用

語 は適当に借1限されている。 この被 告 の主 張 に は,何 らの メ リッ トもないo

〔9,10〕証 拠 に適 合 させ る よ うにす るた め,裁 判 所 は原 告 に対 して,裁 判 の

結了 に際 して,金 額 に関 して修 正す る こ とを許 したoこ れ は誤 り とされ

て い るoこ れ は主 と して保険 料 支払 の た め の経 理部 門 の事 件 で あ る。 保
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険 料 と して支 払 わ れ るべ き金 額 の総 額 に関 す る証 拠 は,訴 訟 に お い て

申 し立 て た額 と異 っ て い たoし か し,請 求 の原 因 は 変更 され て お らず,

ま た原 告 の場 合 には,主 張 を も変 更 され て い ないoお よそ2年 間 に亘

っ て一 連 の取 引 か ら生 じた請 求 金額 は,訴 訟 の最 初 の争 点 で あっ たo

裁判所は,正 当性 の促進のために,こ の件に関 して広い 自由裁量権 を

与 え られ てい るo～ 二～二で6,639.46ド ル とい う金 額 に証 拠 が 一致 す

るの で,単 純 に金 額 をそ れ に変 更 した にす ぎな い。 そ の修 正 は,適 用

条文(R,R,S,1943年25-852節)の 定 め る範 囲 内 で,「 本 質

的 に請 求 とか防 御 を変 え る もの で は ないoこ の被 告 の 主張 は メ リッ ト

が ない○

そ こで被 告 の 違法 の主 張 は支 持 さ れなか つた。 裁 判所 の 判決 は 正 確

で あ り,原 告 の 主張 が 容認 され る に至 った 。

〔原 告 の主 張 を認容 〕

`
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●

〔判 例2.〕

HershelKingv.StateofMiSs-

issippiforUseandBenefitof

MurdockAcceptanceCorporation

%.45315SupremeCourtofMi-

ssissippiA、pril21,1969

、

〔要 旨 〕

●

■

本 件 は,公 証 人 が 信託 証 書 に,信 託 的権 利 移 転 を確認 す る旨 の虚 偽 の

証 明書 を添 付 した こと を理 由 と して,公 証 人 お よびそ の保 証 人 を相 手方

と して提 起 され た訴 訟 で あ るoア ルコーーン郡 の衡平法裁判所裁判官FredP。

Wrightは,原 告 に有 利 な判 決 を下 した。 最 高 裁判 所(}illespieP.

判事 は,電 子 計 算 装 置 に よっ て保 存 され た営 業 記録 の プ リン トア ウ ト ・

シー トは,次 の こ とが 示 さ れれ ば ,そ れ らが当 面 の問題 に 関連 性 が あ り,

かつ重 要 で あ るか 紗(if・e1・v・ntandm・t・ ・i・1)
,営 業 の通 常

め 過 程 に おい て 情 報 を機 械 に イ ン プ ッ トした者 を確認 す る必 要 な く
,そ

の 所 在 を 問 わ ず,か つ 証 人 と し て 出 頭 さ せ る 必 要 も な く,証

拠 と して 許容 さ れ る とす る。 す な わ ち,計 算装 置 が 標 準 的 装置 と して認

め られ て い る もの で あ る こ と,イ ン プ ッ トが,記 録 され るべ き事 項 の発

生 した 時 ま たは そ の時 か ら合 理 的 な程 度 に 間 もない 期 間 内 に,営 業 の通

常 の過 程 で な され て い る こ と,お よ び情 報 源,作 成 方法 お よび作成 時期

が そ の信 頼 性 を示 す もの で あ り,か つそ れ を証 拠 と して許 容 す る こ と を

正当化 す る よ うな もの で あ る こ と,に つ い て基 礎 とな る証 言(funda-
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mentaltestimOn.y)が 裁 判]所 を 満 足 させ る もので ある とい う ことで ある。

控 訴 棄 却

'

WilliamL・Sharp,Corinth控 訴 人 側 代 理 人

Smith&Downs,Corinth被 控 訴 人 側 代 理 人

Gillespie裁 判 長

本 件 は,theStateofMississippifortheuseandben-

efitofMurdockAcceptanc奄Corporationに 有 利 で ・Hershel

Kingに 不 利 な ア ル コ ー ン 郡 衡 平 法 裁 判 所 の 判 決 に 対 す るHershelK-

ingか ら の 控 訴 事 件 で あ る 。 訴 訟 の 基 礎 は,信 託 証 書 に,公 証 人 がt'信

託 的 権 利 移 転 を 確 認 す る 旨 の 虚 偽 の 証 明 書 を 作 成 ・添 付 し た こ と で あ っ

たoKingは 公 証 人 で あ るo

問 題 点 は,(1)Murdockが 汚 れ た 手 で(uncleanhand)衡 平 法

の 救 済 を 求 め た と い え る か ど う か,12)公 証 人 の 作 成 し た 虚 偽 の 証 明 書

がMurdockの 損 失 と 相 当 因 果 関 係 に あ る(proximate)原 因 で あ っ

た と い う認 定 を 正 当 化 す る の に 十 分 な 証 拠 で あ っ た と い え る か ど うか,

(3)電 子 計 算 装 置 に イ ン プ ッ ト さ れ,ま た そ の 装 置 に よ リ プ リ ン ト ア ウ

トさ れ た 営 業 記 録 が 証 拠 と し て 許 容 で き る か ど うか で あ るoKingに よ

っ て 提 起 さ れ た も う 一 つ ∂ 問 題 は,意 味 が な く,議 論 に 価 し

な いo

Murdockは,自 動 車 お よ び 車 庫 の 販 売 に 従 事 し て い る 販 売 業 者 に 対

し て,条 件 付 売 買 契 約(conditionalsa!escontracts)を 買 い
1
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6

と る 方 法 で 融 資 を し て い るoSerlAndersonは,車 庫 の 販 売 業 者 で あ

り,Murdgckか ら 融 資 を 受 け て し(たoAndersonは 大 規 模 な 配 送 セ ン

タ ー を 経 営 し て お り,か つ 他 の 場 所 で は 代 理 人(agents)を 通 し て,

車 庫 を 販 売 し て い たoそ の 代 理 人 の 中 に ミ シ シ ッ ピ ー 州 のJohnH.Putt

ofCorinthが い たoMurdockは,Andersonか ら6個 の 条 件 付 売 買

契 約 を 買 い 取 っ た が,そ の う ち の2つ の 契 約 に は,PuttがAnderson

と 連 署 し て い たoMuidockは,Puttが,契 約 に 記 載 さ れ て い る 車 庫 を

取 返 し て い る と 主 張 し て い るoAndrsonは 破 産 し,Murdockは,putt

を 証 人 と し て 債 権 者 集 会 に 召 喚 し たoMurdockは,支 払 わ れ る べ き 全

残 額 が 約16,000ド ル に な る 前 述 の6個 の 契 約 に つ き,Puttが 責 任 を

負 うべ き だ と 主 張 し たo

債 権 者 集 会 が は じ ま る 前,Puttけ,Murdockの 自 分 に 対 す る 権 利

に つ き 解 決 案 を 提 起 し.も しMurdockが,破 産 手 続 に お1(てPuttを

証 人 と し て 召 喚 し な い こ と,6個 の 条 件 付 契 約 の 作 成 者(makers)を

追 求 せ ず,ま た 車 庫 を 取 戻 さ な い こ と を 了 承 す る な ら ば,Murdockに

対 し て11,000ド ル の 手 形 を 振 出 す と い う ご と を 約 束 した 。 こ の 解 決 案

の 一 部 と し て,Puttは,そ の 手 形 に,自 分 の 妻,お よ び 自 分 の 両 親 で

あ るJ.HarveyPuttとCaptolaPuttに 署 名 さ せ る こ と,な ら び に

そ の 手 形 をJ.HarveyPuttの 有 す る 財 産 上 の 信 託 証 書(adeedof

trust)に よ っ て 担 保 す る こ と を 約 束 し たoMurdockは,11,000

ド ル の 手 形 の 担 保 と し て 提 供 す る こ と を 提 案 さ れ た 財 産 の 価 値 を 調 査 し

た 後,こ の 解 決 案 に 同 意 し たo

そ こ で,手 形 と 信 託 証 書 と はMurdockに 交 付 さ れ,手 形 に はJohn

H・Putt,そ め 妻,J.HarveyPtittお よ びCaptolaPuttの 署 名 が
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な さ れ,手 形 を 担 保 す る 信 託 証 書 に つ い て は,HershelKingの 面 前

で 権 利 移 転 の 確 認 が な さ れ,HershelKingは 信 託 証 書 に,権 利 移 転

確 認 の 証 明 書(certificateofacknowledgement)を 記 載 し たo

JohnH.Puttは そ の 後 何 度 か 支 払 い を し,こ の 訴 訟 が 提 起 さ れ た と き

は 元 金 残 額 は8,900ド ル に 減 っ て い た 。 手 形 の 支 払 い に つ き 不 履 行 が あ

っ た の で,Murdockは 信 託 証 書 に も と づ き,競 売 手 続 を と ろ う と したo

J.HarveyとCaptolaPuttは,一 一一,自 分 た ち は 手 形 お よ び 信 託

証 書 に 署 名 し て い な い こ と,お よ びHershelKingの 信 託 証 書 ↓(関 し,

権 利 移 転 を 確 認 す る 旨 の 公 証 人 と し て の 証 明 書 は 虚 偽 で あ る こ と を 理 由

と して,そ の 売 却 を禁 止 した 。 そ の 後t.こ の 訴 訟 は,HershelKingお よ

び そ の 職 務 上 の 保 証 金 の 保 証 人 で あ るHartfordAccidentandIn-

demnityCompanyを 相 手 に な さ れ た 。 こ の 事 件 の 終 結 に お い て,衡

平 法 裁 判 所 裁 判 官 は.HershelKingお よ びHartfordAccident

IndemnityCompanyに 対 し て,公 証 人 の 保 証 金 で あ る2,000ド ル の

支 払 い を,さ ら にHershelに 対 し て,個 人 と し て,7,900ド ル の 支 払

い を 命 ず る 判 決 を 下 し たoこ れ に 対 し て ・Kingが 控 訴 し た
。Hartford

AccidentandIndemnityCompanyは こ れ に 加 わ ら な か っ たo

〔1〕 第1の 問 題 は,Murdockが 「汚 れ た 手(uncleanhand)」 で

裁 判 所 の 救 済 を 求 め に き た と い え る か ど うか で あ る 。Kingは,次

の よ う に 主 張 し たoMurdockの 役 員 は,い ん ち き な 契 約 を 売 却 す

る 方 法 に よ りMurdockか ら 資 金 を 得 よ う と い うAndersonの 詐 欺

的 計 画 に つ き,JohnH.Putt"s-一 一・枚 か ん で い る こ と を 確 信 し て お

り,ま たMurdockは 、Andersonの 債 権 者 集 会 に,連 邦 検 察 局 お

一一70一

`



`

よ び 郵 便 物 検 閲 官(theFederalBureauoflnvestigati-

on'and
.PostaiInspectors)が 出 席 す る こ と に な っ て い る の

で,Pu,tt'が そ こ で 宣 誓 の 上 尋 問 さ れ る こ と を 懸 念 し て い る こ と に

気 付 い て い た と 。Kingは さ ら に,MurdockはPuttの 苦 境 を 利

用 し てt,1,100ド ル の 手 形 を 振 出 す と い う約 束 と 交 換 に,証 人 と し

て 召 喚 し な い こ と に 同 意 し た の だ と 主 張 し たo証 拠 に よ れ ば,Mu-

rdockの 役 員 は,,6個 の 条 件 付 売 買 契 約 の 担 保 と な っ て い る 車 庫

が ど こ.に あ る か,ま たPuttがAndersonの 詐 欺 的 計 画 に 巻 込 ま

れ て い た か ど う か を,JohnH.Puttか ら探 ろ う と 欲 し て い たoし

か し ・Murdockま た は そ の 役 員 が,Puttが 重 罪(fellony)
.

を 犯 し て い た こ と を 知 って い た と い う証 拠 は な い し,ま た,Putt

を 起 訴 し な い と い う 合 意 も な か っ たo衡 平 法 裁 判 所 裁 判 官 が,Mu-

rdockは 「汚 れ た 手 」 で 裁 判 所 の 救 済 を 求 め て き.た と い う認 定 を し な

な か っ た 点 で 明 ら か に あ や ま っ て い た と は い う こ と は で き な いo

■

Kingの 次の 主 張 は,公 証 人 の虚 偽 の証 明 書 がMurdockの 損 失 と相

当因 果 関係 に ある(proximate)原 因,あ るいは そ の一因(contri-

butingcause)と な る もので は なか っ た とい う点 で あ るoこ の点 と

関 連 して,次 の よ うな主 張 が なさ れ た。 虚偽 の証 明 書 のた め に,余 計 に

資金 を使 っ た とか,存 在 す る権 利 を放 棄 した とか とい うこ と をMurdock

は しなか っ た,ま たMurdockは,そ の 前 に6個 の条 件 付 売 買契 約 を買

取 るの に お金 を支払 っ て(paidout)し ま っ た とoさ らに,JohnH・

Putt,.そ の妻 お よび そ の両親 が手 形 と信 託 証 書 に署 名 した解 決 が なさ

れ る以 前 に は,MurdockはJohnH.Puttに 対 して,不 確 実 な権 利 し
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か 有 して お らず,そ の 性質 や 範 囲 は 完全 に確 定 され てい なか った と い

う主張 もな され た。

(2。3)衡 平 法 裁 判 所裁 判 官 は,Murdockは,公 証 人の証 明書 の有 効

な こ と,お よびJ・HarveyPuttの 所 有 してい る財 産 上 の先 取特 権

(thelienoftheproperty)に 依 存 してk・ り,損 害額 は11,000

ドルの手 形 の うちの 支払 われ るべ き残 額 で あb,6個 の条 件付 売買 契'

約に もとつ い て,JohnH・Puttに 対 して取 得 した権 利の価 額で は な

い と
.hう こ とを認定 した。 証 拠 に よれ ば,J・HarveyPuttの 財 産 で

信 託 証書 に記載 さ れた もの は,そ れ が担保 してい た手形 の金 額 よ り も

値 打 ちが あ った。MUrdockが11,000ド ル の 手形 の た め に与 え た

約 因(consideration)は,2個 の条 件 付 売 買契 約 に連 署 した

JohnH・Puttを 起 訴 しな い こ と,条 件 付 売 買契 約 に記載 さ れ てい る

車庫 を横 領 した とい うこ と を原 因 と してJohnH・Puttを 告 訴 しない

こ と,Murdockが 有す る車庫 の返還 請求 権 を 行 使 しない こ と,お よ

びMurdockが6個 の条 件付 売 買契 約 の 作成 者(makers)を 起 訴 し

ない こ とで ある。 わ れ われ は,11,000ド'ル の 手 形 の支 払 われ るべ

き残 額 が ま さ に損 害 額で あ り,こ の損 害 と相 当因 果 関係 に あ る原 因 が,

公証 人 の虚偽 の 証 明書 で あ る とい う衡 平 法裁 判 所 裁 判 官 の決 定 は,正 、

当 な もの で あ る と考 え る。Thomasv・Stateexre1・Thorp

Fi…ceC・}P.251Miss.648,171S・.2d303,13A.

L.R.3d1030(1965)。 われ われ は,本 件 に おい て,Murdock

が,11,000ド ル の手 形 を担 保 す る信 託証書 に記 載 され たJ・Harvey

Putt所 有 の 土地 の価 値 を証 明 した とい う点 につ い て も,も し信託 証
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書 が有 効 な証 書 で あ った とした ら手形 の残 額 を取 立 て るの に十分 で あ

った とい う点 に つ いて も,ま た信 託 証 書 が有 効 で なか った ら手形 の残

額 を取 立 て る こ とが で きな か った とい う点 に つい て も,証 拠 がHodges

v.Mills14gMiss・1,115So・112(1927)で 要 求 され た要件 ・

に合 致 してい る と考 え る。

し

占

電 子計 算 装置 に よって プ リン トア ウ トされ た1'lurdockの 営 業 記 録 の

証拠 として の許 容性 に 関す る議 論 は,本 裁 判 所 にお いて これ まで=考え た

こ との ない 問題 を堤起 してい る。

訴 答書 面 に お・い ては,6個 の 条件 付 売 買契 約 につ いてMurdockに 支

払わ れ るべ き残 額 お よび11,0GOド ルの手 形 につ い て支 払 われ るべ き

残額 に 関 し争 いが あ った。 損 害 額 を証 明す る に は,MUrdockに とっ て,

手形に つ い て支 払 わ れ た額 を 証 明 す る必要 が ある。

6個 の 条件 付 売買 契 約 に つ い て支 払 わ れ るべ き残 額 は,Theintro-

ductionoftheoriginalcontractsお よび 電子 資 料処 理機 械 に

よリプ リン トア ウ トされ た コ ン ピュー タ 。シー トに よって証 明 され てい

る。 これ らの シー トには,6個 の 条 件 付 契 約 のそ れぞ れ に つ き,(1)取 引

が なされ た支店(originatingbranch)の 番号,(2)販 売 者 番号,(3}

個人 の 勘定 番号,(4}支 払 われ るべ き総 残 額,(5)支 払 うべ き 日(duedate)

㈲支 払 っ た金 額,(7)支 払 い 日,(8}支 払 い番 号 が,別 々 の 欄 に 示 さ れ

て い る 。 シ ー ト に は,そ れ ぞ れ の 勘 定 の 完 全 な 記 録 が'記 入 さ

れ て い る 。11,000ド ル の 手 形 あ 勘 定tsよ び 支 払 い の 記 録

が 示 さ れ て い る シ ー ト に も,1同 様 の 情 報 が 記 入 さ れ て い た 。

こ れ ら の コ ン ピ ュ ー タ 。 シ ー ト'は,W・M・Spillerの 広範 囲 に
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わ た る 証 言 の 後,証 拠 と し て 承 認 ・さ れ た 。Spillerは,

Murdockの 経 理 部 長 代 理一(AssistantTreaSurer、)で 経 理 担

当 支 配 人(Account・ingManager・)で'あb・,本 部 の 資 料 処 理

部 門 を担 当 して い たoそ して 、そ の 監 督 の も とに コ ン ピュー タ化 さ れ た

会 計 記 録 が維 持 され てい たo彼 の証 言 の要 旨は 次 の通 りで あ るo集 中型

の会 計 シ ステ ムが,バ 同一 スB-280型 計 算 機 を用 い て,本 部 に お い

て お こな われ て い るoそ の機 械 は 標 準 的 な装 置 で あ り,効 率 的 で正 確 な

もの と して認 め られ て い るoす ぺ て の 記録 は,こ の計 算 機 に よっ て磁 気

テ ー プ に保 存 され てい るo情 報 は,有 能 で経 験 の豊 か な オペ レー タに よ

り この機 械 に イ ンプ ッ トされ るoそ れ ぞ れ の取 引 の は じめ に,そ の取 引

に番 号 が 付 され,主 要 な情 報 が カー ドに キー ・パ ンチ され るoそ れ か ら

カー ドは,ほ か の オペ レー タに よ り検 査(Verify)さ れ るoカ ー ドが

正 確 にパ ンチ され てい な い と きは、 検 孔機(verifyingmachine)

を通 らない こ とに なっ て い るo次 に カー ドが コ ン ビ=一 夕に イ ンプ ッ ト

され,情 報 は磁 気 テー プ に記 録 され るoこ れ が取 引先 の勘定 につ いて の

Murdockの 永 続 的 な記 録 で あ るo機 械 は また,こ こに述 べ る必要 は な

いが,そ れ以 外 の機能 も果 して い るo支 店 で 支払 いが なされ る と,そ れ

ぞ れ の支 払 い は,受 取 証 の仕 切 り(receiptblocks)に 記 録 され,

そ の仕 切 りはそ れ ぞ れ の勘 定 のた め の引 渡 しカー ド(travelcard)

と と もに,本 部 に送 られ,そ こで機 械 に より検 査 され る。 そ れか ら受 取

証 の 仕 切 りか らの支 払 い情 報 お よび 引渡 しカー ドは コ ン ピュー タに イ ン

プ ッ ドさ れ,取 引 先 の勘 定 に記録 さ れ るo支 店 は,現 金 の受 取 証 の仕 切

りの コ ピー そ の他支 店 に保 存 され て い る記録 に よ り勘 定 を再現 す る こ と

が で き るo支 店 か ら送 られ,そ れ か ら機 械 に イ ン プ ッ トすべ き情報 を と
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り出 した記 録 は一 定 期 間 保持 さ れ た後,マ イ ク ロフィ ル ム化 され,も ど

の もの は破 棄 され るo会 社 は コ ン ピュー タに よ り磁 気 テ ー プに記 録 され

た情 報 を取 引 先 の勘 定 の歴 史 の 永続 的 な 記録 と考 え て い るo情 報 は毎 日

本 部 で受 取 り,営 業 の通 常 の過程 に よ り処 理 され,機 械 に イ ンプ ッ'トさ

れ るo

Kingは,コ ン ビ=.一 夕 ・シー トはそ れ が原 始 記録 で ない か ら,商 業

帳 簿規 則(shopbookrule)の 要 件 を充 してい な い と主 張 して,

Fatherreev.Griffin,153Miss,570,121So.119(1929)

を引 用 してい るoこ の事 件 で は,裁 判 所 は,項 目別 に 分 け られ た 勘 定報

告書(statementofaccount)は ⑨勘 定 報 告 書 が そ れ に も とつ い て

作成 され たそ の 帳 簿 を提 出 しない場 合 に は,証 拠 と して許 容 され 左い,

帳 簿 が〕最 良証拠(bcstevidence)だ か らだ とい うoI〈ingは また,

顧 客 の勘 定 の第 一 次的 な 永続 的 記録 は 支店 で保 持 され て お り,そ れ は受

取 証 の仕 切 りの コ ピー で あ り,そ の原 本 は本 部 に送 付 され て い る のだ と

主張 して い る○

◆

〔4「6〕わ れ わ れ は,こ れ ま で通 りの簿 記 の 原則 に適 用 され る よ うな商

業 帳 簿 規 則 につ い て論 ず る必 要 は ない と考 え る。 も しコ ン ピュー タ

で な く て,こ れ ーまで通[り の帳 簿 が 使 わ れ て い る の な らば,Murdock

が つ け て い る 取 引 先の勘 定 の記録 が商 業 帳 簿規 則 の 要 件 を充 してい

る と い う衡 平 法裁 判 所 の認 定 は正 当 だ と考 え るo問 題 は,コ ン ピュ

ー タ に よって プ リン トア ウ トされ てい る シー トが ,前 述 のFathe-

rreev.Griffin事 件 に お い て示 さ れ た よ うに,原 始 記録 で ない

と い う 理 由で規 則 上 証 拠 と して許 容 さ れ ない か ど うか,裁 判 所 が,

=」75・ 一 　



か っ て は こ れ'ま で通 りの 帳 簿に適 用 され て きた規 則 を.電 子 資料 処

理 に伴 な う変化 に合 うよ うに適 合 さ せ て い くぺ きか ど うか とい うこ と

で あ る 。 こ の 変 化 は,い くつ か の州 で は 「証拠 と して の 営業 記 録 に

関 す る 統 一 法(theUniformBusinessRecordsasEvi-

denceAct)」 を 採 用 す る こ と に よって,制 定法 上 実現 さ れ て い

る。 し か し な が ら,本 裁 判 所 け,わ れ われ の 前 に おか れ て い る問 題

を 決 定 す るの に 立 法 上 の 行 為 に依存 す る わけ には いか ないo営 業 記

録 の 証 拠 と して の許 容 性 を決 めて い る証 拠 規 則 は,普 通 法(conm-

onlaw)に 源 を 有 し,事 件 ご とに進展 して きた もの で あ り,本 裁

判 所 は,こ れ らの規 則 を現 在 の営 業 方 法 の実 際 に一 致す る よ うに適

用 す ぺ き だ と 考 え る。 法 は 常 に最 良証拠 を求 め,そ の規 則 を時代 の

進 歩 に 適 合 す る よ うに調 整 してい く もの で あるoわ れ われ の本 件 に

お け る 法 定 は,GrenadaCQ・ttonCompressCo.v.Atkinson,

94Miss,93,47So.644(1908)事 件 に お いて そ の考 え方が

あ ら か じ め 示 され て い る。.._(訳 者 中略)__こ の事 件 に おい て

本 裁 判所 はWigmoreか ら次 の文 章 を引 用 して い る。

全 高業 界 が安 全 と認 め て い る手 段 が あれ ば,そ れ は裁判 所 にお いて

容 認 す る こ とが で きるの で あっ て,疑 うべ きでは なか ろ うoた んVC・一一

定 の種 類 の報 告書 につ き一応 の(provisional)信 頼 が おけ るか ど

うか とい う問題 で ある場 合 に,実 業 界 に とっ ての規 則 と法 廷 に とっ て

の規 則 とが異 な る とい うこ とは都 合 の よい こ とで もな く,ま た賢 明 な

こ とで もあ りえ 力い。 全 社 会 が正 当 な信 頼 をおい てい る方 法 につ い て

同 じ方 法 を弁 護 士 と してす で に使 用 し信 頼 して きた に もか か わ らず,

そ の 同 じ人 間 の 側 で,技 術 的 な司 法 上 の疑 点(scruple)と 調 和 させ
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る こ とが少 々む ず か しい とい う理 由で,商 人 や 製 造業 者 が救 済 され ず

に放 置 され る とい うこ とが あっ て は な らな いoつ ま り,裁 判 所 は,ペ

ダ ンテ ィ ックで あ る こ と をや め て実 際 に則 す る よ うに つ とめ るべ きで

あ る(94Miss.at100,101,47So.at646;ま た5Wigmore,

§1530(3ded.1940)を み よ)o

TransportIndemnityv.Seib,178Neb.253,132N.W.

2d871.11A.L.R.3d1368(1965)事 件 に おい て は,裁 判 所

は,「 証 拠 と して の 営業 記 録 に 関す る統 一 法」 に もとつ い て判決 し,特 定

の形式 の 記録 は要 求 さ れ ない と述 べ たo「 統 一 法 」 は コ ン ビ=一 夕や

電 子機 械 につ い ては言 及 してい な い が,Seib事 件に続いて登 録され てい

る注 釈で は,以 下 の よ うに い って い るo

次 の よ うな予 見 は 正 当 で あ ろ うoす な わ ち,電 子装 置 に よ り保 存 さ

れ る営業 記 録 が ます ま す一 般 にい き わた る よ うに 看 るに つ れ て,そ れ

らの証 拠 と しての 使用 に 関す る法 律 上 の 問題 は,そ れ らの記録 の作 成

・保存 方 法 に関 す る証拠 で あっ てそ れ らの 記録 を証拠 と して受理 して

も らお うとす る訴 訟 当事 者 か ら提 供 され た もの が,こ れ ま で通 りの形

式 で作 成 。保 存 され た営業 記 録(日 記 帳,元 帳,報 告 書 友 ど)の 証 拠

として の 許 容 に関 す る電 子装 置 以 前 の要 件 を充 す の に十 分 か ど うか と

い うことに帰 着す るで あ ろ うoす な わ ち,電 子 装置 に よる記録 の 作成 。

保 存 が,営 業 の通 常 の過程 でな され,そ れ らの記録 が情 報 収 集 の 任 に

ある者みずからの知 っ てい る 範 囲 内 の情 報 に も とつ く もの で あ り,か つ

記録 自身 が,装 置 の作用 を理 解 して い る者 で あ って そ の通 常 の任 務 が

そ の装 置 を動 か す こ とに ある もの に よっ て作 成 され た もの で ある こと

な どが十 分 に示 され た か ど うか とい うこ とで あ るoこ の注 解 が作 成・さ
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れ た 時 点 に お い て こ の 問 題 を 取 り扱 っ た た だ 一 つ の 事 件 か ら み て,以

上 の 考 察 が 正 当 で あ る よ う に 考 え ら れ る(11A・L・R・3dat1378)。

JonesのonEvidence,FifthEd・,Section609(SupP・

1968)にk・V・ て は,「 こ れ ら の 機 械(電 子 計 算 装 置)の 科 学 的 信 頼 性

は,実 業 界 に お い て そ れ が 一 般 的 に 使 用 さ れ,ま た 一 般 的 に 信 頼 さ れ て

い る 点 か ら み て,疑 問 の 余 地 が な い 」 と 書 か れ て い る 。

〔7・8〕資 料処 理 機 械 に よ り磁 気 テ ー プに保 存 され た記 録 は,本 件 で 証 拠

と して許容 され た よ うな プ リン トア ウ ト。シー トに あ らわす 方法 に よ

らな けれ ば,利 用 不 可 能 で あ る。 テー プに保 存 され た記 録 を再 現 した

プ リン トア ウ ト。シー トを証 拠 と して許容 す るに あ た って,本 裁 判所

は 実 際 に最良 証 拠規 則 に従 ってい るの で あ る。 われ われ は 商業 帳 簿規

則 か ら外れ つ つ あ るの で は な く,た だ そ の適 用 を電 子 記 録保 存 に拡げ

つ つ あ るの で あ る。

〔9]要 す る に,電 子 計 算 装置 に保 存 さ れ た営業 記 録 の プ リン トア ウ ト 。

シー トは,次 の こ とが示 されれ ば,そ れ らが 当 面 の 問題 に関連 性 が あ

b,か つ重 要 な もの で あ るか ぎり(ifrelevantandmateria1),

営 業 の 通常 の過 程 に おい て情 報 を機 械 に イ ン プ ッ ト した 者 を確認 す る

必 要 は な く,そ の所 在 を問 わず,か つ,証 人 と して 出頭 させ る 必要 も

な く,証 拠 と して 許 容 され る。 す なわ ち,(1)電 子 計算 装 置 が標 準 的

装置 と して認 め られ て い る もの で あ り,② イ ン プ ッ トが,記 録 され

るぺ き事項の発生した時またはその時から合理的な程度 に間 もない期間内に,営 業初通

常 の過程 でなされてお り,㈲ 情報源,作 成方法 お よび作 成 時期 が,そ の信頼
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性 を示 す も ので あ り,か つ そ れ を証 拠 と して許 容 す る こ とを正 当化

す る よ うな もの で あ る こと,に つ い て 基 礎 とな る証 言(fundame-

ntaltestimony)が 裁 判 所 を満 足 させ る もの で あるとい うこ.とで あ る。

■

〔10〕 わ れ わ れ が,コ ン ピュー タに よる記録 を絶対 に正 しい と思 っ てい

る と理 解 して は な らな い 。 そ の証拠 力は 通 常 の帳 簿 と同 じで あ り,

帳 簿 に 対 す る と 同 じ よ うに反 駁 の対 象 とな る もの で あ るo

われ われ は,以 上 の理 由に も とつ い て,衡 平 法 裁判 所 裁 判 官 のすべ て

の決定 は正 当 で あり,し たが っ て控 訴 は棄 却 され るべ きで あ る と考 え る。

控訴 棄却。

裁判官全員一致o

◆
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〔判例3〕

Lρdge743,Lodge1746・International

AssociationofMachinists,AFI.,-C.IO

v・UnitedA三rcraftα)rporationCiv
,A,

Nos.9084and9085.1963年8月1日

コ ネ テ ィ カ ッ ト州 連 邦 地 方 裁 判 所

●

使 用 者 に対 す る労 働 組 合 の訴 訟 で あ り,使 用 者 は 反訴 したo連 邦 地方

裁 判所 判事T.丑rmetClarieは,組 合 の 申 し立 に関 して 次 の よ うに判 示

した。 「組 合 が 使用 者 を不 当労 働 行為 ゆ え に提 訴 す る こ とを防 ぐため に

なさ れ た仲 裁協 定 は,連 邦 法 に違 反 し無 効 で あ る。 」

質問 書 に対 す る答弁書 の提 出 が命 令 さ れ,反 訴 棄却 の 申立 が 認諾 され,

反 訴 は棄 却 され た。

〔要 旨〕

'

令

1裁 判 所 の 命令 が,質 問書 に対 す る答弁 と し て 使用 者 に要 求 され る

分析 の程 度 につ い て詳 し く述 べ ず,ま た,.そ め 要 求 に 従 わ な い場

合 に ど の よ う な 制 裁 が課 せ られ るの か につ いて も述べ ず,又,使

用 者 が全 従業 員 の記 録 の コ ピー(12万 枚)を 提 出 す るの に許 容 され

る時 間 を要 した場 合 には,被 告 敗 訴 の 本案 判 決 をす る こ とは,完 全 な

答弁 を欠 く ことに対 す る制 裁 と しては 苛酷 す ぎる とさ れ,完 全 な答弁

をす る よ うに との命 令 が再 度 下 され たoFed.RulesCiv.Pr㏄.rule

37(b)(2),28U,S.C.A.
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2労 働 争 議 を仲裁 に付 す る契 約 は,使 用 者 と労働組合 との間の契約の違

反 を理 由とす る訴 訟 の連 邦 地 方裁 判所 の管轄 に かん す る 制定 法 の範 囲

内で あ りほ 邦 地旙 判 所 は,イ 蟻 協 定 違反 に関す飯 訴 たっ い て事

物 管齢 持 つ・L・b・rM…g・m・p・R・1・ti…'A・Y・f .・・.94・7,

(タ フ ト。八 一 トレ'-i去)§301(a)2gU.S.C.A.§185(a).

3反 訴 が 正 当 な 訴 訟 原 因(理 由)を 明 らか に し な け れ ば,棄 却 を 求 め

る 原 告 の 申 立 は 妥 当 と さ れ るoFed.Ru!esCiv.Proc、rule41(b),

28U.S.C.A,

4組 合 が 使 用 者 を 不 当 労 働 行 為 ゆ え に 提 訴 す る こ と を 妨 げ る た め に

な さ れ た 仲 裁 協 定 は,連 邦 法 に 違 反 し て 無 効 で あ るNatio・-

nalLaborRelationsAct§ §8(a)(1,3),10(ab)asamended

29U.S,C,A.§ §158(a)(1,3),160(ab)

5NationalLabor.RelationsBoard傍 観 争 議 調 停 局)の 管 轄 は,私

的 な 仲 裁 協 定 に よ っ て 無 視 さ れ 得 る も の で は な いoし か し,当 局 も 仲

裁 協 定 が 公 の 政 策 に 合 致 す る 限 り,そ の 協 定 を 重 視 し考 慮 を 払 う で あ

ろ うoNationa1LaborRelationsAct§ §8(a)(1・3)・10(ab)as

amended29U,S,C.A,§ §158(a)(1,3),160(ab),

、

e
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地方裁判所判事 クラ リー

第1部

原 告 は,連 邦 民事 訴 訟 規 則37(b)(2)に 従 っ て命 令 を求 め る 申立 を したo

…;■原告の申立理.由は,被 告が,1963年1月9日 及 び1963年3月14』

日の 当裁 判 所 の命 令 に よ り要 求 され た 原告 の質 問 に対 す る答弁 を故 意 に

怠 っ て い る とい うこ とで あっ たo

現 在 の開 示 手ffi(llisco,veryproceedings)は,,i962年3月

28日 付 の 本 裁 判 所 の 命 令(130F.R.D.142)に 始 ま

る 。 そ の 命 令 は,原 告 の 準 備 が 完 全 に なる まで,原 告 は 答弁 を要

求 され ない とい う条 件 で,よ り詳 細 な陳 述 を求 め る被告 の 申立 を認 諾 し

た の で あった○ そ の後,1963年1月9日 に なっ て,当 裁 判 所 は,手

続 が 労働 争議 調停 局 に係 属 中は 原 告 の質 問 書 に対 す る被告 の答弁 は延 期

す る 旨の被 告 の申立 を却 下 した0

1963年3月14日,当 裁 判 所 は,先 の1963年1月9日 の命 令

の 再考 を求 め る 旨の被 告 の 申立 に 関 し,被 告 は原 告 の 質 問書 に対 し,答

弁 すべ き旨の命令 を再度下したのである。被告は,答 弁に要する準備 の た め の 合 理

的な時 間 と,詳 細 な質 問書 の意 味 と意 向 とを明 らか にす る命 令 とを要 求

したo裁 判 所 は,与 え られた 資料 に も とつ い て,被 告 は答弁 のた め に,

3月.14日 より90日 の期 間 を許 可 さ れ る旨 の決 定 を下 した。

6月10日 に なって,被 告 は,原 告 に よっ て要 求 さ れ た情 報 の 提供 の

目的 で,約12万 枚,重 量450ポ ン ド以 上 に の淫 る職 員 の個 人 的 表記

録 の写真 コ ピー を原告側弁護人事務所に引 き渡 したのであるoし か しな
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が ら,原 告 側弁 護 入 は,こ の 記 録 の提 出は,"全 音険 前の方でやれ"と い うこ

と に他 な らず,裁 判 所 の命 令 に 応諾 した こ とに は な らな い と述 べ たo原

告 は さ らに,被 告 が応 諾 しなか っ た こ とは故 意,か つ計 画 的 で あ る と述'

べ,規 則37(b)(2)に よれ ば,原 告 は,訴 訟 の本 案 に関 す る法 律 問題 に つ

い ては,被 告に対 し有利 な命令 を得 る地位 にあると主張 したo

しか し,被 告 は,当 方 は 時 間的,物 質 的条 件 の制 限 内 で,裁 判 所 の命

令 を守 った の で あゑ と抗弁 したo裁 判 所 は主 旦遺 金.旦 ⊃`_麹 室K

対 し,困 難 な仕事 を割 り当 て た の で あ り,被 告 は そ の仕 事 を誠 実 に や り

とげ た と述 べ たoさ らに,当 時 は,被 告 の電 子 機械 装 置 は,そ の課 題 を

処 理 す る こ とが で きなか つ た が,現 在 は,自 らの費用 で,電 子機 械 装 置

とそれに要す る人員を借 り入 れるこ とに よってその仕事 を完成 する用意

と意 志 を もっ て い る と述 べ たo

当裁 判 所 は,被 告 の 以 下 の説 明ーに完全 に満 足 す る もの で ないo被 告 は

言 うo「 被 告 は,記 録 の分析 が必 要 な こ とを知 っ て お り,時 間的 制 限 に

よっ て,そ れ が 不 可能 に なっ た こ とを知 った 時 も,命 令 の遵 守 に必要 な

時間 の 延 長 を要求 す る こ とを しな か った が,被 告は命 令 の遵 守 とい うこ

とを物的 人的 時間的な制限の範囲内での遵 守 と解 したのであって,そ の 部

分 的 な履行 は,被 告 側 の 誠 実 を示 す 証拠 と認 め られ るべ きで あるoI . 、

〔1〕 しか し,被 告 は,分 析 され るべ き形 に資 料 を集 め る とい うt第 一 の

主要 な段階 の仕 事 を や りとげ て お り.何 もしなか っ た と とと同 じでは

ないoこ のす で に な され た仕 事 のた め には,質 問書 に対 す る被 告 の異

議に関 して下 した裁判所の命令 の時か ら経 過 した時 間は要 していたで

あろ うoそ の 上,裁 判 所 の最 初 の命 令 は,必 要 とされ る分析 の程 度 と,
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答弁が時間通 りに なされ なかった ときに裁判所が課すべ き制裁 の程 度

に関 して,詳 細 に言 及 して い なか ったo

(中 略 一訳 者)

この よ うな事 情 の下 で,法 廷侮 辱 罪`あ るい は本 案 判決 とい う手 を、

`用 い る と との妥 当 で ない こ とは
,McComb対JacksonvillePaper

Co事 件 におけ る フ ラ ンフ フ ァ一 夕 ー判 事 の少 数 意見 に述 べ られ てい る

◆
通りである。「あいまピな言葉は 一般的なものに潜んでいて,そ れが,厳 格な結果 を

もたらす手段になり得る。我々の前にあるあいまいな禁止 命令は,法 廷侮 辱罪 を

通 じそ,刑 罰 を計 るため遡及解 釈 とい う鱗 を含んでい る.」336

.・
UごS二18万197,6gS.ct.497,502,93L.Ed.599(1949).

この事件におけ る原告の主張が完全 に確証 され,そ の法理論が仮に

イ

も裁 判所に よって,認 め られ る よ うな ことが あれば,そ の損 害 賠 償 額 は 何

百 万 ドル に も達す るで あ ろ うoこ の よ うな事 情 の下 では,裁 判 所 に厳

格で専断 的な行為をする ようにとい う原告 の要 求は,法 廷 において認め

られ る こ とは で きな いo規 則37(b)(2)に よっ て命 令 を求 め る原 告 の 申

立 は,要 求 され る形 式 と救 済 に 関 しては 却 下 さ れ たo

当 裁判 所 は次 の よ うに 命令 す るo被 告 は,1月9日 及 び3月14日)

の命 令 に含 まれ た すべ て の質 問 に対 して 明確 に答 弁 す べ きで あ るo記

σ

録 の分 析 は,被 告 に よっ て 自 らの 費用 で な され るべ きで あ り,被 告

代理人は,電 子機械装置の分析琴続に従って,そ のデータの処理を完成することが
◆

必要 で あ るo被 告 は,答 弁 書 の提 出 を,7月22日 か ら90日 以 内 に

しなけ れ ば な らないoこ の命 令 ぱ,連 邦 民事 訴 訟規 則37(b)に よっ て

な'されたo答 弁の燦怠が あれば,被 告は前述の規 則が正当 と認め る制

、

裁 を受 け るで あ ろ うo
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第2部

原 告 は,裁 判 所 が事物 管 轄 を欠 くこと,救 済 が与 え られ 得 る要求 を し

て い な い ことを理 由 と して提 起 され た被告 の1963年5月27日 の反

訴 を棄 却 す る旨 の 申立 を したo原 告 は,反 訴 は1947年 の'Labor

MbnagementRelationsA)t301条(61Stat・156,U.S.C.§185)

に よっ て認 め られ ない と主張 した 。

こ こで,棄 却 申立 の対 象 に なっ た被 告 の反 訴 は,1960年 の夏,原

告組 合 に よ り行 なわ れ,後 に失敗 に終 った ス トライ キの 自然 の成 行 で あ

る08月11日.両 当事 者 は,ス トライ キを終 結 す る協 定 を結 ん だoこ

の協 定 は,仕 事 が あ るか ぎ り,す な わ ち,仕 事 が ほ か の 人 に よっ て代 え

られ てい な い場 合 に は,罷 業 者 は無 差 別 に現 業 に復 帰す る とい うあの き

ま り文 句 を含 ん で いたo

この協 定 が 署 名 され た3週 間後,会 社側 は一 部 の罷業 者 につ い て は,

ピケ の 際の暴 力 と他 の罷 業 中 の非 行 を理 由に して再 雇傭 を考 慮 しない だ

ろ うと通 知 したo組 合側 は,こ の会 社 側 の一・fi的 で独 断 的 と思 われ る行

動 に対 して反 対 した。後 に な って,両 当事 者 は,罷 業 者 の非 行 とそれ に

与 え られ る効 果 とを仲裁 に委 付 す る 旨の合 意 に達 したo

仲裁 契 約 の関 係 部 分は以 下 の よ うで あ るo「 証 拠 書類C記 載 の 前述 の

被 用 者 に関 して は,彼 等 の ス トライ キ中 の所業 を理 由 と して,会 社は,

ス トラ イキ終 結 協 定 に よっ て,他 の 罷業 者 には 与 え られ る現業 復 帰 の権

利 を認 め る こ とを拒 絶 す るo」

「組 合 は,証 拠 書 類C記 載 の罷業 者 は,最 後 ま で ス トライキ に参 加 した

他 の 被用 者 よ り,現 業 復帰 の権 利 が よ り小さ く異 な った もの とす る よ う

な所 業 に は関 係 してい ない と申 立 て る。 さ らに,こ れ らの被 用者 達 も.

「86一
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ス トライ キ終結 協 定 に よっ て現 業 復 帰 の権 利 が 保 証 され る他 の被用 者 と

同程 度 の 権 利 が み とめ られ るべ きこ とを積 極 的 に主 張 す る。」

「上 に述 べ た2つ の 問題 を,組 合,会 社 は もち ろん の こ と,証 拠 書類

C記 載 の 被 用 者個 人 も連邦法や州法 の下 で の訴 え や再 審 理 に よ らない で,

終局 的 か つ完 全 に解 決 す る ため に,組 合(組 合 自身 を代表 し,か つ前 述

の被 用 者 の 代理 人 と して の資格 で行 為 す るo)と 会 社 は 次 の2点 に おい

て合 意 に達 したo」

「1.コ ネ テ ィ カ ッ ト州 の3人 の判事 が,証 拠 書 類C記 載 の罷 業 者

の復 帰 の権 利 に 関す る前述 の争 い につ い て 審理 し,終 局 的 に完 全 に解決

す る ため の 公平 な仲 裁機 関 にな る こ と02.こ の判 事 に よ る機 関 は,

各 々の 被 用 者 に関 す る争 点 につ い て,多 数 決 に従 い,承 認 され た衡平 と

法 の原 則 に従 っ て決 定 し解決 しな けれ ば な らな いo判 事 は,争 点 に関 す

る事 実 に 関 して, .証 言 を 聞か なけ れば な らな いoこ の点 に 関 して,こ の

仲 裁 機 関 は 特別 な事 実 審理 は 不 必要 で あ り.そ の決 定 が どの よ うな もの

に な ろう と も,妥 当 な.もの とみ なされ るべ きで あるo」

'

■

50人 の 名 前 が証 拠 書類Cに 見 え て いた が,仲 裁 機 関 が 審理 を開 始 す

るま で に,組 合 と会 社 は,14の ケー ス につ い て は,そ の処 理 に関 し,

合 意 に達 してい たo仲 裁 手 続 の中途 で,組 合 は6人 の罷 業 者 につ い ては

そ の 主張 を取 り下 げ,会 社側 は これ を承 認 したo仲 裁 機 関 は,証 言 を聞

き,他 の人 々 につ い て決 定 を下 したoこ の後 の ケー ス に おい て,当 該 個

人 は,ス トライ キ中 の非行 の罪 あ り とされ たo一

被 告 は,原 告が,労 働 争議 調停 局 に提 訴 す る こ とに よっ て,仲 裁 に束

縛 され る旨の彼等の協定に違反 した と して,反 訴を提起 した。組合の提
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訴 は,会 社 は約3,600人 の罷業 者 を,労 働者 の組織 で あるLodge#

1746(andLodge#743),IhternatialalASscriationofIVhchinists,

AFL-一 －CIOの メ ンバー で あ る こ と と,そ の た めに活 動 してい る こ と

を理 由 と して,現 業 に復 帰 させ る こ とを拒 ん で い る と してい るo被 告 の

反 訴 は,組 合 の労 働 争議 調 停局 に対 す る提訴 が,仲 裁手 続 の対 象 で あっ

た従業 員 を含 ん で い る限 り,契 約違 反 で あ ると してい るo

② 当裁 判所 は,被 告 の反 訴 に関 して事 物 管轄 を持 つ01960年8月

24日 の仲 裁 契 約 は.8月11日 の ス トライ キ終 結協 定 を一 歩 進 め た

もの で あっ たoそ れ は使 用 者 と被用 者 の平和 的 な関 係 を作 り出 し,維

持 す るた めの労 働 契約 で あ っ たoそ れ は,明 白 に301条(a)(タ フ ト・

ハ ー トレー法)の 条 項 が及 ぶ とこ ろで あるoRetailClerksIntern・

Ass'n対LionsDryGoods,36gU?S,17,27-28,82S.ct.

541,7L,'E隅2d503(1962).

両 当 事 者共 に,ス トラ イキ 中 の50人 の被用 者 の行 為 が,他 の 罷 業

者 が8月11日 のス ト終 結 協 定 に よっ て与 え られ た の と同 じ程 度 の現

業 復帰 の権 利 が 認 め られ な い程 の もの で あっ た か ど うか の問題 を仲裁

に委 付 した こ とは認 め て い るoさ らに,こ の協 定 は,連 邦 法 や州 法 の

下 で の訴 え や再 審理 に よらず に,終 局 的 な完 全 な解 決 を意 図 した もの

で あった こと も,両 当事 者 共 に認 め て い るo

被告 の反訴 は,原 告 が 労働 争 議 調停 局 に対 し,会 社 が 問題 の罷 業 者

を復帰 させ ない の は,'ス トラ イキ中 の彼 等 の行 為 よ りもむ し ろ,組 合

の 一 員 で あ る こ と と,そ の組 合 活 動 とを理 由 としている と して提 訴 した

ことは`仲 裁 契 約違 反 だ と申立 てて い る。 原 告 は,こ の会 社 の行 為 は,
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NationslLabOrRelationsAct(ワ グ ナ ー 法)8条(a)(1),(a)(3)に 拾 け

る 不 当 労 働 行 為 だ と 抗 弁 す るoさ ら に,原 告 の 提 訴 に よ っ て,被 告 に

対 す る審 判 開 始 状(¢omplaint)が;労 働 争 議 調 停 局 のGeneralCounselに よっ て

発 せ られ たの で あ る 。 そ の 審 理 は 現 在 継 続 中 で あ り,原 告 弁 護 人 も そ れ

に加 わ りi労 働 争議 調 停 局 のGeneralCounse1を 助 けた ので あ る。

救済 を求 め る請 願 の 中 で,被 告 は,原 告 を契 約違 反 とす る判 決 を求

めたo即 ち,そ の 名 前 が 仲 裁 協 定 に あ らわ れて い る罷 業=者 に関 して

の労 働争 議調 停 局 へ の 提訴 を取 り下 げ,仲 裁 人 の決 定 に,真 向 うか ら

'あるい は 付 随的 に反対 す る こ とを原 告 に禁 止 し
,被 告 の経 費 と弁 護 士

費用 とを 含 む損 害賠 償 と懲 戒 金 を命 じる と とを求 めた の で あ るo

③ 解 決 され るべ き真 の 問題 は,被 告 の反訴 が 正 当 な訴 訟原 因 を述 べ て

い るか ど うか に あ る。 とい うの は,そ うで たけ れば,被 告 の反 訴 を棄,

却 す る こ とを求 め た原 告 の 申立 は,連 邦 民事 訴 訟 規 則41(b)に より,

正 当 とさ れ るc被 告 の反 訴は 正 当 な訴 訟原 因 を述べ て は い な い の で,

当 裁判 所は,原 告 の 申立 を認 諾 す る。

♪

◆

④ 組 合 及 び組 合 員が 使 用者 の不 当 労働 行 為 を 労 働 争 議 調 停 局 に提

訴 す る ～ことを禁止 す るた め の仲 裁 協 定(1960年8月24日)に 関 す る

限 り,連 邦 法 に違 反 し,無 効 で あ るo

不 当労 働 行 為 を防 止 す るた め の 労働 争 議調 停局 の権 限 に関 す るTitle

29U・S。C。A・ §160は 次 の通 りで あ るo

(a)当 局 は,交 渉 に関係 あ る不 当 労働 行 為(そ れ は このTitleの158

条 に掲 げ られ てい る)に,す べ て の人 が関 係 す る こ とを防 止 す る権
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限 を持 つoこ の権 限 は,協 定 や法 律 等 に よる他 のい か な る調 停 や妨

害 の手段に よっても,影 響 を受 け る もので は ないo

(b)不 当 労働 行 為 の提 訴 を受 け た 当局 は,常 に,提 訴 が あっ た こ との

陳 述 と当局 で の審 問 の告 知 を含 め て,審 判 開 始 状 を 発す る権 限 を持

つO

NationalLaborRelations.Actは,労 働 関 係 に 関 して,当 局 の

継 続 的 な管 轄 権iを予 定 してい るの で あ るoと い うの は,160条(a)

は,不 当労 働 行 為 に 関づ る当局 の権 限 は独 占的 な もの で あ り.他 の

調 停 や妨 害 の手 段 に よっ て影 響 を受 け るべ きで ない との 条項 を含 ん

で い るo私 入 間 の協 定 が,当 局 の管 轄権 を排 除 す る こ とけ あ り得 な

い こ とで あ るo当 局対 ウオルトディズニr`一・一プ ロダク シ ョン事 件146

F,2d44,48(9Cir.1945).

両 当 事 者 が,仲 裁 を問題 の最 終的 解 決 にす る こ とに 同意 した以 上,

そ れ は,州 や連 邦 の機 関 に訴 え る権 限 を排 除 した と同 じこ とに な る と

い うの が,会 社 側 の 立場 で あ るo会 社 側 の主 張 は,提 訴 が 当 局 の 審判

開始 に必要 で ある以 上,提 訴 す る権 利 は契 約 に よって 廃棄 され たの で

あb,労 働争 議 調 停局 に提 訴 した 原告 の行 為 は,契 約違 反 だ とい うo

「労 働 争議 調 停 局 の独 占的 な権 限 は,私 的 に設 置 さ れ た仲 裁機 関 の

手 続 に よっ て排 除 さ れ得 な い もの で あ るoこ の こ とは,不 当 労働 行

為 と申立 て られ た同 じ行 為 が,契 約 の条 項違 反 と して 申立 て られ る

時 に もあて は ま る○ そ うで なけ れ ば,両 当事 者 は,協 定 の 中 に158

条 記載 の不 正行 為 の禁止 を書 き込 み,契 約違 反 を含 め て争 い仲裁 の

た め の条 項 を持 つ こ とに よっ て,契 約 期 間 中は,不 当労 働 行 為 に 関

す る労 働 争議 調 停 局 の権 限 を排 除 す る こ とが で きる だろ うoこ の こ
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と は,160条(a)を な い が し ろ に す るoUnitedElectricalRadio

&MachineWorkers対WbrthingtonCorp.,136F.Supp.31,,33

(D,Mbss,1955)rev'donothergrounds,236F,1」d364

(1Cir.1956).」

c

●

◆

⑤ 議会 に よって設 置 され た労 働 争 議調 停 局 の権 限 は,私 的 な仲 裁協 定

に よっ て,阻 止 され 得 る もの では ないoし ば しば,こ の よ うな事 象 に

お い て は,公 共 の 利益 に反 す る圧 力 が加 え られ,又 そ の よ うな環 境 が

存在 す るo労 働 争 議 調 停 は,不 当労 働行 為 を許 容 しよ うとす る不 正 な

経済 的圧 力 と政 略 的 措 置 を防 止 す る ため に設 置 され た の で あ るo

「この法律 の 目的 は,団 体 交渉 を重視 す る連 邦 法 の発 展 に関 して,

唯 一 の最 高 の 行政 的,準 司 法的機 関 を設 置 す る こ とに ある。 こ の法

律 に よって 強制 で きる権 利 は,労 働 争議 調停局によって存 在 す る と判断

さ れ た権 利 で あるo連 邦 裁 判 所 は,労 働 争 議 調 停局 が判 断 した 不 当

労働 行 為 を差止 命令 そ の他 に よって矯 正 す る管 轄 権 を有 しな い。

我々は 当事者が,協 約 中 に不 当 労 働 行為 にそ たえ るた め の条 項 を含

ま せ る こ とに よっ て,議 会 が 労働争議調停局 の独 占的 な管轄 権 と した

事項 を,裁 判 所 の権限 とす る こ とが で き ない の は,明 白だ と思 うo

FextileWorkersUnionofAmerica対AristaMillsCo.,193F.

2d529,533(4Cir.1951).」

「この法 律 が,不 当労働 行 為 を防 止 す るた め の独 占的 な管轄 権 を労

働 争 議調 停局に与えたの で あ る。 この権 限 は,公 の機 関 の 行動 や仲 裁

に よっ て排 除 され得 ない もの で あるo労 働 争議 調 停 局 対lnternati-

onalUnion,194F.2d698,702('7Cir》1952)・ 」
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仲 裁 は 奨 励 され るぺ きで,争 われ る労働 問題 の,迅 速 で終 局 の解 決 に

仲 裁 を奨 励 しない政 策 は,こ の便 利 な手 段 の意 義 を失 わせ る ものだ と議

論 され るoし か し,当 然 にそ うだ とは言 え ない。 なぜ な ら,仲 裁 協定 と

そ こか ら生 じる結 論 が,公 共 の 利 益 に一 致 す る と きは,労 働 争 議 調停 局

もそれ を重 視 し,考 慮 を払 うとい うこ とが,承 認 され なけ れ ば な らない

か らで あ るo

「労働 争議 調停局 との衝突の可能性が,よ く過大 視 され る。仲 裁 人 自身 ・労

働 争 議調 停 局 が 禁 止 す る よ うな こ とを会 社 に許 容 し,あ るい は 強制 す る

よ うな契約 の解 釈 には,反 対 か も しれ ないo仲 裁 判 断 の解 釈 が,労 働 争

議 調 停 局 の 管轄 権 を排 除す る もの で もない こ と も又 明 白で あるo

労 働 争 議 調停 局 は,仲 裁判 断 に束縛 され る こ とは ない が,仲 裁手続 が

不 公正 で な く,仲 我 人 の決 定 が労 働 立 法 の 目的 に 反 す る もの で ない限 り,

しば しば,そ の決 定 に従 うだ ろ うo

仲 裁判 断 の 中 で,増 進 させ られ る私 益 と,行 政 的 判断 の 中 で増 進 さ せ

られ る 会益 とは,衝 突 す る もの では な く,補 完 的 な もの で ある00arey

対G。n,,alElect,i,(b。rp、ny315F.2d499,509-510(2Ci・ ・1963)]

議 会 に よ っ て 設 置 さ れ た 労 働 争 議 調 停 局 の 管 轄 権 限 を 契 約 に よ っ て 排

除 す る こ と を,『 組 合 や 被 用 者 に 認 め る こ と は,我 々 の 労 働 立 法 政 策 の 基

本 原理 に 反 す る もの で あ るoそ れ は,告 訴 し な い こと を 労 働 契 約 に よ

って協 定 され よ うと,連 邦法 に よる再審 理 をそ れ以 上 しない こ とが仲 裁

手 続 に よる契 約 で なさ れ よう と,異 な る と ころは な いo

「不 当労 働 行 為 を防 止 す るた め の労働 争議調停局の権限 を,労働協 約 の中

の仲裁 条 項 に よっ て 奪 うこ とが で きない の は,基 本 的 な こ とで あ るo

PublicUtilEtc.Local274対PublieServElectrie&GasCo叩26
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].、J.145,139A.2d1,9(1958).^労 働 争 議 調 停 問 対 ゼ ネ ラ ル モ

ー一 夕 ー ス 会 社 事 件116F・2d306
,312(7Cir.1・940)参 照 。

被告の反訴を棄却 する ことを求 めた原告の 申立は認諾 され,被 告の

反訴は棄 却され た。

(下 線部 は コン ピュータに関連す る部分 と思 われ る個所 一編 者)

φ
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3.銀 行 取 引

ジ ョ ン ・ 」 ・ ク ラ ー ク

●

MICR(磁 気・ンク婬 涜職 置)疏 に・
って 印肌 た 小切 手の,ン ピ。

一 班 よ る処 理 に よ
っ て ・銀揃 ・ ・ ン ピ。一 ・嘩 入 され る以 前 に く

らべ て 増 加 す る・切 手 そ の他 の赫 を
,・ り媒 酌 に,・ 蝿 蹴 ,

か つ ・ よ 距 敵 取扱 父 とが で きる ・ う厄
っ た が,そ れ は た ん に ,

続 騰 を飲 み込 ん で し⇔ うとす る・」・切 手 の洪 水 をせ き とめ 繊 防
の

役 割 を果 した にす ぎな い・ 新 し・・シス テ ムは
,欝 を場 恥 ら馴 に移

紛 る こ とに よっ て要 す る取 立 の鞘 る誠 ら牡 め には
,れ の役 属

立 短 か っ た・ した が っ て ・証 券 ・・焔 の輸 を しな い で撮 せ る よ う

t'(し・そ れ に よっ て ・・edi・ の迅 速 な繊 を可 能 陰 る よ うな
,鄭 新

しい シス テ ムの樹 立 に 向 か っ て 挑 戦 す る こ とが必 要 で あ る
。

MICRシ ス テ ム の もとでは ・譜 上 に・一ーードイヒさ れ た磁 気 イ・ ク字体

に よっ て 作用 さ せ られ る高 速度 機械装 置 仕
,証 券 を分 類 ・検 認 し,関 係

当 事者 の 口敵 貸 方 イ紡 記入 し・鰍 に ,;勝 技 払 済 と し硬 し(し

か し填 正 と して では ない) ・ あ るい1墳 金不 足,支 払差 止 鈴 そ の他

類 似 の理 由 に よ り支 払 を拒 絶 す る。 この過程 は
,ク ラー ク,ベ イ リー お/

よび ヤ ン グに よる 「銀 行 預 金 ・X・よび取 立」(JointC'omnittee
onCon-

tjnuingLegal盟ucation,A・L.1-A .B.A発 行)の 第10章 ,お よび,

そ こva引 用 され てい る資料 に帥 て解 説 さ れ て い る
。 献,J.ク ラ_

クの1964P・ ㏄eedi・g・ ・fTh・
.A・n・.ricanBa。kersAssoci。ti。n
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lationalAutomationConference(ABANAC)PR390以 下 のChe-

ck-Encod三ngLiabilityandBankerAwarenessに も出て い るo

も し,磁 気 イ ンクの シ ンボ ルが ま ちが っ て い るか,ま たは 読取 装 置 が

誤 っ て読 ん だ と した ら,次 の よ うな問 題 が 生 ず る で あろ うo(1)磁 気 イ

ン クで コー ドされ た 額 が,発 行 され た証券 の額 と一致 せず,そ の あや ま

りを支払 銀 行 にお い て事 前 に発 見す る こ とが で きない場 合 には,多 す ぎ

る,あ るい は 少 なす ぎる額 が コー ドした銀 行 に よっ て取 立 て られ て しま

い,そ れ が 振 出人 の 口座 に記 入 され るol2)金 額 の コー ドの あや ま りが

あ る と,支 払 差 止 命 令 が 出 てい るに もか か わ らず,証 券 が支 払 われ て し

ま う可 能 性 が あ るof3)大 きす ぎる金額 を コー ドす る と,口 座 の残 額 が

十分 で ない場 合 には,当 該 証 券 ま たは そ の後 に呈 示 さ れ る証 券 の どち ら

か が,支 払拒 絶 に な る可能 性 が あるo(a)encodedABAtransitn㎞ber

-routi㎎symbolに お け るあや ま りは ,取 立 銀 行 の持 出 の あや ま り(rr

isrouting)を 生 じ,ま た きわ め て望 ま し くない 現 象 で ある"跳 躍 小 切

手(ricochetingcheck)を 生 じさせ る(1964ABANACProceedings

の391頁 ～392頁 参照)o(5)コ ー ドされ た 口座番 号 に あや ま りが

あれ げ,証 券 は別 の 口座 か ら引落 され る結果 に な り,そ の後 にそ の 口座

に呈 示 さ れ る証 券 の支 払 拒 絶 を生 じさせ る可 能 性 が あ るo

す で に部分 的 に コー ドされ た 他人 の 小切 手 用 紙(Form)を 使用 す る と

そ の他 人 に とっ て,き わ めて 不幸 な結 果 が もた らされ るoこ の小 切 手用

紙 の支払 銀 行名 を削 り消 して ほ か の銀 行 名 に代 え る と,振 出人 も,当 該

小 切 手 用 紙 の所 持人 だ っ た者 も,考 え なか っ た よ うな結 果 が発 生 す るo

そ の点 に 関 す る最 近 の事 件 は,バ ーネット対 ウェス トミンスター銀行(〔1965〕3All

Eng.Rep.81.)で ある(判 例4 .)。被 告銀 行 の 二 つ の支店 のそれ ぞれ に預 金
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を して いた 原 告 が,コ ー ドされ た 小 切手 用 紙 に あ らわ され て い たA支 店

の 名前 と住 所 を削 り消 して,自 分 が 口座 を持 っ て い たB支 店 の名 前 を書

入 れ たo小 切 手 振 出後,原 告 は,B支 店 に支払 差止 の通 知 を しよ うと し

たo小 切 手 は手 形 交換 を通 して,A支 店 か ら支 払 われ て しま っ たoと い

うの は,コ ー ドされ た 指示 に よ り,小 切 手 はA支 店 に呈 示 さ れ たか らで

あ るo裁 判 所 の見 解 に よ る と,原 告 が,当 該 銀 行 の長 期 間 の取 引 先 と し

て小 切手 帳 に記 載 され て い る小切 手 を,そ れ に 指示 され て い る口座 以外

に使 用 して は な らない とい う,最 近 採 用 され た 使用 法 に つ き銀 行 か ら十

分 な注意 を受 け てい なか っ た とい う理 由 で,原 告 は勝訴 した。

以 上 の よ うな可 能 性 が あ る とい う問題 点 は あ る が,MICRプ ログ ラ

ム に もとつ く経 験 に よれ ば,さ 細 な,し か も稀 な損 害 が生 じたか も しれ

ない が,銀 行 が,あ や ま りの発 生 を除 去 す るた め に注 意 を し,ま た あや

まbが 生 じた と きは相 互 に協 力 しあ うな らば,MICRプ ロ グ ラムに と

っ て,主 唱者 が欲 す る よ うな有 利 な結 果 が 生 ず る とい うこ とが,許 され

る で あろ うo損 害 を発 生 させるあやまbの 原因が数 多 く考 え られ るの で・9

一 ドす る際 の あや ま りに よって発 生 す る損害 の 責任 に関 す る規 則 の 法典

化 の発達 を は か る必要 性 が示 峻 さ れ るo現 在 ま で の と ころ,こ の よ うな

規 則 は発 達 して い ない。 今 後 の よ り多 くの経 験 に よ り考 え られ る厄介 な

問 題 の原 因 を まず 明確 につ き とめ,そ れ か ら,そ れ に対 して組 織 的 に処

理 す る試 み を す る こ とが 必要 で あろ うoこ の よ うな あ やま りの考 え られ

る法 律 的結 果 につ いて は,M≧chanizedCheckHandling,14TheBusin-

essLawyer989,(1958)reprintedin77BankingLawJournal

449(1960)お よびそ こに引 用 さ れ て い る文 献 で論 じ られ て い るo

銀 行 で は,現 在 の方法 の下 での小 切 手 の取 扱 い を改 善 す るた め に コ ン
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ヒュ一 夕 ・シス テ ムを使用 してお り
,ま た,そ れ に加 え て これ らの シス

テ ムの性 能 を馴 して ・た とえば従 撒 に対 す る酬 の支 払 ,受 端 定

債 権 の取 立 な ど,顧 客 に対 して従 来 しなか っ た あ らた な サー ビス を して

い る。 これ らの サー ビスは ・実 業 恥 よζバ麟 界 で好 感 を もっ て受取 ら

れ てい るが ・銀 行 が この よ うな サー ビス を提供 す る権 限が あ るか ど うカ
、

⇔ い て粧 訴 訟 が係 属 して ・・鋤 ・Ass・ci・・i
・n・fD・ ・。P,。cessi。g

S・・viceO・g・ ・iz・ti・n・・1・・…C・ ・np,279F.S。pP,675(D.Mim

1968)(判 例5)が ・ 第r判 決 で は
,銀 行 嚇 訴 した.現 在控 訴

中で ある。

振 出さ れ る小 切 手 の枚 数 が 益 川 目加 しつつ あ る とい う事 実 と
,支 払 人

か ら支 払 を飾 る者 へ ・・edi・ を移 転 す るた め に
,大 量 の証 券 を紗 返

し際限 な く移 転 す る とい うこ との な か に含 執 る非 鱈 さ とけ
,金 殿

支 払 うため の 抽 ス ピー デ ィ 筋 法 が見 出 さぬ くては な ら 飾 こと を

示 唆す るomoneykey・moneycardま たは 国 家的 コン ピュ_タ.シ ス テ ム

へ の電諏 よる連 結 が 証 券 な しです ます ことが で きる こ とに な るか ど

うか ぷ 間 をかけ ない と なん と もい え ない。 この シス テ ムにつ い て は
,

"AN
・・i…ICnm・ ・…S… ㎝ ・L・g・IA・pect・ ,〃 ・965P,㏄eedi。gs

ofAB・A-NAC・PP・435-455 ,・eeMULL,A・t,{,ch,1965 ,

P.1.で 取 扱 われ て い るo

この 目的 餉 か っ て ・い くつ か の建 設的 旗 が と られ るで あろ う
。 預

金 敵 対 して ・MICRの ・一 ド勧 'た小 切手 用 紙 の保 管 の責 任 と
,そ

の紛 失,盗 難 の場 合 の銀 行 に対 す る通 知 の責 任 を課 す る立 法 に つ いて考

慮 さ れ るで あ ろ うoま た,支 払 われ た 小切 手 は ,支 払 銀 行 に残 して お い

て,要 求 が あれ ば 交付 す る こ とに し,預 金者 は,定 期 的 に連 続 す る小 切
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手 番号 お よび金 額 に よっ て,小 切 手 の同 一性 を あ き らか に した計算 望:を

受 げ とる とい うこと も考 慮 さ れ るで あろ うoあ るいは さ らに,遠 距 離 か

ら,無 線 を使 っ て呈示 を す る とい うこ と も考 慮 さ れ る で あ ろ うoこ れ ら

の 方策 は,考 え られ る損害 を避 け,'証 券 の取 扱 い を減 らす た め に,有 益

な もの で あ るが,電 話 に よっ て作 用 させ る コ ン ピュー タ ・シ ステ ム,す

な わ ち,中 央 に ま とめ られ た 口座 か ら,ま た はそ の 口座 に対 す るCredit

の移 転 を,番 号 に より同 一 性 を区別 しなが ら無 線 に よっ て す る,い わ ゆ

るジ_.シ ス禦 胴 じ、 う劔 事 は しないで あろ う。 辮 と・弓 ・

イオ ンが これ らの進歩 へ の道 を阻 害 しない よ うに して も らい た いo

注1)ヨ ー ロ ッパ に古 くか らある 資金 の振 替 制度 。
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〔判 例4〕

Burnettv.WestminsterBank,Ltd

〔Queen'sBenchDivision(Mocatta,J.),

May31.June1,25,1965〕

原 告 は数 年 前 か ら,被 告銀 行 の バ ラ支 店(theBoroughbranch)

とプ ロム レ イ支 店(theBromleybranch)に 口座 を有 してい た。

1964年1月,バ ラ支 店 は 原告 に対 して一冊 の小 切手帳 を発 行 した。

そ の 小 切 手 帳 に は 陽表 紙 に"こ の小切 手帳 の小 切 手 は,こ の為 の 口座

に使 用 され る … ・…"と い う注意=書 きが 印刷 され て いた。 この注 意書

きは,原 告 がそれ ま で使 って いた小 切手 帳 には ない もので あ った。 この

注意 書 きが採 用 さ れ た の は,こ の小 切 手 が中 央 コ ン ピ ュー タが判 読 し う

る磁 気 イ ン ク を 使 用 し て ピ る コ ン ピ ュ ー タ ・ シ ス テ ム で 使 え る よ う に特 ,

にデ ザ イ ンされ た ため で あ る。 原 告は,小 切 手帳 の表 紙 に この注意 書 き

が あ る とい う事 は知 って い たが,こ の注 意 書 きを読 ん だ とい う こ とは 立

証 され な か った。1965年1 .月,原 告 は この小切 手 帳 か ら1枚 の小 切

手 を振 出 した。 とこ ろが,そ の際 に,バ ラ(Borough)と い う文字 を抹

消 し,プ ロム レ イ(Bromley)と い う文 字 を加 筆 した。 それ に従 って住

所 を も変更 し,そ の変 更 の 旨を頭 文字 で署 名 した。 コ ン ピュー タは,原

告 が使 用 した イ ンク を読 み とる ことは出 来 ない。 原 告 は,振 出 したそ の

小切手 の支払 を差止 め る こと に し,プ ロ ム レ イ支 店 に対 して電 話 を し,

そ の小 切手 は内 容 を変 更 した もの で あ る こ とを知 らせ て ,そ の小切 手 の

支 払 いを しな い よ うに告げ,か つそ れ に加 えて同 じ趣 旨の手紙 も書 いた。
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一・方 ,そ の 小 切 手 は,入 金 され た上 で,ロ ン ドン手 形 交換 所 に回 され,

その後,被 告 の も と に届 け られ,中 央 コ ン ピ ュータ に達 した。 そ の小 切

手 が未 決済 状態 にあ る間 に(そ の情 報 は コン ピ ュー タに保 存 され ていた)。

そ の 小 切 手 の 現 物 任 パ ラ支 店 に送 付 され,そ こで 被告銀 行 の行 員 が そ

の小 切手 を調 べ た。 しか しな が ら,原 告 が小切 手 に変 更 を加 えて い た こ

とに 関 して は,何 の措置 もと らな か った。一 方,バ ラ支 店 の方 では,そ

の小切手 の支 払 い を しない よ うに との原 告 の指示 に つ いては 知 らな かっ

た。 未 決 済期 間 が経 過 す る と,そ の 小切手 金 額 は,中 央 の コ ン ピュー タ

によっ て,バ ラ支 店 にあ る原 告 の 口座 か ら落 とされ た。 被 告銀 行 は何 等

の権 限 な しに,パ ラ支 店 に あ る原 告 の 口座 か ら落 と した との原 告の 主張

に対 して,銀 行 は,次 の よ うに主張 した。 す なわ ち原 告 は,小 切手 を原

告 の パ ラ支店 に あ る口座 に あて て使 用 しなけ れ ば な らな い とい う,小 切

手 の使用 に関 す る制 限 妬つ い て 小 切手 帳 に よ り知 らされ,'そ れ に対 して

行為 に よっ て同意 で あ る ことを示 しπ と。

Held:そ の 小切 手帳 の表 紙 は,受 取 った人 が現 に存在 す る契約 上 の

取決 め を変 更 す る よ うな約 定 が書 い て あ る とは思 わ ない よ うな文書 の1

つ で あ っ て,従 って,原 告 が,被 告銀 行 に長 い 間,口 座 を保 有 してい た

とい う事 情 を考 慮 す るな らば,小 切 手 帳 の表紙 に書 い て ある 注意 書 きで

もっ て,小 切 手 が唯 一 つ の 口座 にの み使 用 され る べ し との,新 た に 制限

を加 え られ た使 用 法 に原 告 が束縛 され た とい うこ とは な く,銀 行 の抗 弁

は不 成功 に終 っ た。

Parker対SouthEasternRy.Co.事 件(〔1874-80〕All

E.R..Rep.166)及 び,Chapelton対BarryUrbanDistrict

三,バ,口 ○ ・"一"102-

:∵i



Q)uncil事 件(〔1940〕1AllE・R・356)が 適 用 さ れ た
。

iTnde「wood(A・L・)・Ltd対BankofLiverbool事 件(〔1924〕

hllE・R・Rep・230)及 びWestminsterBank
,Ltd.対Zang

.(〔1965〕1Al1E・R…23)と は 区 別 さ れ た 。

Pe「Cu∫i鯛:も ・しも
t小 切手それぽ休の上に)その使用を制限す敬 言が

入っていれば・私瓦 顧 客が小切手上 に署 名 した とい うことを も
。て,

小切手 の鯉 が搬 さ旭 と・・う約定幽 する嬉 への署名 と購 師

僧 を有する もの として認め る用意が ある。

編=者の 注釈

原 告 が'齢 に 〒 ン ピュー ・傭 人 され る以 前 に
,あ る鯛 に亘 。 て,

その銀 行の支店 の顯 客 で あった とい う点が強調 され るべ きで ある
。 その

立場は激 し噸 客 が・小切手 の使用 について制限があ るとい う注意書

きQあ る小切 手帳 を初 めて受 取 った場 合 と,必 ず し も同 じで は ある ま い。

と く に ・ そ の 注 意 書 き に 注 意 が 払 わ れ,そ の 上 で
,行 為 に よ り,あ る い

は,明 ら か に 表 明 して,そ の 制 限 を 受 入 れ た 場 合 と は
。

顧 客 の 指 図 に 反 し て 銀 行 が 支 払 い を し た 小 切 手 の 問 題 に つ い て は
,

2・Halsbury'sLaws(3版)193 .パ ラ グ ラ フ361,そ し て

こ の 問 題 に 関 す る 事 件 に つ い て は ,3・Digest(RepL)234-236
,,

601-610を 参 照 。

契 約 書 に 含 ま れ る 印 刷 さ れ た 条 項1・ 関 し て は
,8.H、1、b。,y・sL。ws

(3版)74.パ ラ グ ラ フ127を 参 照
。
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訴 訟

この事件 は,原 告JosephBurnettが,被 告銀 行 で あ るWVestm-

insterBankが 原 告 の指 図が な い のに も拘 らず,バ ラ支 店 に ある原 告

の口座 に小 切手 金 額分 を借記 した とい うこと を理 由に,被 告 に対 し

2,300ボ ン ドを請 求 した もので ある。 諸事 実 は,判 決 中 で詳 し く述 べ

られ てい る。

6月25日,Mocatta.J.,は 次 の如 き判 決 を宣 した。

本 件 訴訟 にお い て提 起 され た問題 は,被 告銀 行 が コン ピ ュー タを使 用

して い る こと,お よび,銀 行 が コ ン ピ ュー タ及び 関連機 器 に よ って判 読

す る こ とが で きる磁 気 インク文 字(MICR文 字).を 帯 び た 小 切手 用紙

を顧 客 に発 行 した とい うこ とに よる もので あ る。

本 件 にお け る基 本 的 な諸 事実 は,双 方 に争 い がな く,そ れは 申立書 か,

また は 双方 が 同意 した事 実 に 関 す る陳 述 書 に も書 かれ て お り,さ らに,

私 の前 で行 な われ た 双方 の弁 護 人 の弁論 中で も一致 した と ころで あ る。

原 告 は著 述家 で あ り,1965年1月 以 前 の かなbの 期 間 に:亘 って,

被 告銀 行 の顧 客 で あ り,バ ラ支 店 及 び,プ ロム レ イ支 店 に おい て当 座預

金 口座 を有 してい た。1965年1月22日 金 曜 日に,原 告 は,他 の2

人 の仲 間 と協 同 して,賞 金 も,損 失 もその3人 で平 等 に分 ち,あ るい は

分担 す ると い う条 件 の下 で,か け ご と を した。 結 局,彼 等3人 は3,000

ポ ン ドの損 を した。 その と き,原 告 の2人 の 仲 間は支 払 い をす る こ とが

で きな か った の で,原 告 は700ボ ン ドを現 金 で,残 りの2,300ポ ン

ドを 線 引小切 手 で,か け ご との勝 者 に対 して支 払 った。 そ の小切 手 の上

部 に ある 印刷 され た見 出 .L(heqding)言 に 声 る と,.そ の小切 手 は,被 告
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のバ ラ支店 あて に振 出す よう に な って い た。 しか しな が ち,あ る理 由で,

原告 はそ の 小切 手 を,プ ・ム レ イ支 店 に ある 原 告 の 口座 に あ てて振 出 し

たい と思 っ た。 そ こで原 告 は,イ ンク で,バ ラ(Borough)と い う文 字

を抹 消 して,プ ロム レイ(Bromley)とL(う 文 字 を 記 入 した。 原 告 は又,

ポ
こ れ も イ ン ク で パ ラ支 店 の 印刷 して あ る 住 所 で あ る34,Borough

カ サ
HighStreet,London,S.E.1と い う の をHighStreetS.F.

カ

1と 変 更 した。 正 確 な もの にす る為 に は,."S.・E.1"と い う部分 も抹

消 すべ きも ので あっ た の で あ るが 一。 原告 は 印刷 され た見 出 しの両 側 に

頭文 字 で署 名 し,変 更 を加 え た 旨 を示 した。 翌 日,か け ご との2人 の仲

間に 裏切 られ た ので,原 告 は そ の小 切 手 の支 払 い を差 止 め る こ とに決 め

た。 そ こで原 告 は,被 告銀 行 の プロ ム レ イ支 店 に電話 を して,そ の小切

手 の正 確 な小 切手 番 号,日 付,金 額 を告 げ,又,バ ラ支 店 の 小切 手 を プ

ロム レ イ支 店 宛 に変 更 した もの で ある こ と を も告 げ て,ブ ・ ムレ イ支 店

に対 してそ の小 切手 を支 払 わ ない よ うに指 示 した。 そ の後,原 告 は,1

月25日 付 の手 紙 を プ ロム レイ支 店宛 に送 付 して,て れ らの指 示 を確 認

した。 それ に も拘 らず,そ の小 切 手 は,ク ー.トに よ り,手 形 交 換 所 を経

て,被 告銀 行 の バ ラ支 店 へ送 られ,そ こで1月27日 頃支 払 が な され ・

原 告 の'バ ラ 支 店 に あ る 口 座 か・ら,2,300ボ ン.ド が 落 さ れ で しま っ

たo,.　 :.'x;(

本 件 訴訟 に おい て,原 告 は,被 告 が原 告 の 口座 か ら落 す 権 限 を な ん

ら 与 え られ て い な か っ た と主 張 した。 従 って原 告 は,い くつ か の方 法

で,2300ボ ン ドを請求 した。 しか しな が ら,原 告 が 勝 訴す る とすれ

ば,正 当 な,あ るいは,と に か く最 も好 都 合 な賠 償方 法 は,原 告 が被 告

銀行 のバ ラ支 店 に あ る現 在 の 口座 に2300ポ ン ドを貸 記 して も ら う権
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利 があ る旨 の宣 告 で ある とい うこ とは,双 方 の弁 護 入 間 で意 見 が 一 致 し

てい た。 又,い く らか逆 説 的 で は ある が,原 告 は,原 告 の弁 護 人 を通 じ

て,原 告 が ば くちで負 けた3000ボ ン ドの 内1000ボ ン ドに つい て

は,原 告 自 らの個 人 的 な責 任 で ある こと をナ で に認 め て いた か ら,

2300ボ ン ドの内300ポ ン ドは被 告 に返 還 す る用 意 が あ るとい うこ

と を述 べ て いる。 又,原 告が,2人 のば くち の仲 間 か ら2000ポ ン ド

を回収 して,そ れ を被 告 に支 払 う とい うこと もつ け加 え られ て い た。 し

か し,こ.う い う矯 実 は本 件 の法 律 問題 に何 等 の影響 も及 ぼ しえ ない のは

明 らかで あ るo

被告 は,小 切手 を支 払 い,か つ,原 告 の バ ラ支 店 に ある口座 に 借 記 す

る権 限 を 原 告 か ら与 え られ て い な か った とい う点 につい ては,こ れ

を否 定 した。 被 告は バ ラ支 店 か ら発 行 され た 小 切手 用 紙 は,バ ラ支 店 の

口座 に宛 て て の み使 用 さ れ る とい うこ と,原 告が 他 の 口座 に宛 て て,そ

の小 切 手 用 紙 を使 用 した り,使 用 す るの を許 した り しない とい うこ とは,

銀行 とそ の顧 客 の両 者 の 関係 で 明 示 され た条 項 で ある と主張 した。 こう.

した条 項 は,原 告 には1964年1月 頃 は じめ てバ ラ支 店 か ら発行 され,

問題 の小 切手 用 紙 も,そ の中に含 ま れ て いた 小 切手帳 の 表紙 の表 に印刷 し

てあ った 注意 書 き,及 び,原 告 が何 等 の異議 も留 め ず にそ の小 切 手帳 を

使用 した とい うこ と か ら導か れ た もの で あっ た。 小切 手 帳 の表 紙 は オ レ

ロ

ン ジ色 で あっ て,次 の如 き記載 が あ った。Westminster銀 行 ,

Borough支 店;34.BoroughHighStreet,London,S.E.1㌔

そ してそ の 次 に被 告 が 武器 と して 主張 す る小 さな 印刷 が,は っ き りと

ぼ
し たiか つ 容 易 に 判 読 し うる 黒 の ダ イ ブ で 記 し て あ っ た 。 つ ま り,J.

Burnett殿,こ の 冊 子 に あ る 小 切 手,及 び ク レ ジ ッ ト ス リ ッ プ(credit.
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slip)は,そ の為 の特 定 の 口座 に宛 て て の み 使用 され ま す。 従 い ま して,

お客 様 は,決 して他 の 口座 に宛 てて それ らを お使 い には なれ ません 。"

こ れ ら の2つ の文 章,と くに 最初 の文 章 に よって,契 約 上 の効 果 を有

する もの として,被 告 は,バ ラ(Borough)の 代 りにプロムレイ(Bromley)

を入れ た小切 手 上 のペ ン と インク に よる変 更 に拘 らず,そ の小 切 手 は バ

ラ支 店 に対 する指 図 と解 され な けれ ば な らず,被 告 はそ の指 図 に応 じた

のだ と抗 弁 した。 被 告 は又,原 告 が小切手 に変 更 を加 え た事 に よ って ,

原告 は契 約 に違 背 した とい うこ とも,選 択的 抗 弁 と して主張 した。 しか

しなが ら,別 に反 訴 は な きれ ず,弁 論 中 で も,被 告 は抗 弁 中 の この部分

には頼 って い なか っだo

原 告は,そ の提起 した訴 答 の中 で,表 紙 に 前述 の2つ の文 章 を記 して

ある小切 手帳 か ら原 告 が1枚 もしkは 数枚 の 小切 手 を振 出 した とい うこ

とを より どこ ろ として締 結 され た と被告 が主 張 す る契約(こ れ が た とえ

ある もの と して も)に つ き被告 側 か ら与 え られ だ約 因 が ない と レ・う点 を

指摘 した。

私 は こ こで,被 告 に よって コ ン ピュー タが 利 用 され て い る こ と と,原

告に 交付 され た小切 手 上 に磁 気 インク文 字(MICR文 字)が 採 用 され

てい た と い うこ と と の関連 を説 明 す る必 要が ある。 双 方 が 同意 を した事

せ

実 に 関 す る陳 述 書 で は,1965年4月1日 付 の ニ ュ ー ・サ イ エ ン テ

ゆ

イ ス ト(NewScientist)に 述 べ られ て い る 銀 行 業 に お け る コ ン ピ

ュー タ の運営 に つ いて の記 事 が 引用 され て い る。 そ の記事 は,歴 史的あ

るいは 現在 の事 実 の記 述 を含 んで い る とい うこ とで は,意 見 が 一 致 して

いた。 又,将 来 の問 題 に 関 しては,発 展 の あ り うべ き方 向 を示 してい る .、

と い うことで意 見 の 一致 を み てい た。 私 と しては,私 の理 解 した範 囲で
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本件 に関 連 して諸 事実 を要 約す るだけ で よい と思 わ れ る。

被 告は,、 台 の 中央 ・ン ピ一 夕 を所 有 して お り・・バ ラ支 店 時 ロ

ン ピュ一 夕 に連 結 してい る。我 国 に おけ る銀 行 の間 では,コ ン ビ.ユー タ

は,醐 的 には 支 店群 の勘 定 を管 理 す る為噸 用 さ拠 ・ 繍 は、コ ン ピ

ュー タ に イン プ 。 トされ,そ の繍 は ・ ン ‥ 一 ・ に よ・ て磁 気 テ ープ

疎 存 され る。 これ は,以 前 は,・ ・ンチ カー ド・ あ るいは 縦 一 ブ上 に

行 なわれ て ぽ 。 磁 気 イ ン ク文 字読 職 置(MICR)と 呼 ばれ る技 術 を

通 じて_大 進 歩 が 遂 げ られ.そ れ に よって,銀 行 が ・磁 気 イン クで 小 切

手 上 に 印 刷 され 触 手 を 語 取 るこ との で きる機 械 を利 用 す るこ とが で

きる よ うに なった か らで あ る.こ うしだ繊 は ・支 店 毎 ・ あ るい は勘 定

毎に小切手を自働 崎 類すると共に,又,小 切手の緬 龍 座 番

号等 の 明細 を 自・動的 に 読 み取 り,1分 間 に1・600枚 の ス ピー ドで'ン

ピュ 一夕に 送付するこ止 がで きる もの で あ っ た。 従 って 小 切手 自体 を コ ン

ピュ_タ へ の直 接 の イ ン プ ッ ト媒 体 と して使 用 す る こ とが可 能 とな り・

パ ンチ カー ド,あ るい は紙 テ ー プの如 き イン プ ・ ト媒 体 を大 部 分使 用 し

な くて も済 む よ うに な 。ftの で あ る。 ・96・ 年 ・英 国の銀 行 は ・小 切

手 に 記載 され るべ き磁 気 インク に よる情 報 に 関 して の共 通 コー ドにつ い

て 桔 噂 しだ 。 当座 預 金 の帳 難 題 の 為 に直 接 小 切手 を イン 方 ト媒

体eし て使 用 しだ鋤 の銀 行 は・,ウ エ ス トミン〃 一銀 行(theWest-

minsterBank)で あb,1962年 に,ヨ ー ロ ッ パ で 最 初 の

M、CRセ 〃 一 を開 設 し だ ・、コ ン・ピ・a-4」k.び ・MICR小 切手

を 使 用 し だ結 果,そ れ が銀 行 業 務 シス テ ム の 運 営 と い う面 で 湘

→戊{}8-一
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当 に 経 済 的 で あ る こ と を 明 白 に示 .し た 。 私 が 引 用 しだ そ の 記 事 は,

コン ピュー タ及びMICR小 切 手 の使 用 が つ い に は全 て の分野 に亘b
,通

常 の 手 書.あ る い は タ イ プ に よ る文 字 が 完 全 に ,な く な る と云わ ない

まで も,小 切手 上 に ほ とん ど な ぐ な り》 銀 行業 務 シス テ ムに お い て
,

小切 手 処理 が大 き く簡 素化 さ れ るで あろ うこ とを期待 して い る6し か し

なが ら,そ こに到 達 す る に は,な お長 い道 程 を経 なけ れ ば,ならな.い。 し

か し・ ウ エス ト ミツ ス タ ー 銀 行 は,一 般 的 に ,ま た バ ラ 支 店一は 特

VC,1i9"64年1月 迄 に,他 の 多 く の銀 行 よ り もず っ と進 ん で い

た よ うで あ る。

本件 訴 訟 に おけ る問題 の小切 手 は,小 切手 帳 の他 の29枚 の小 切手 と

同様,最 下段 に,左 か ら右 へ3つ の グルー プのMICR数 字 が 記 さ れ て

いた。 最 初 の グ ルー プは小切 手 番 号 で あb
,2番 目の グル_プ は ウェ ス

トミンス タ ー銀 行,及 び そ のバ ラ支 店 を示 す 数字 で あ り
,最 後 の3番 目

のグルー プの数 字 は ・ バ ラ支 店 に おけ る原 告 の 口座 を示 す もの で あ った。

ク ー トを通9じ て,そ の 小 切手 が ロン ドン手形 交換 所 へ送 付 され た後 ,

分類 され 被 告銀 行 へ手 渡 され た。 そ の後,そ の 小切手 は被 告銀 行 の中 央

コン ビュー タへ 送 られ ・ そ こで,被 告銀 行 の行 員 に よって読 まれ て ,第

4番 目の グ ルー プのMICR数 字,つ まb ,小 切 手 の振 出金額 た る

2300ボ ン ドに相応 す る数字 が ,そ の 小切 手 に打 ち込 まれ た。 同時 に,

かつ 自動的 に,す べ て の4つ のグ ルー プ のMICR数 字 は 中央 コ ン ピュ

ータの甲で
,磁 気テープ にインプットされ て,バ ラ支 店 にお・け る原 告 の 口座 に

使用 され る た めに,磁 気 テ ー プに記録 きれ た。 勿 論 ,そ の コ ン ピュ_タ

は,ペ ン とイ ンク で プ ロム レ イ支 店 に変 更 して あ るの を読 み と る ことは

ま った くで きな か っ た。 その 』 ン ビュ一 夕 は その 情 報 を
,特 定 の 口座 に
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借記 し・ ある いは貸 記す る とい う方法 で,現 実 に使 用 す る趣 ,未 決 済

期間 を通 じて,保 存 してい る。 そ の未決 済 期間 に,そ の 小切手 は ,現 物

がバ ラ支 店 に送 られ,そ こ で,そ の 小切手 の 日付 及 び署 名
,な らび に そ

の口座 が そ の小 切 手 金額 に十 分 な残 高 を有 して いる か調 べ ら れ る 場 合

に よって は,そ の 支店 の 支店 長 は,過 振 りを許 す か ど うか決定 す る こと

もある。 そ の未 決済 期 間 を経 過 した後 は,当 該 口座 は,場 合 に応 じ て,

自動 的 に借 記 され た り・ あ る いは貸 記 され た りする。 本 件 に おい ては ,

その未 決済期 間 が 経過 して,原 告 の バ ラ支 店 に あ る 口座 が借 記 され た も

ので あ る。

上記 の ことか ら,全 体 の シス テ ムが 康 だ完 全 に 自動 的 な もの では な い

とい うこ とが判 断 され る。 又,被 告銀 行側 の弁 護 入 に よ って な され た説

明 か ら,私 は,バ ラ支店 の行 員 は,そ の小切 手 の 日付,署 名 ,金 額 をチ

ェックす る際 に,ペ ンと イ ンクで 支払 人 を プ ロム レ イ支 店 に変 更 して あ

るのに従 って適 当 な処 置を 取 り,バ ラ支 店 の勘 定 が借 記 され る こ とが な

いよ う にす る ことが で きた と考 える。 しか し,バ ラ支 店 の行 員は,そ う

い う措置 は と らなか った・ それ につ い て被 告側 の弁 護 人 は
,次 の よ うに

主張 してい る・ す勧 ち,こ の場合 には源 告は ,そ の小切手 帳の表紙

にあ る注意書 きを承認 す る ことに よって,そ の小 切 手帳 か ら振 出 した い

かな る小 切 手 も・た とえ ペ ンと イ ンク で変 更が加 え られ た と して も
,被

告に対 して は,原 告 の バ ラ支店 に ある口座 に つ い て そ の小 切手 を処 理す

る よ うに との 指図 に な る の みで あ る とい うこ とに同 意 したの で ある か ら
,

そのバ ラ支 店 の行 員 は そ うい う手続 を と る義 務 は全 然負 ってい ない と
。

原 告 自身が そ の ことを知 って い た か ど うか につ い て み る と,被 告 が よ

りど こ ろとす る と ころ の,印 刷 され た注 意書 きが そ の小 切手 帳 の表紙 に
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あ る の を原 告 が見 た とい う点 につ い て は,意 見 が 一致 した。 しか しなが

ら原 告 が,そ れ らの文 字 を読 ま なか っ た と い う基礎 の上 に 立 っ て,本 件

は判 定 され なけれ.ぱ な らない とい う点 で も,意 見 が 一 致 してい る。 又 ,

原告 が,口 頭 で も,あ る い は文 書 に よって も,そ の注 意書 きに対 して異

議 を述 べ なか った と い う点 で も,争 い は な か った。 原 告 が電 話 及 び手 紙

で・ プ ロム レイ支 店 に対 して与 え た詳 細 に亘 る指示 か ら判 断 すれ ば ,原

告 は,初 めて見 たので は それ 程 読 む のが容 易 だ とは思 わ れ ないそ の小 切

手 の下段 に あるMICR数 字 を読 み,ど の グ ルー プ がそ の小 切 手 番号 を

示す もの で ある か を知 ってい た よ うで あ る。 とい うの は,原 告 は そ の番

号 を プ ロム レイ支 店 に正確 に教 え てい るか らで ある。 問題 の小 切手 をそ

の中 に含 んで い る小 切 手帳 が,バ ラ支店 か ら原 告 に対 して発行 さ れ た そ

の種 の最初 の小 切 手 帳 で あっ た とい う ことに つい て も,同 様 に 争 いは な

い。 プ ロム レイ支 店 か ら原 告 に発行 され た小 切 手 に 関 しては,何 等 の事

実 も立証 され なか った¢)で,私 は,原 告 が この問題 の小 切 手 上 の 支店 名

を変更 した1965年1月 には,小 切 手 は,1964年1月 以 前 に バ ラ

支店 か ら原 告 に対 して発行 され て いた もの と同 じ形 式 の もので あっ た と

推定 す る のが公 平 で ある と考 え る。

バ ラ支 店 及 び,プ ロム レ イ支 店(も で あ る乏 推測 す る ので あ るが)か

ら,以 前 に 原告 に対 して 発行 され てい た 小切 手帳 及 び小 切 手 と,1964・i

年1月 頃原 告 に 対 して発行 され た この小 切手 帳(新 小 切手 帳 を呼 ぶ こ

とに す る),及 び 小切 手 との間 の差 異 を説 明 することは,か な り重要 であ

る。 以 前の 小切 手 帳 は,多 少 似 か よった オ レン ジ色 で あ ったが,い く分

薄手 で1セ ン チ以 上長 か った。 以 前の 小 切手 帳 の 小 切手 は,各 々に控 え

が くっ つい てお り,そ の小 切手 帳 には ク レ ジ ッ トス リ・ップ(credit
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slip),あ るい は ベ イ ン グ インス リップ(paying-inslip)は つい て ・

い な か っ た・ と ころが 新 小切 手帳 で は
,小 切 手 自体 は 同 じサ イズ で あっ

たが ・個 々の小 切手 の控 え は な か っ た。 そ の控 えの代 りに
,表 紙 の す ぐ

次に ・ つ ま り,最 初 の小 切 手 の 前 に,表 裏 に線 をひ いて左 右 に欄 を作
っ

たペ ー ジが3枚 あ って,も し,顧 客 が 望 めば ,そ こ に個 々の小 切 手 の番

号,日 付 ジ金 額,及 び支 払 先,あ る い はそ の他 の 明細 を記 入す る ことが

で きる よ うに な っ てい た。 新 小切 手 帳 の終 りに は
,4枚 のク レジ ッ トス

リップま たは,ペ イ ング ィンス リ ップ が あ り,ま た,支 払 った金 額 の領

収書 と して 現 金 出 納 係 の ス タ ン プ を押 して も らえ る よ うに ,2ペ ー ジ

が用 意 して あった。 ク レ ジ ッ トス リッ プには
,そ の下段 にMICR数 字

があ り・ ウェ ス トミンス ター銀 行 ,そ の支 店 名,及 び 口座 を示 して い た。

古 い 方 の 小 切手 は,、最 初 の2つ の グ ルー プのMICR数 字,つ ま り小

切手 番号,銀 行,支 店 し か印刷 し'てな く,そ の点 で新 しい の と異 っ て い

ち

提起 され た法 律 的 議 論 の為 に,恐 ら くは最 も重 要 な差異 は表紙 で あ る。

旧小 切手 帳 で は,頭 に単 に被 告 の ,つ ま リウエ ス トミン ス ター銀 行 の 名

前 しか記載 され てお らず,支 店 名 も,あ るい は 口座 名 も記 され ては い な

か った。 表 紙 に は イタ リ ック体 で次 の よ うに記 さ れ てい た
。"特 に 次の

カ

事 項 に御 注意 下 さ い 。 そ れ か ら表 紙 の表 の 下 の方 には ,表 紙 の スペ ー

スを うず め て'{自害 的 ,あ る い は助 言 的 な性格 を有 す る,は っ き りと印刷

され た4つ の項 目が あb,小 切 手 は銀 行 所 定 の方 式 で振 出さ れ る べ きで

ある こと,あ る いは,ど の よ うに所要 の記 入 をす べ きで ある か とい
っ た

よ うな こ とが 書 か れ て いた・ そ の裏 面 に は ,5つ の項 目 が続 い て 剖,

銀 行 のい ろ いろ なサ ー ビス に関 す る広 告文 が載 せ られ て いた
。 これ らの
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9つ の項 目が契 約 上 の効 力 を有 す る とい うこと は,論 ぜ られ な か ったd.・,、

新 小 切手 帳 の表 紙 は,前 述 した 通 りで ある。 そ の2つ の文 章 に関 して 、

一 旦顧 客 が 小切 手 帳 か ら小切 手 を使 用 したな らば
,契 約上 の効 力 を有 す

るもので ある との主 張 が なさ れ た。 旧小切 手 帳 の表紙 の表 裏 に記載 され

てい た9つ の項 目は,新 小 切手 帳 に おい て は,表 紙 の裏 面 の2つ の欄 に ・ぶ

記載 され てい るo

本 件 に関す る限 り,銀 行 と顧 客 との間 の法 律 関係 に適 用 す ぺ き一 般 原

理 につ いて は,双 方 の 弁護 人 間 で 不 一致 は な か っ た か ら,私 は,多 くの

重 要 な ポ イ ン トの概 要 を述 べ る ことが で き よ う。 決定 さ れ るべ き問 題 ヘ コ

接 近 す るた めの背景 と して,第 壬に,一 般 的 な場 合 に おい て は,銀 行 と

顧 客 との 関係 は,完 全 に,ま たは主 と して,黙 示 の契 約 に よ って 決 め ら

れ る。 第2に,銀 行 は,顧 客 の為 に受 け入れ た金 銭 をそ の顧 客の 書 面 に

よる指図 に従 って 払 い 戻す。 そ の約 束は,一口座 を有 して い る銀 行 の支店

で支 払い を す る とい うことで あ って,そ の顧 客 が1以 上 の 口座 を有 して

ihる 場 脊 に お い ても 同様 で あ る。 第3に,別 段 の特 約 が ない限 り,顧 客

の書 面 に よる指 図 は,も ちろん現 在 は ほ とん どの場 合 に顧 客 は銀 行 か ら

与 え ら'れた小 切手 を 使用 す る けれ ど も,あ る特 定 の方 式 に 従 う必 要 は な

い。 例 えば,慈 善事 業 がそ の ア ピー ル を強 め る ため に使用 す る方 式 で あ

るハ ウス チ ェ ック(houSecheque)と い うよ うな形 の もの も使 用 され て

'1
お り,又,極 くまれ な場 合 に は,顧 客 が銀 行 に 対 す る指 図 を手軽 な紙 切

れに・書 いた り,あ る い は もっ と略 式 の物 に書 い た りす る こと もあ り うる。

加 え る に 」1:つ の 支.店 ある いは1つ の銀 行 か ら発行 され る小切 手 の様

'式が
,他 の 支店 ある いは 他 の銀 行 に 対 す る指 図 に な り うる よ うに変 更 さ

れ る こと もあ る。 第4に,顧 客 は,自 分 の文 書 に よる指図 を 出す に つ い
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て は・ そ の曖昧 さ の為 に銀 行 を迷 わ せ た り,あ るいは,偽 造 を容 易 な ら

しめたbし ない よ うに・相 応 の 注意 を 払 う義 務 が あ る。第5に ,も しも

顧 客 が間 に合 うよ うに 自 らの 指図 を撤 回 した場合 に は ,銀 行 は支払 い を

しては な らな い。 しか しなが ら,あ る銀 行 の1つ の支店 に対 して なされ

た支 払差 止 の通 知 は,そ れ 自体 と しては ,そ の銀 行 の他 の支 店 に対 す る

通知 とは な らない。 この 最後 の2つ の点 につ い ていえ ば
,磁 気 イン ク の

ことを無視 す れ ば ・変 更 を加 え られ た本件 小切 手 は ,・いか な る意 味 で も,

曖 昧 で は なか っ た。 一 方,プ ロム レ イ支 店 は,そ の小切 手 が ,手 形 交 換

所 を通 じて ・被 告 の手 元 に送 付 され て くる以 前 に,原 告 か らの
,そ の小

切手 を支 払 わ ない よ うに とい う指 示 を受 け取 っ てい た。 バ ラ支 店 は,そ

の小 切手 を 支払 わ ない よ うに とい うプロ ム レ イ支 店 に対 す る原 告 の指 示

に つい て は,一 切知 らな かっ たゲ

被 告銀 行 が この小 切手 上 に記載 され て い る程度 の磁 気 インク文字 を使

用 した新 しい小切 手 を 導入 した とい うこ とが ,上 記 の諸 点 に 関 して被 告

銀行 と顧 客 の間 の地 位 に何 等 か の変 化 を もた らした とい うことは
,新 小

切手 の使 用 に関 し て原 告 に1つ の制限 を加 え た とい う こと以外 に
,何 等

論 ぜ られ な か った。 か く して,も しも,被 告 が顧 客 か ら暖昧 で ない 指 図

を受 け取 った な らば,被 告は,例 え ば ,そ れ が他の銀 行 の小 切手 用紙 に

記 され た もので あ った と して も,あ るいは まるで形 式 を ふん で い ない も

ので あ って も・従 来 通 り,そ うした指 図 を取扱 い続 け る で あろ う
。 しか

しな が ら,も しも,こ う した事 態 が新 しい シス テ ム を採用 してい る支 店

に向 け た指 図 の 中 に頻 繁 に起 こっ た な らば ,そ の顧 客 は過 重 な手 数 料 を

請求 され る よ うに な るか も しれ ない し,口 座 を他 の所 で持 って ほしい と

依 頼 される ことに もな クか ね な い とい うこ と もつ け加 え られ た
。 しか し

一一114一

ム

}



と

なが らパ 原 告 に 対 して 発行 され た こ う した新 しい 小切 手 の場 合 に は
,契

約 に よっ てそ の地 位 は 変 更 され て お り,も し原 告 が この小 切手 を使 用 し

た以 上 は ・原 告 は ・ 小 切手 上 に 何 を書 いていて も
,小 切 手 帳 の表 紙 の表 に

酬 さ れ・ かつ ・ そ の ・梅 枝 の・」・切手 に繰 返 し印刷 して ある支 店
,あ

るいは 勘定 以外 で被告 に対 し支 払 い を指図 す る ことは で きな くな
っ たの

だと,被 告側 は 抗弁 して い る。

私 が これ 迄述 べ て きた と こ ろ か ら明 か な よ うに
,被 告は,一 方 的 に原

告 の権 利 を制 限 す る と とは で きず,こ の点 に つ い ては反 対 の主張 は なか

った。 制限 は・ 原 告 と被 告 の間 の契 約 に よっ て のみ 有効 な もの と な り う

るので ある・ 輸 もな く・ あ る場 創 ・は
,例 え ば,文 書 を麺 す る とか,

顧客が あ る ・・ 一 ・の上 階 名 をす る とい うよ う訪 法 に よ
。 て洞 じ

ような制 限 に関 す る明 白 な る契 約 が銀 行 と顧 客 の 間 に成 立 し うる
。 この

事件 では,被 告 は,原 告 が署 名 した 書類 に よ って ,前 述 の よ うな明 白 な

る書 面 に よる契 約 が存 在 す る と主張 しう る・よ二う、な 立 場 に は な か ⇔ た
。

しか しな が ら・,被 告 は,原 告 が,前 述 した2つ の文 章 が表 紙 に記載 さ

れて いる新 小 切手 帳 か ら1枚 も し くは数 枚 の小切 手 を使用 す る とい う行

為に よっ て・問題 の この制 限 に同 意 した もので あ ると抗 弁 した
。

双 方 の弁 護人 は,よ く知 られ た事 件 で あ るParker対SotlthEastern

Ry・Co・ 事 件 ・Gabel対SouthEasternRy .Co.事 件(1)(〔1874

-80〕AllE
・R・Rep・166;(1877)2 .C.P.D.416)を 引

用 した。 そ して特 に被 告側 の弁護 人 は ,こ れ らの事 件 に 含 まれて い る チ

ケ ッ トに 関す る3つ の一 般原 則 が ,本 件 で も適 用 され るので は ない か と

い う意見 を提 出 した。被 告側 の弁 護 人 は
,Anson'sLawofContract

(22版)P・P143・144に 勒 て述 べ られ てい る原 則 を論 拠 と して
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い た 。

"ノ

1.も し もチ ケ ッ トを 受 け と った 者 が,そ の チ ケ ッ トの 上 に何 か が書 い

てあ る の を見 な か った か,も し くは知 らな か っ た場 合 には,そ の者 は

そ の約 定 に拘 束 され る ことは な い。

2.も しもそ の 者が,何 か書 い て ある事 を知 り,か つ,そ の書hて あ る

ものが約 定 を含 ん で い る とい うことを知 って い たか,も し くは そ う信

じてい た場 合 κは,た とえ そ れ を読 まず,ど ん な内容 で あ る か を知 ら

な か っ た と して も1,そ の約 定 に拘 束 され る。

3.も し もそ の者 が,チ ケ ッ ト上 に何 か書 い て あ る の を知 っ て い たが,

そ れが 約定 を含 んで い る こ とを知 らなか っ た か,も しくは そ の こと を

信 じなか っ た場 合 には,も しそ のチ ケ ッ トを渡 した者 が,約 定 を知 ら

せ るの に通 常必 要 と思 わ れ る よ うな こ とをす ぺ て や ってい る場 合 に は,

知 らず ある いは信 じな か った者 とい え ど も拘 束 され る。

これ らを基 礎 と して,弁 護 人 は,原 告 は文字 を 印刷 した新 小切手 帳 の表

紙 を見 たの で あ るか ら,も し被 告 が,原 告 に対 し約定 を通 知 す るの に必

要 と思 われ る こ と をす べ てや っ た とい うので あれ ば,原 告 が そ れ らの 文

字 を読 まず,そ れが そ の小切 手 帳 の小切手 を使 用 す るに あた っ ての約 定

を含 む もので あ る こと を知 らず,あ るい は そ う思 わな ふ った と して も,

何 等 問題 は ない とい う意 見 を述べ た。 そ して,新 小切 手帳 の表 紙 上 の2

つの文 章 は,本 件 の如 き状 況 の下 に おい ては,合 理 的 な通 知 と なる と主

張 した。 それ らの2つ の文章 は,容 易 に読 め る もの で あ った し,そ の新

小 切手 帳 は,表 紙 も,又 中 の小 切 手 も,以 前 に発行 され た旧小 切 手帳 と

は明 らか にそ れ とわ か る程度 に 異 って お り,か つ,被 告 が手 紙 を=書 くか,

あるい は署 名 を も ら うた め の書 式 を発行 す る こ とに よっ て,顧 客 が そ の
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手 紙 を読 む か,あ るいは,そ の書 式 に顧 客 に署 名 して も ら うよ うにす る

とい うことは,ま ず不 可 能 に近 か 三た と論 じた。従 って,被 告 は原 告 に

対 して合 理的 な通 知 を した とい うので あ る。 又,Undcrwood(A.L)Ltd

対BankofLiverpoolandMartins事 件,Underwood(A.L)Ltd

対Ba「claysBank事 件(2}(1〔19241)「AllE・R・Rep.230.P.P.240 ,241;

〔1924〕IK・IB・7)75・P・P804.・8σ6;)及 び最近の事件であるWestminsterBank

Lt砒 対Za㎎ 事 件{(3)(〔1965〕1AllE.R.1023)の2つ の事 件 を挙

げ,こ れ らを顧 客 が銀 行 の権 利 に関 す る文 章 を含 ん で い るペ イン グィ ン

ス リッ プに記 入す る こと に よって,銀 行 と顧 客 の間 の法律 関係 が変 更 さ

れ た とい う結 論 を裁判 所 が下 した例 と して示 した。 しか しなが ら,こ れ

ら2つ の事 件 の場 合 には,銀 行 が拠b所 と してい る約 定 の記載 され て い

る ス リッ プに顧 客 が記 入 したの で あ るか ら,本 件 に関 しては,何 等 助 け

とす る に足 る もの とは考 え られ ない。 原 告 が使 用 した 小切 手 には,何 等

の約定 も記載 され ては い な か った か らで あ る。

チ ケ ッ トの事 件 の場 合 に お いて は,契 約 成 立 と同時 に手渡 さ れ た 印

刷 され た文 書 に 関す る事 件 で あ るか ら して,本 件 と事 情 が全 く同 じもの

であ る とは 考 え られ な い。本 件 で は,原 告 と被 告 とは,原 告 が被 告銀 行

の バ ラ支 店 に 口座 を初 め て 開設 して以来,契 約 関係 に あ った。 も しもそ

の小 切 手帳 の表 面 に あ る2つ の文 章 が契 約 上 の効 力 を有 す る もの だ とす

れば,そ れ は す で に両当 事 者 間 に おい て 現存 す る契 約 を変 更 した とい う

ことで な くては な らない。 こ うい う区別 をす る の は,被 告 か .ら顧 客 に な

されるべ き通知 の重要性 を強 調するためで あって,そ れは原告 が新 小切

手帳 か ら小切手 を使用 したとい うことによって被告が 申込 んだ変更に原.

告が同意 したとい うことを被告 が有効 に主張 しうるのかとい う問題 の以
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前の段 階 の問題 で あ る。

被 告側 弁 護 人 の議論 に も拘 らず,私 は,小 切手 帳 に あ る2つ の文章 を

も.って,適 切 な る通 知 とみ なす ことが 出来 ない。 新小 切 手帳 が体 裁 の点

で 以 前 の小 切手帳 と実 質 的 に異 っ た もので あ る とい うこ とは 事実 で ある

が・ そ の差 異 は それ 程 際 立 った もの で は な か った。 小 切手 帳 の表 紙 が
,

契 約上 の条 項 を記載 す る た めに使 用 され た こ とは,以 前 は1度 もな か っ

た。 私 は,小 切 手 帳 と い うのは,そ の小 切手 帳 の 受取 人 が そ こに は何 等

の 約定 も書 い て いな い と考 え る のが もっ とも だ と思 わ れ る よ うな 文書 の

範1欝 に属 して いた もの と思 う。例 え ば,Parke工 対SouthEastemRy.

Co.事 件(4)(〔1874-81〕AllE.RRep.p・p169(1877)

2・C・P・D・P・P422)及 び ,Chapelton対BarryUrbanDistri.c-t

Council事 件(5)(〔1940〕1AllE.R.356;〔1940〕1 .K.

B・532)を 参 照。 も し,新 小 切手 帳 が,原 告 が 口座 を開設 した のK伴

なっ て発 行 され た最 初 の もの で あ った と した ら,事 情 は変 わ っ て きたで ・

あろ う。 しか しな が ら,原 告 の場 合 の よ うに,顧 客 が あ る期 間 に亘 って

口座 を有 し てお り,そ の後 に以 前 と シス テ ムの異 る新 小 切手帳 が 発行 さ

れ る にい た った よ うな場 合 には,'単 に新小 切手 帳 の上 に2つ の文 章 を記

載 してあ る と い うだけ では,そ れ 迄 存 在 して きた契約 関係 に影響 を及ぼ

す とい うには不 適 当 で あ る と=考え る。 この よ うな事 情 の下 で は,被 告 は ,

原 告 が 問題 の 文章 を読 ん だ とい うこと を立 証す る か,も し くは原 告 が 何

等 か の文 書 に署 名 す る と とに よって 自 ら同意 の旨 を示 した とい う ことを

示 さ ない 限 り,小 切手 の使 用 に関 して新 た な制 限 を課 す るに つ いて顧 客

を拘 束 す るに足 る適 当 な通知:を した とい う事実 の 立証 は 出来 な い と考 え る。

も し もパ 小 切手 自 体 の 上 に,銀 行,支 店,及 び 口座 が制 限 され る 旨 の
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文一言が 印刷 され てい る の で あれ ば,そ の小 切手 に顧 客 が署 名 した こと を

もって,私 は,原 告 が署 名 した文 書 と同等 の価 値 を有 す る もの と して認

め るこ とが 出来 る。 しか しなが ら,当 該 小 切手 には そ の よ うな文 言 は何'

も記載 さ れ ては い なか った。

以上 の如 き諸 事 実 か ら,私 が 先 に引 用 したAnsonの 原 則 の うちの第

3番 目の原 則 が,被 告 の場 合 に相 当 しえ な い とい う結論 に到達 した ので
,

本件 に おけ る被 告側 の抗 弁 は採 りえ な い。 従 って,原 告 の為 にそ の弁 護

人 か ら出さ れ た他 の3つ のポ イン トに関 して,私 が 見解 を述 べ る必 要 は

な い。 つ ま り川 小 切手 上 の2つ の文 章 は,た とえ原 告が それを 読 ん だ と

い うこと が立 証 され た と して も,契 約 関 係 に 影 響 を及 ぼ す に は文 一言

上十分に 明 白な,もの では なか った 。 ㈲ 契 約 関係 が変 更 され た と主 張 され て

いるが,そ れ につ き全 然 約 因 が な かっ た。 及 び㈹ 仮 に原告 が そ の2つ の

文章 に契 約 上拘 束 され るぺ きもの で あ る とされ た と して も,原 告 が変 更

を加 え た小 切 手 は,バ ラ支店 に あ る原 告 の 口座 に借 記 す る よ うに とい う

原告 か ら被 告 に対 す る指 図 を構 成 す る もので は ない。

しか しな が ら,現 時点 で は,も しも被 告 が そ の通 知 とい う点 に関す る

立証 に成 功 してい たな らば,こ れ ら の原 告側 の3つ のポ イ ン トは原 告 を

利す る もので は な か った とい う,こ七 は い え る。

従 っ て,私 は,原 告 は被 告 を して被 告 の バ ラ支店 に あ る原 告 の勘 定 に

2300ボ ン ド貸記 させ る権 利 を 有す る 旨 の判 決 を下 す。

原 告勝 訴

ソ リシ タ一一(sol'ici'i。.rs):

W●R●MiIla「&Sons(原 告 側)

Walters,Bright&Co.(被 告側)
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〔判例5〕

AISsociatienofDataprocessi㎎iSer∀ice

Organizations、Inc.,andDataSyst㎝s,

Inc・,v・Wi川amB.Camp.Co'rrrPtroller・f

theCurrencyoftheUnitedStatesand

AmericanNationalBanlくandTruStCo・,

,tflK3-67Civ.s165.UhitedStatesDi否_

trictCourtD・minnesota,ThirdD宝vision

Jan.9,1968.

、

†

,

〔 デ ー タ'プ ロ セ ッ サ ー 協 会 お よ び デ ー タ ・ シ ス テ ム 社 は 、 ナ シ ョ ナ

ル.バ ン ク(NationalBankAetに よ っ て 組 織 さ れ 連 邦 政 府 の 認 可 を

得 た 商 事 銀 行 の こ と 一 訳 者 注)お よ び 合 衆 国 通 貨 監 督 官 に 対 し て 、 ナ シ

ョ ナ ル ・バ ン ク に よ .る公 衆 へ の デ ー タ ・ プ ロ セ ッ シ ン グ の 販 売 は 違 法 で

あ る と の 理 由 に よ っ て,宣 言 的 判 決(declaratoryjudgniont)差 止 命 令

(injunction)keよ び 補 償 的 損 害 賠 償(compensatorydamages)を 求 めfc。

訴 状 却 下 の 申 立 に 対 してs地 方 裁 判 所Nも ▽ille判 事 は 次 の 如 く 判 断.し た ⑨

す な わ ち,デ ー タ'・ プ ロ セ ッ サ ー ら は.ナ シ ョ ナ ル ・パ ン ク に そ の デ ー

タ.ブ ・セ 。シング装置 を他 の銀行娃 ぴ銀 行の顧客 の使用噂 して も

'よ
い と決 定 した監 督官,ま たは そ の装 置 を その よ うな使 用 に供 しだ ナ シ

ョナ ル ・バ ンク に 対 して,競 争 に よって 生 じた経済 的 損 害 の 賠償 を求 め

る訴え の 利益 を有 しない と,却 下 の 申立 が認 容 され た。 〕L
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NEVlLLE地 方 裁 判所判 事

本件 に つい て は,両 被告 よ り,原 告 らは本件 訴 え を維 持 す べ き訴 えの

利 益 を欠 いて い る ので,却 下 す べ きで あ る との 申立 が本 法廷 に 出 され て

い るo訴 状 に よる と,原 告 らは,被 告 ア メ リカン ・ナ シ ョナル ・バ ンク

が デー タ ・プ ロセ ッシ ン グを 公衆 に販 売す る のは,不 法 かつ 法 律違 反 で

あ る とい う理 由 に よ り,宣 言 的 判決,差 止 命 令 お よび補 償 的損 害賠 償額

を求 めて い る6'訴 状 で は さ らに,監 督 官 が ナ ショ ナル ・パ ン クに,デ ー

タ 」プ ロセ ッシ ン グ ・サ ー ビス の販売 を認 める行 為は,専 断 的 で,気 ま

,ぐれ で,裁 量権 の濫 用 で,実 定法 上 の権 限 を越 え.か つ不 法 で ある と主

張 してい る。 原 告 らの 求 める判 断 は,要 す る に,ナ シ ョナ ル ・バ ン クが

手数 料 を と って一 般 的 に公 衆 に,口 頭 弁 論 で述べ られ だ と ころ に よれ ば

局 外 者(outsiders)に,デ ー タ ・プ ロセ ッ シ ング ・サ ー ビス を実 行 す る

のは,ナ シ ョナル ・バ ンク法(12U・S・C・ §24)に よ リナ シヨナル・

バ ン クに 与え られ た権 限 ,権 能 の範囲 に 入 らない とい うこ とで あ る。 こ

の法律 の本 件 に 関連 す る規 定 は 次の ご と くで あ る。

「§24団 体 の 法人 と して の権 限

定款 お よび設 立証 明書 を正 当 に作 製 し登 録 すれ ば,ナ シ ョナル ・バ

ンク業 務 を 目的 とす る団 体(anatiorralbaridngassociati(m)は,.設 立 証 明書

の作 成 の 日か ら法人 とな り,法 人 と して,か つ 設立 証 明書 に定 め られ た

名 に拾 い て,次 の権 限 を有 す。

(採51～ 第6省 田洛)

ガ

ノ

第7.そ の取締役会 または正 当に権 限を与え られだ業 務執行取締役
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も し くけ 代理 人 に よっ て,法 に した が って,銀 行 業 務 を遂 行 す る うえ
コ コ 　 　 　 　 　 ぷ る セ ぽ

で必要 なすべ ての付随的 な権限 を行使す ることo」
マ ロ 　 サ コ 　 ロ 　 コ 　 　 の の タ ゆ ロ 　 　 コ の 　

被 告監 督 官 の行政 決 定 に 関 す る訴 状 にお け る主 張 け,一 般 的 にい えば ,

以 下 の通 りで あ るo

「7・ 被 告監 督 官 は,決 定 紅 び他 の行 政行 為tlcよb,被 告 ア メ リカ

ン'バ ンク お よび他 の ナ シ ョナ ル ・バ ンク に対 して
,次 に 述 べ るデ ー タ・

プ ロセ ッジ ン グ ・・サー ビス を実 行 す る権 能 を付 与 した。 」

原 告 ア ソ シエー シ ョン ・オ ブ ・デー タ ・プ ロセ ッ シ ング ・サ ー ビス ・

オ ー ガ ニ ゼー シ ョ ン(「ADAPSO」)は ,合 衆 国 中 に存在 す る,デ ー タ

・プ ロセ ッ シ ング ・サー ビス を行 な う機 構 か らな る法 人格 を有 す る団 体

(i・…p・ ・at・dass・ci・ti'・・)で あ って,そ の メンバ ー は,そ の よ うな

サ ー ビス を実 業 界 に 提供す るζとに従 事 して い る。 原告 ,デ ー タ ・シス テ

ムズ け,デ … タ ・プ ロセ ッ シン グ ・サ ー ビス を実業 界 に対 して販 売 寿 よ

び履 行 す る こ とに従 事 してい る営業 所 を ミネ ソ タ州 ミネ ア ポ リスに お く
,

ミネ ソタ州 会社 で あ り,ADAPSOの 一 員 で あ る。

被 告 らの行 為 に よっ て原告 らに生 じた と申 し立 て られ て い る権 利 侵 害

は,そ れ が 違 法 な競 争 で あ る と主 張 され て い る ところか ら生 じた ,も っ

ぱ ら経済 的 な損 害 で あ る,と 主張 さ れ てい るo

原 告 らは,監 督 官 の行 為 に対 して,.行 政手 続 法第10条(5U輻S.'C・

§701以 下)に よって争 う訴 え の 利益 が あ る と主 張 す るoこ の法 律 の

本 件 に関 連 す る規定 で あ る §702はe次 の よ うに規定 す る。

「行 政機 関 の行 為 の た め,法 律 上 正 当 な権利 を侵 害 され た者 ,ま た は,

関係 法 律 の意味 す る範 囲 内 で行 な われ た 行政 機 関 の 行為 に よっ て不 利

益 を蒙 り,も し くは,利 益 を侵 害 され た者 は,当 該 行 為 につ い て ,司
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法審査 を受け る権利 を有す るo」

〔1,2ゴ ナシヨナル ・バンク法 には一,監督官の決定 を審査で き蚕 とする特別¢概

定やひ本件 の ような訴訟 を維持すべ き訴えの利益 を付与する特別 の規定がない

か ち,原 告 らが,法 令 上 の訴 え の利 益 をい や し くも有す るべ きで あ る

とす る な らば,そ れ は,行 政 手続 法 の上 に引 用 した部 分 に基 づ か た け

れ ば な らぬ よ うで あ るoし か し,第8巡 回 高 等裁 判所 は,行 政 手続 法

は そ れが 制 定法 とな るに 際 して,他 の と ころで存 在 して い なか っ た権

利 を,新 た に 創造 した もの では ない,と の見 解 を強 力 に維 持 して きた

し,'そ れ を主持 す る多 数 の先 例 を引用 して きたoRuraiElectrific'-

atiot}Admin・v・NorthernStatesPowerCb・ ・373FL2d686r692

(8thOir.1967)oこ の事 件 に 引用 され てhる,Dubav.Schuetzle,

303F.2d570,574(8thCir.1962)は,以 下 の趣 旨をい うo

「頒 手続法は戚 府機 関によって飾 董される計屹 ⇔ 訴えの利

益 を もつ た め に は,そ の 者 が法律 上 正 当 な権 利 の侵 害 を 受け た の で な

げ れ ば な らない とい う基本 原 間 を改 め よ うと作成 され た ので は な い し,

事実 改 め なか っ たo(引 用 者 略)」

原 告 らに訴 えの利 益 が あ るか否 か を決 定 す る に あた り,本 件 には 司法 審

査 のた め の実 定法上 の権 利 は存 在 して い ない と考 えね ば な らない とい う

結論 に な るoす な わ ち,ナ シ ョナル ・バ ンク法 は,そ れ 自身 の甲には,た と

え ば 内国 歳 入法.州 際 通 商法 の よ うな,司 法審 査 を うけ る た め の規定 を

もって い ない。 そ して,行 政手 続 法 は,司 法 審 査 を うけ うる た め の特 別

の 規 定 を創 出す る よ うな何 もの か を,ナ シ ョナル ・バ ンク 法 に付 け 加 え

る もの では な い し,付 け 加 え た こ と もなか った 。

〔3〕 原告の損害が,も っ ぱ ら競 争 に よる損 失 で あ る とい うこ とでは,そ の
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経 済 的 損 害 の 賠 償 を 受 け る べ き 普 通 法 上 の 訴 訟 を 維 持 す る た め の 訴 え の

利 益 を 欠 く と い うの が,古 く か ら の 固 く確 立 さ れ た 判 例 で あ るoと れ ら

の 判 例 は,単 な る 競 争 に よ る 損 害 け,た と え そ れ が 政 府 の 行 為 に 基 因 す

る も の で あ っ て も,裁 判 所 で 救 済 を 求 め る こ と が で き る 損 害 と し て,訴

え の 利 益 を 与 え る も の で は な い,と の 見 解 を 採 っ て き た6AlabamaPo-

werCb・ ▼ ・Ickes,302U.S・ ・464・.,58S.Ct.300,82L.Ed.374

(1938);TennesseeElectricPolserCo.v.T.V.A.,306U.S. ●
118,59S.Ct.366,83L.・Ed.543(1939);Perkirisl'V.Lu-

kensStee1』Co.,310U.S.113,60S.Ct.869,84L.Ed.1tO8

(1940);1〈ansasCity・Power&1、ight(㎞ Ψanyv.MCKay、96U.S.

App.D.C.273,225F.2d924(1955),cert.denied350

U.S.884,76S.Ct.137,100L.}ikl.780(1955);Texas

StateAFL--CIOv.Kbnnedy,117U.S.App.D.C.343,330F.

2d217・(1964);Be。,。 。v.'S・h。fi。ld,98U.S.tXpP.D.C.424,

236F.2d719(1956),cert.denied352U.S.976,77S.

Ct.363,11」.'田,2d324;UnitedMilkProdncersofNewJersey

v.Benson,96U.S. .App.D、C.227,225F.2d527(1955);

PennsylvaniaRailroadOo.▼.Dillon,118U.S.App.D.C.257,

335F.2d292(1964);Rura1ElectrificationAdmin.v.Cen-

tralL〈)uisianaElec.Ck).,354F.2d859(5thCi・r・1966).

そ う し て,TennesseeElectricPowerCo.V.T.V.A.事 件(306

U.S.118,59S.Ct.366,83L.Ed.543(1939))で,裁 判 所

は,政 府 の 行 為 に よ る 侵 害 に 脅 か さ れ て い る 者 で あ っ て も,侵 害 さ れ た

権 利 が,法 律 上 の 権 利,す な わ ち 所 有 権,契 約 か ら 生 ず る 権 利,不 法 行
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為 に よる侵 害 か ら守 られ るべ き権 利,ま た は,特 権 を付 与 す る制定 法 に

基 づ く権 利 で なけ れ ば,そ の よ うな政 府 の 行為 を 裁 判 所 で争 うことは で

き な い,と の ル ール を定立 した。

本 件 におけ る原 告 らは,い か な る財 産 上 の 利益(競 争 に よっ て生 じた

損 失 は,明 らか に 痴上 述 の判 例 で は,財 産上 の利 益 の 損失 と して の適 格

性 を有 して い ないo)を 喪 失 した もの で け な く,そ れ を脅 か さ れ た もの

で もないo彼 らは,い か な る契 約違 反 も,不 法 行 為 も主 張 して い ない。

また,前 述 の よ うに,ナ ショナル ・バンク 法 も行 政 手続 法 も,原 告 らに対 し

て,い か な る特 定 の特 権 で あれ,そ れ を付 与 す る よ うな制定 法 で ない こ

とは 明 らか で あ るo原 告 らは,被 告 らの行 為 に よっ て害 さ れ るべ き,政

府 に よ り与え られ た 』か なる特 権(LicenseorFranchise)を も有 しな

しへo

〔4〕'上 に引用 した判 例 の細 部 の事 実 を再検 討 す る こ とは,な ん の 目的 に も

役 立 つ もの で は なか ろ うoそ れ らの根本 的理論 は,以 下 の よ うな もの で

あ る○ す な わ ち,合 衆 国 け,自 由な企 業 に捧 げ られ た国 で あ るoAが そ

の 金 銭 を,た とえ ば食 料 雑貨 店 に投 資 して い る と きに,も し,別 の入 間

Bが そ の隣 に開店 し,そ してAが そ の投 資 をBと の競 争 に よ っ て 失 っ.

て も.Aは 法 的 に 不 服 を 申 し立 .てるこ とは で きな い。 競 争 に基 づ く経

済的 損 害 は,法 律 上 正 当 な権 利 の侵害 と して訴え う る もの で は な い 。

た と えBが 妥 当 な法 人 の書 類,も しくは 所得 税 申告 書 を提 出 しなか った

b,Bに 金銭 を貸 す こ とが能 力外行 為(ultravires)で あ る よ うな者

か ら金 銭 を借 り入 れ た り,借 り入れ た 金 銭 に法 定 利率 を超 過 す る利息 を

支払 う約束 を した り,ま たは,違 法 に食 料 雑 貨 を入手 して も,な;tl・・,A

は 競 争者 と して,裁 判 上 認 め うる不法 を 被 っ た ことには な らな いo上 記
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の理 由づ け は ○競 争 者 が合 衆 国政 府 で あっ て も適 用 さ れ るoす なわ ち ,

公権 力の 分野 で,ま た は,よ り しば しば,政 府 が 韻争 者 に財政 的 助成 も

し くは認 可 を与 え る こ とに よって競 争 を増 進 させ る場 合 πは,た とえ政

府 が,政 府 の なす行 為 を創 設 し,許 容 す る 「議 会 」 の 法律 の課 す 要 件 の

すべ て に,文 字 通 りに従 わ な か っ た よ うな場 合 で 杢,ま た は ,そ の 制限

や禁 止 に従 わ なか っ た よ うな と きで も,適 用 され るo

さ らに,訴 え の利 益 を否定 す る理 由 づけ と して,た びた び次 の こ とが

い われ るoそ れ は,そ の よ うな ととを許 容 す る こ とは ,「 公 共 の利 益」

を主 張 し,ま た は,「 私 的 法 務 長官 」 と して行 動 す る こ とを欲 す る,あ

る市 民,ま た は 納 税者 に,政 府 のす べ ての行 為 を裁判 所 で争 う こと を許

す こ とに な るtと い うこ とで あるo

この一年 内 に,第8巡 回 高等 裁 判所 灯,そ の長 い意 見 の中 で ,上 に引

用 した判 例 の根 本 的 理論 を採 用 したoRuraiE!ectrificationAdmin.

v.NorthernStatesPowcrCo .,373F.2d686・(8th伍r1967),

eert.denied387U.S.945,87S.Ct.2079,18L.Ed.2d

1332(1967).こ の判決 は本 裁 判 所 を拘 束 す るoか よ うに して,原

告 らの訴 状 を却下 す るこ とが要 請 され るo

原告 らの援 用 す るい くつ か の判 例 の うち,ほ とん どは 事 案 を異 に し,

本 件 にけ 適用 す る と とが で きないoい くつか の もの は,連 邦 ま たは 州政

府 が,特 定 の競 争 の分野 は,そ の よ うな事業 に 従 事 して よい者 の数 に つ

い て の規制 や制 限 の対 象 とな る こ とを,承 認 してい た場 合 に関 す る もの'

で あるofcと え ば,公 共 の利 益 の た め に,銀 行業 の 分野 で のま っ 青 く自

由か つ 無制 限 な競争 は 望 ま しくな く,か つ制 限 す べ きで あ る とす る場 合

で あ るoそ れ ゆえ,原 告 がす で に あ る事 業 の分 野 で ,そ れ に従 事す る特
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権(LicenseorFranchise)を 有 し て い る 場 合 だ っ た ら,他 の 老 の 将 来

の 同 一 分 野 へ の 進 出 は,原 告 に,司 法 審 査 を 要 求 し う る 訴 え の 利 益 を 与

え る と い う こ と が,認 め ら れ て き たoし た が っ て,監 督 官 が,新 た な ナ

ショナル ・'バンク ま た はそ の 支 店 の 設 立 を 許 可 す る 行 為 を 争 う訴 え の 利 益 は,

認 め ら れ て き たoNationalBankofD∋troitv.WayneOaklandBank,

252F.2d537(6thCir.1958);HbosierStateBankofInd-

ianav.Saxont248F.Supp.233(N.D.Ind.1965);VNhitney

NatlBankinJeffersonParishv.BankofNewOreans&TrustCo.,

116U.S.App.D.C.285,323F.2d290(1963):V恥lster

Groves[1)rustoＬo.v.Saxon,370F.2d381(8thCir.1966)o

こ れ ら の 判 例 に お い て は,既 存 の 銀 行 が,公 共 の 利 益 の た め に,競 争 を

許 さ れ る 者 の 数 が 制 限 さ れ た 分 野 に お け る 者 と し て 争 っ た も の で あ るo

食 料 雑 貨 店 ま た は デ ー タ ・ プ 口 占 ッ シ ン グ 会 社 の 支 払 停 止 ま た は 破 産 は,

不 運 な こ と で あ る と し て,経 営 者 や 所 有 者 の 投 資 の 喪 失 に 帰 さ せ る だ け

で 片 付 け ら れ る が,銀 行 の 支 払 停 止 は,所 有 者 の 投 資 の 喪 失 だ け で な く,

預 金 者 で あ る.一 般 の,用 心 し て い な い 人 々 の 損 失 を も 惹 起 す る 。 こ の

理 由 か ら,銀 行 業 で は,競 争 が そ れ に 従 事 で き る 者 の 数 に 関 し て,制 限

さ れ る。 こ の よ う に し て,公 共 の 利 益 に お い て,こ の 分 野 の 既 存 者 は,

新 し く 参 加 し た い と い う者 に つ い て 争 う 訴 え の 利 益 を 有 す る 。

〈 の同 じ一 般 的 原 理 に した が っ てiF・C・C・v・SandersBros・Radio

Station,309U.S・470,60S.Ct.693,841L.Ed.869(1940),

は 現 に 競 争 中 の 放 送 局 に,公 共 の 利 益 に お い て,新 た な 放 送 局 に 免 許 状

を 与 え る 決 定 を 争 う 訴 え の 利 益 を 認 め て い る 。.

GeorgiaAsぎnofInd.Ins.Agents,Inc.v.Saxon,260F.Supp.

一・128-一一
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802(N.D.(h.1966)の 事 件 は,人 口 が5000人 ま た は そ れ 以 下 の

町 に あ る ナ シ ョ ナ ル ・バ ン ク が,保 険 契 約 を 締 結 す る こ と を 許 容 し て い

る ナ シ ョ ナ ル ・バ ン ク 法 の1つ の 規 定(12U・.S,C三 §.9'2)に 関 す る

問 題 を 含 ん で い る。 そ こ で は,監 督 官 が ご ナ シ ョ ナ ル ・バ ン ク に 対 し て,

ど の よ う な 規 模 の 町 に お い て も保 険 証 券 を 発 行 で き る と い う一 定 の 権 限

を 与 え た の に 対 し て,こ の 法 律 の 明 ら か に 意 味 す る と こ ろ で は,こ の 法

律 は あ る 種 類 の 者,す な わ ち,一 定 の 保 険 代 理 人 ま た は 代 表 者 を 保 護 す

る こ と を 目的 と し て い る と い う こ と を 理 由 に し て,保 険 代 理 人 は,こ の

監 督 官 の 決 定 に 対 し て 法 的 異 議 を 唱 え る 訴 え の 利 益 を 認 め られ だ 。 か よ

う に し て,こ の よ うな種 類 に属 す る もの な ら誰 にで も,訴 えの 刃溢iが存 在す るので あ る。

しかLデ ー タ ・プ ロセ ッサ ・一:を保 護 す る そ の よ うな 法 律 は,存 在 し ない の で あ る。

同 様 の 部 類 の も の と し て は,Irivestsient(kmpallyInstitutev.Camp,

274F.Supp.624(D.D.C.1967)が あ り,・ そ と で は,ナ ショナ ル ・

パ ン ク が 共 同 投 資 基 金 を 設 定 し たo原 告 は,監 督 官 が そ の よ う な 権 限 を

ナ シ ョナ ル … ンク 鮒 与 す る の を 止 め る よ う に 求 脈 。 ナ シ 日ナル ・パ ンク 法

の 用 語 で は,一 般 的 に,国 家 的 商 業 銀 行 業 務 は 証 券 業 務 と分 離 さ れ て い る。

そ の よ う に し て,保 護 さ れ る べ き一 定 の 階 層 を 作 り 出 し て い る か ら,同

法 の 言 葉 遣 い と い う観 点 か ら,原 告 に 訴 え の 利 益 が あ る と い う こ と が 支

持 さ れ たo同 じ銀 行 が 問 題 と な っ て,や や 違 う争 点 に む い て 訴 え の 利 益

が 否 定 さ れ た も の と し て,Nationa・lAs"nofSecuritiesDe.alers,

IIIc.v.SecuritiesandE:changeCommission,(Oase元20,164

D.C.Cir.,decidedNovember21,1967)を 参 照o

Baker,Wat†s&Co.v.Saxon,261F.Supp.247(D.D.C.1966)

に 関 し て い え ぱ,そ れ は 第8巡 回 高 等 裁 判 所 が,RuralElebtrification
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Adnin・v・Nor尤hernStatesPowerCo.,373F、2d686(8thCir .

1967),certdenied3871J.S.945,87S.Ot .2079,1 .8L.

Ed.2d1332(1967)で 支 持 し た 原 理k・ よ び 見 解 に 反 対 の よ う に 見

え る と い い う る だ け で あ るoた ぶ ん.原 告 が 援 用 す る い く つ か の 他 の 判

例 に つ い て も 同 じ こ と が い え よ う○ 前 に 述 べ た 顕 著 な 判 例 も,基 本 的 に

は,上 記 のBaker,碗tts事 件 の 根 本 的 基 礎 は 採 用 し・,ま た は,そ れ と

同 じ傾 向 を も っ て い るoWbstergr・oves.TrustCo.v.Saxon,370F.

2d381(8thCir..1966)は,第8巡 回 高 等 裁 判 所 の 判 例 と し て
,

上 記 のRuralElectrificationA(hnin.v.Northern,StatesPowerCo.

に 一 年 余 り 先 行 し て い るoそ れ は 原 告 ら の 主 張 を 支 持 す る よ う な 言 葉 を

用 い て い る が,Rt!ralElectrificationAdmin.にNorthernStatesPow-

erCo.事 件 に お い て,裁 判 所 自 身 に よ っ て 区 別 さ れ た 。 ま た,事 件 の

型 の 例 証 と し て は,規 制 さ れ た 競 争 分 野 に 赴 い て,す で に 特 権 を 受 け た

者 は,将 来 の 新 た な 競 争 者 の 出 現 に よ っ て,公 共 ¢)利 益 に 損 害 を 与 え る

こ と の 証 明 を 申 し 出 る 利 益 が あ る,と い う事 件 の 型 の 種 類 に 入 れ ら れ た 。

他 の あ る 判 例(原 告 援 用 の)は,調 和 さ れ る'こ と'は む ず か し い 。,

RuralEleet.rificatioh .Admin.v.NorthernStntesPowerG).,

373F.2d686,629(Sth・Cir1967)は,次 の よ う に 述 べ て い るo

「訴 え の 利 益 の 概 念,司 法 審 査 可 能 性,お よ び,争 訟 の 裁 判 可 能 性 は,

行 政 の 司 法 審 査 と い う領 域 で か ら み 合 っ て い る け れ ど も,わ れ わ れ が

分 析 し た と と ろ に 従 っ て 判 断 す れ げ,こ れ ら の 司 法 上 の 基 礎 の す べ て

ま た は そ の い く つ か に の っ と っ て,本 件 を 差 し戻 さ ね ば な ら な いo被

控 訴 人 の 提 出 書 面 は,個 々 的 な 見 解 は よ く示 し て い る が,行 政 機 関 の

行 為 の 司 ※ 蒋 査 に 関 す る 判 例 け,す べ て が 単 純 に 調 和 し て い る も の で
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は なし・・。 」

原 告 らが頼 み とす る もの に,次 の よ うな見解 が あ るoす なわ ち,政 府 公

務 員 の行 為 は,む しろ 自 由に、 裁 判所 に よっ て審 査 さ れ るべ きで あるo

また,公 務 員 は,裁 判 所 の一 定 の 牽制 に従 うべ きで あ るol)avisは,そ

の行 政 法教 科 書 の22章,と くに22章 の18で,訴 えの 利 益 を 否定 す

る連 邦裁 判 所 の判 例 に対 して,格 別 に異 議 を唱 え てい るoそ して ,そ の

理 由づ け を そ の章 で 多 く述 べ て い るo

上 述 の こ とはすべ て さ てお き,本 巡 回 裁判 に 中け る 命令 ぱ,上 述 の

RuralEleetrificatiQnAdmin.v.NbrthernStatesP(yw③rCb・.,の 教 訓

か ら明 らか で あ る よ うに考 え られ るoこ の事 件 は,本 裁 判 所 を約 定 す る

の で あるo

原 告 らの訴 状 を却 下 す る とい う,被 告 らの 申 し立 て を認 め る命 令(

託parate袖rder)が 与 え られ た:
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